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は じ め に

あきる野市では、平成３０年３月に「あきる野市障がい者福祉計

画」を策定し、障害者基本法の「障害の有無にかかわらず、個人と

して基本的人権が尊重され、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共に地域の中で生活できる社会の実現を目指す」という共生社会の

実現を目指し、障がい者福祉施策の総合的・計画的な推進に努めて

まいりました。

平成２８年に国が定めた「ニッポン一億総活躍プラン」では、就労支援及び職場定

着支援、農福連携の推進等が盛り込まれました。また、平成３０年４月に「障害者総

合支援法」と「児童福祉法」が改正され、障がいのある方が自らの望む地域生活を営

むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実を図るとともに、

障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援を拡充することが

新たに示されるなど、障がいのある方々を取り巻く環境は、年々変化しております。

これらの動向を踏まえ、本市では、新たな「あきる野市障がい者福祉計画」を策定い

たしました。

本計画では、これまでの２つの基本理念である「障害のあるなしにかかわらず、誰

もが住み慣れた地域の中で、安心して自分らしく自立した生活ができるまちづくり」

「障害のあるなしにかかわらず、誰もが地域社会の一員として、あらゆる社会活動に

参加し、個性を生かして、輝くまちづくり」を継承しています。障がいのある方が、

自分らしく、自分の意思に基づき、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、自ら

の意思により自分らしく生活できるまちづくりを推進し、共生社会の実現を目指して

いくため、障がい者福祉施策に取り組んでまいりますので、皆様のより一層のご理解

とご協力をお願い申し上げます。

最後に、計画策定のための調査にご協力いただいた多くの市民の皆様と、熱心なご

審議をいただきました「あきる野市障がい者福祉計画策定委員会」及び「あきる野市

地域自立支援協議会」の委員の皆様に心から感謝を申し上げます。

令和３年３月

あきる野市長
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第１章 計画の策定に当たって

第１節 策定の背景と趣旨

本市では、平成18年度から「障害者自立支援法」に基づく「あきる野市障害福祉計画」を策

定するとともに、「あきる野市地域保健福祉計画」に内包する形で、「障害者基本法」に基づく「あ

きる野市障がい者計画」を策定し、｢障害のあるなしにかかわらず、誰もが住み慣れた地域の中で、

安心して自分らしく自立した生活ができるまちづくり｣及び「障害のあるなしにかかわらず、誰も

が地域社会の一員として、あらゆる社会活動に参加し、個性を生かして、輝くまちづくり」の２

つを基本理念に掲げ、障がい者の自立に向けた各施策に取り組んできました。

国の障がい者福祉施策は、障がい者の自立と社会参加を促進するため、法制度が大きく変化し

ています。平成18年には、新たな制度として「障害者自立支援法」が全面施行され、各種サー

ビスの一元化や就労移行支援事業の創設等、就労支援の抜本的な強化が図られました。

また、平成23年には、「障害者基本法」の改正により、障がい者が受ける制限は機能障害のみ

に起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生まれるものとする

「社会モデル」の考え方を踏まえ、障がい者の範囲や定義が見直されました。

その後、平成24年に、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（以

下「障害者虐待防止法」という。）」と平成2５年に、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）」が施行され、障がい者の尊厳を守り、

自立や社会参加の妨げを除去する等の共生社会の実現に向けた取組が図られるとともに、平成

28年には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解消法」とい

う。）」が施行され、より一層、障がい者の有する権利の実現に向けた取組の推進を図ることとな

りました。

さらに、平成30年には「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が改正され、障がいのある方

が自ら望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や、

高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用の促進、障がい児支援のニーズの多様化に伴

う障がい児への支援の拡充等の取組が図られ、令和２年には「障害者雇用促進法」の改正による

障がい者の雇用の一層の推進と、バリアフリー法の改正による「共生社会の実現」及び「社会的

障壁の除去」に向けた、更なる取組の強化が図られることとなりました。

本市では、こうした国の大きな流れを踏まえるとともに、本市のこれまでの障がい者福祉施策

の状況と障がい者とその家族の意向等を把握し、今後の障がい者福祉施策を総合的かつ計画的に

推進するために、新たな「あきる野市障がい者福祉計画」を策定することとしました。
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≪ 障がい者福祉施策に関する国の動向 ≫

国際連合において、この年を国際障害者年と定め、テーマを

「完全参加と平等」とし、障がい者の社会生活の保障や社会生

活のための国際的な取組を行うことが決議された。我が国では、

「国際障害者年推進本部」が設置され、関係行事・事業が行わ

れる等、障がい者福祉施策が一層進むこととなった。

法の対象として、身体障害・知的障害のほかに初めて精神障

害についても明記された。また、障がい者の自立と社会、経済、

文化その他あらゆる分野への参加を促進するため、国の障がい

者福祉施策に関する計画（障害者基本計画）の策定を義務づけ

た。

昭和56年

（１９８１年）

国際障害者年

利用者の立場に立った制度構築に向け、行政がサービス内容

を決定する「措置制度」から障がい者自らがサービスを選択し、

事業者と対等な関係の下で、契約によりサービスを利用する「支

援費制度」に移行した。

平成5年12月

（１９９３年）

心身障害者対策基本法か

ら障害者基本法へ改正

基本理念に障がい者に対して障害を理由とした差別その他の

権利利益を侵害する行為をしてはならない旨が明記された。

平成15年 4月

（２００３年）

支援費制度の開始

発達障害の定義と法的な位置付けの確立や乳幼児期から成人

期までの地域における一貫した支援の促進、専門家の確保と関

係者の緊密な連携の確保等、発達障がい者への総合的な支援の

流れが明確化された。

平成16年 6月

（２００４年）

障害者基本法の改正

障害者基本法の目的規定や障がい者の定義等が見直された。

あらゆる場面において、障害の有無によって分け隔てられるこ

となく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生できる社会

を目指すことが明記された。

平成23年８月

（２０１１年）

障害者基本法の改正

これまで、身体障害、知的障害、精神障害とそれぞれ別の制

度体系で実施してきた各種サービスが一元化されるとともに、

就労移行支援事業の創設等、就労支援の抜本的強化が図られた。

複数の障害種別に対応した教育を実施する特別支援学校制度

の創設、小中学校等における特別支援教育が位置付けられ、障

害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行う

こととし、障がいのある児童・生徒等の教育の一層の充実が図

られた。

平成19年４月

（２００７年）

学校教育法の改正

平成18年10月

（２００６年）

障害者自立支援法の全面

施行

平成17年4月

（２００５年）

発達障害者支援法の制定
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これまで障害種別で分かれていた障がい児施設・事業を通所

による支援「障害児通所支援」と、入所による支援「障害児入

所支援」に一元化した。身近な地域で、どの障害にも対応でき

る支援の場を提供できるようになった。

障がい者虐待の定義を明確化し、障がい者に対する虐待の禁

止や早期発見に努める義務、国等の責務等を規定した。さらに、

虐待発見者に対する速やかな通報の義務等が定められた。

平成28年 4月

（２０１６年）

障害者雇用促進法の改正

平成25年 4月

（２０１３年）

障害者自立支援法から障

害者総合支援法へ改正

平成26年 1月

（２０１４年）

障害者権利条約の批准

平成27年 1月

（２０１５年）

難病医療法の施行

平成28年 4月

（２０１６年）

障害者差別解消法の施行

平成24年４月

（２０１２年）

児童福祉法の改正

地域生活における共生の実現に向けて、障がい者の日常生活

や社会生活の総合的な支援のために、障害福祉サービス等の充

実について定められた。また、「制度の谷間」を埋めるため、

障がい者の定義に難病等が追加された。

平成24年10月

（２０１２年）

障害者虐待防止法の施行

平成18年の国連総会において、障がい者に対する差別を禁

じ、人権の尊重や社会参加を促進することを目的に採択された

障がい者に関する初めての国際条約となる。

我が国では、国内法の整備を行った上で、批准することとな

った。

障害を理由とする差別的取扱いの禁止や障がい者に対する合

理的配慮の提供を定めた。

また、差別を解消するための支援として、相談・紛争解決の

体制整備や差別解消のための普及・啓発活動の必要性が明記さ

れた。

難病患者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、社会

参加の機会の確保や治療研究による疾患の克服、医療費助成制

度の安定的な確立等の総合的な方針を定めた。

平成28年 5月

（２０１６年）

成年後見制度利用促進法

の施行

認知症や知的障害等により金銭管理や日常生活等に支障があ

る人を支える手段である成年後見制度の利用促進について、基

礎理念を定めて国の責務等を明らかにし、総合的かつ計画的に

推進することを定めた。

雇用分野における障害を理由とする差別的取扱いの禁止と合

理的配慮の提供義務等を定めた。

また、平成30年 4月から、法定雇用率の算定基礎に精神障

がい者が追加された。
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障がい者が自ら望む地域生活を営むことができるよう、「生

活」と「就労」に対する支援の充実や高齢障がい者による介護

保険サービスの円滑な利用を促進するための見直し、ニーズ

の多様化に伴う障がい児への支援の拡充、サービスの質の確

保・向上を図るための環境整備等を定めた。

発達障がい者への切れ目のない支援の充実や共生社会の実現

を促進するため、発達障害の定義や発達障害への理解や情報共

有の促進、就労定着のための支援、関係機関との協力体制の整

備等が追加された。さらに国・地方公共団体・国民の責務につ

いて規定された。

平成28年8月

（２０１６年）

発達障害者支援法の改正

障がい者の雇用状況を明確化することで、水増し等を防止す

る措置を講じるとともに、障がい者の雇用を一層促進するため、

事業主に対して、短時間労働以外の労働が困難な状況にある障

がい者の雇入れ及び継続雇用の支援等を定めた。

ギャンブル等依存症とは、ギャンブル等にのめり込んでコン

トロールができなくなる精神疾患の一つ。ギャンブル等依存症

の発生等の各段階及びその問題に応じたその防止等を図るため

の施策を適切に講じ、日常生活及び社会生活を円滑に営むこと

ができるよう支援することを定めた。

施設のバリアフリー化や情報保障といった、障がい者が文化

芸術を鑑賞しやすくする取組、作品発表できる機会の確保等、

障がい者による文化芸術活動の推進が幅広く図られた。

バリアフリー法に基づく措置は、「共生社会の実現」「社会的

障壁の除去」に資することを旨として行われなければならない

ことを基本理念とし、「心のバリアフリー」の観点から、国及び

国民の責務に高齢者、障がい者等に対する支援が明記された。

視覚障がい者等の読書環境の整備を推進しており、大学や図

書館などにおいて視覚障がい者等が利用しやすい書籍や電子書

籍等の量的充実と質の向上を定めた。読書バリアフリー法とも

いう。

平成30年10月

（２０１８年）

ギャンブル等依存症対策

基本法の施行

令和元年６月

（２０１９年）

視覚障害者等の読書環境

の整備の推進に関する法

律の施行

平成30年 6月

（２０１８年）

障害者による文化芸術活

動の推進に関する法律の

施行

平成30年4月

（２０１８年）

障害者総合支援法・児童

福祉法の改正

令和２年６月

（２０２０年）

バリアフリー法の改正

令和２年４月

（２０２０年）

障害者雇用促進法の改正
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第２節 計画の位置付けと計画期間

１ 計画の位置付け

「あきる野市障がい者福祉計画」は、障害者基本法第11条第３項に基づく「市町村障害者計

画」、障害者総合支援法第88条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第33条

の20第１項に基づく「市町村障害児福祉計画」の３つの計画を一体的に策定したものであり、

本市における障がい者福祉施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計画として位置付けら

れるものです。

本計画は、国の「障害者基本計画」や東京都の「東京都障害者・障害児施策推進計画（東京都障

害者計画）・（東京都障害福祉計画）・（東京都障害児福祉計画）」との関係に留意し、「あきる野市

総合計画」をはじめ、福祉政策の基本的な計画である「あきる野市地域保健福祉計画」の理念の

下、市の関連計画との整合を図り策定しました。

国

あきる野市地域保健福祉計画
障
害
者
基
本
計
画

あきる野市

障 が い 者

福 祉 計 画

あ
き
る
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画

あ
き
る
野
市
自
殺
対
策
推
進
計
画

あ
き
る
野
市
健
康
増
進
計
画
（
め
ざ
せ
健
康
あ
き
る
野

）
21

あ
き
る
野
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
総
合
計
画

あ
き
る
野
市
障
害
福
祉
計
画

あ
き
る
野
市
障
が
い
児
福
祉
計
画

あ
き
る
野
市
障
が
い
者
計
画

そ
の
他
関
連
計
画

東京都

東
京
都
障
害
者
・

障
害
児
施
策
推
進
計
画

図 1-1 計画の位置付け

あきる野市総合計画
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≪ 計画の法的な位置付け ≫

■ 障害者基本法第 11条第３項：市町村障害者計画の位置付け

■ 障害者総合支援法第 88条第１項：市町村障害福祉計画の位置付け

■ 児童福祉法第 33条の 20第１項：市町村障害児福祉計画の位置付け

第 11条

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町

村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する

基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。

第 88条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を

定めるものとする。

第 33条の 20 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供

体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下

「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。
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２ 計画期間

本市では、障がい者計画、障害福祉計画及び障がい児福祉計画の３つの計画を「あきる野市障

がい者福祉計画（平成30年度～令和２年度）」（以下、「現行計画」という。）として一体的に策

定し、各施策の推進に取り組んできましたが、現行計画の計画期間が令和２年度で終了すること

や、近年の法改正等との整合を図るため、「あきる野市障がい者福祉計画策定委員会」を設置し、

新たな「あきる野市障がい者福祉計画」の策定に向けた協議・検討を行いました。

また、平成30年度以前は、障がい者福祉計画の計画期間は６年間としてきましたが、平成30

年度以降、法に基づき、障害福祉計画及び障がい児福祉計画を３年毎に改定する必要があるため、

これに合わせて、「あきる野市障がい者福祉計画」の計画期間を３年間としました。

本計画においても、こうした考え方を踏まえ、計画期間を令和３年度から令和５年度までの３

年間としています。

図 1-2 「あきる野市障がい者福祉計画」の計画期間

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

「あきる野市障がい者福祉計画」

（計画期間平成30年度～令和２年度）

あきる野市障がい者計画

第５期あきる野市障害福祉計画

第１期あきる野市障がい児福祉計画

「あきる野市障がい者福祉計画」

（計画期間令和３年度～５年度）

あきる野市障がい者計画

第６期あきる野市障害福祉計画

第２期あきる野市障がい児福祉計画

改定

改定

改定
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３ 計画の対象者

本計画は、障害者基本法、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく計画であることから、そ

れぞれの法の趣旨に沿い、身体障がい、知的障がい及び精神障がい（発達障がいを含む。）のほか、

難病、高次脳機能障がい等、市内の障がいのある全ての人を対象とします。

■ 障害者基本法第２条第１号

■ 障害者総合支援法第４条第１項

■ 児童福祉法第４条第２項

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

１ 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障

害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、

知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち 18歳以上である者及び精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律第 5条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成 16年法律第

167号）第 2条第 2項に規定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者

を除く。以下「精神障害者」という。）のうち 18歳以上である者並びに治療方法が確立し

ていない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労

働大臣が定める程度である者であって 18歳以上であるものをいう。

第４条

２ この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害の

ある児童（発達障害者支援法（平成 16 年法律第 167 号）第 2条第 2項に規定する発達

障害児を含む。）又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123 号）第 4

条第 1項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度であ

る児童をいう。



9

■ 身体障害者福祉法

■ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

■ 発達障害者支援法

第４条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある 18歳以

上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。

第５条 この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はそ

の依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。

第２条 この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎

性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であって

その症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。

２ この法律において「発達障害者」とは、発達障害がある者であって発達障害及び社会

的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるものをいい、「発達障害児」とは、

発達障害者のうち 18歳未満のものをいう。

本計画における障害の「害」の字の表記について

市では、障害の「害」の字が否定的で負のイメージがあるとの考えから、「障害」という言

葉が、単語あるいは熟語として用いられ、「ひと」を直接的に形容する場合に「障がい」と表

記することとしており、本計画においても同様に「障がい」と表記しています。

ただし、国の法令や地方公共団体の条例等に基づく制度や施設名、あるいは法人、団体等の

固有名詞等については、「障害」とそのまま漢字で表記しています。

また、文中の「障がい者」の表記については、障がい児を含めた本計画の全ての対象者を表

しています。対象が障がい児のみのときは、「障がい児」と表記します。
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第３節 計画の策定体制

１ あきる野市障がい者福祉計画策定委員会の開催

本計画は、市民の代表、障がい者団体及び家族団体の代表、識見を有する者、保健医療・福祉・

教育・雇用の関係機関等に従事する関係者で構成する「あきる野市障がい者福祉計画策定委員会」

において、内容を審議・検討し、その意見を踏まえた上で策定しました。

２ 地域自立支援協議会からの意見聴取

障がい者及びその家族、障害福祉に関わる関係機関・関係団体等に従事する関係者で構成され、

障がい者に係る地域の課題等について、情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るととも

に、地域の課題等を整理しながら障害福祉に関する方策を協議する場として、「地域自立支援協議

会」を設置しています。

障害者総合支援法第88条第９項においては、「市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようと

する場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない」と定めていま

す。本計画の策定に際しては、地域自立支援協議会から意見を聴取し、その内容を検討事項とし

て、「あきる野市障がい者福祉計画策定委員会」に報告しました。

３ アンケート調査の実施

本計画の策定にあたり、障がい者の生活状況、障害福祉サービス等の利用状況、障がい者福祉

に対する意見、要望等を把握し、計画策定の基礎資料を得ることを目的としてアンケート調査を

実施しました。

①調査対象：あきる野市在住の身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持者

または自立支援医療の受給者・難病医療費等助成の受給者

②調査期間：令和元年12月22日～令和２年１月15日

③調査方法：郵送による配付・回収

④回収状況：

配付数 回収数 回収率

全体 1,200 件 516 件 43.0％

障害種別

身体障がい者 480件 269 件 56.0％

知的障がい者 106件 37 件 34.9％

精神障がい者 330件 97 件 29.4％

難病医療費等助成制度対象者 142件 40 件 28.2％

障がい児・難病医療費等助成制度対象児童 142件 47 件 33.1％

※障害種別不明が 26 件あるため、回収数の内訳の合計は全体と一致していません。
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第２章 障がい者等を取り巻く現状と課題

第１節 障がい者等を取り巻く現状

１ 障がい者等の状況

（１）障害者手帳所持者の状況

障害者手帳所持者数は、令和元年度末時点で3,858人となり、平成26年度末の3,488人と

比べ370人、率にして10.6％の増加となっています。手帳の種類別に推移をみると、精神障害

者保健福祉手帳所持者数が特に増加傾向となっています。

年齢構成別の障害者手帳所持者数の推移をみると、「75歳以上」と「18～29歳」で特に増加

傾向にあり、平成26年度末と比べると、「75歳以上」では210人、率にして21.3％の増加、

「18～29歳」では102人、率にして37.4％の増加となっています。

表 2-1 年齢構成別障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 3,488 3,556 3,612 3,661 3,694 3,858

0～5歳 27 27 25 22 29 34

6～9歳 60 57 52 50 56 57

10～17 歳 180 189 206 204 191 187

18～29 歳 273 295 309 308 339 375

30～39 歳 272 247 258 272 293 300

40～49 歳 388 405 420 447 434 429

50～64 歳 606 606 618 601 606 630

65～74 歳 698 690 662 666 626 652

75 歳以上 984 1,040 1,062 1,091 1,120 1,194

2,364 2,385 2,362 2,351 2,304 2,415

631 654 674 677 706 727
493 517 576 633 684 716

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

身体障害者手帳所持者 愛の手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者

（人）

3,488 3,556 3,612 3,661 3,694 3,858

図 2-1 障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市事務報告書

（単位：人）

資料：あきる野市調べ
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（２）身体障がい者の状況

身体障害者手帳所持者数の推移は、平成26年度以降増減を繰り返し、令和元年度末で2,415

人と平成26年度末の2,364人と比べ51人、率にして2.2％の微増となっています。年齢構成

別の身体障害者手帳所持者数の推移をみると、「75歳以上」が 1,153 人と最も多く、平成26

年度末と比べ197人、率にして20.6％の増加となっています。なお、本計画を策定するにあた

って実施したアンケート調査結果では、75歳以上の身体障がい者のうち、約半分の方が要介護認

定を受けており、要介護度では、要介護２及び３の方の割合が多くなっています。

表 2-2 年齢構成別身体障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市調べ

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 2,364 2,385 2,362 2,351 2,304 2,415

0～5歳 19 17 17 13 12 15

6～9歳 19 15 17 17 18 20

10～17 歳 45 50 50 51 48 47

18～29 歳 53 54 47 49 51 53

30～39 歳 87 74 77 73 74 72

40～49 歳 146 155 152 149 142 151

50～64 歳 412 395 379 358 344 352

65～74 歳 627 607 585 581 532 552

75 歳以上 956 1,018 1,038 1,060 1,083 1,153

（単位：人）
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19.6

20.0

22.4

8.7

8.0

10.3

8.7

22.2

4.0

8.6

8.7

22.2

12.0

5.2

3.3

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(人数=92)

40～64歳

(人数=9)

65～74歳

(人数=25)

75歳以上

(人数=58)

要支援（１または２） 要介護１

要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５

わからない 無回答

資料：あきる野市障がい福祉に係るアンケート調査 調査結果報告書（令和２年３月）

図 2-2 （参考）アンケート調査結果における身体障がい者の要介護認定・要介護度の傾向
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つぎに、障害区分ごとの身体障害者手帳所持者数の推移をみると、令和元年度末で「肢体不自

由」が1,214人と最も多く、次いで「内部障害」が826人、「聴覚言語等障害」が232人、「視

覚障害」が143人となっており、平成26年度末と比べると、「肢体不自由」が92人、率にし

て7.0%少なくなった一方で、「内部障害」は148人、率にして21.8％増加しています。

障害等級別の身体障害者手帳所持者数の推移をみると、「１級」が879人と最も多く、次いで

「４級」が579人、「２級」が364人となっており、平成26年度末と比べると「１級」が60

人、率にして7.3％の増加となっています。

140 143 145 139 124 143
240 242 239 229 200 232

1,306 1,291 1,253 1,230 1,210 1,214

678 709 725 753 770 826

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

視覚障害 聴覚言語等障害 肢体不自由 内部障害

（人）

2,364 2,385 2,362 2,351 2,304
2,415

図 2-3 障害区分別身体障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市事務報告書

819 849 853 854 809 879

373 379 374 371 346 364

357 348 339 333 333 349 

582 569 554 546 561
579

104 103 109 116 115 104
129 137 133 131 140 140

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

（人）

2,364 2,385 2,362 2,351 2,304
2,415

資料：あきる野市事務報告書

図 2-4 障害等級別身体障害者手帳所持者数の推移（各年度末）
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（３）知的障がい者の状況

愛の手帳（療育手帳）所持者数の推移は、令和元年度末で727人となり、平成26年度末の

631人と比べ96人、率にして15.2％の増加となっています。

年齢構成別の愛の手帳（療育手帳）の所持者数の推移をみると、令和元年度末で「18～29歳」

が225人と最も多く、平成26年度末の163人と比べ62人、率にして38.0％の増加となっ

ています。

また、障害程度別の愛の手帳（療育手帳）の所持者数の推移をみると、令和元年度末で「４度」

が372人と最も多く、平成26年度末の293人と比べ79人、率にして27.0％の増加となっ

ています。

表 2-3 年齢構成別愛の手帳（療育手帳）所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市調べ

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 631 654 674 677 706 727

0～5歳 8 10 8 8 16 19

6～9歳 39 41 34 31 34 33

10～17 歳 128 130 146 141 128 128

18～29 歳 163 174 184 187 206 225

30～39 歳 90 87 87 94 100 103

40～49 歳 104 103 106 103 106 96

50～64 歳 63 73 78 77 78 84

65～74 歳 24 24 20 25 24 25

75 歳以上 12 12 11 11 14 14

（単位：人）

22 22 23 25 24 24
145 146 150 148 154 157

171 175 171 166 176 174

293 311 330 338
352 372

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

１度 ２度 ３度 ４度

（人）

631 654 674 677 706 727

図 2-5 障害程度別愛の手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市事務報告書
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（４）精神障がい者の状況

① 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移は、令和元年度末で 716人となり、平成 26年度末

の493人と比べ223人、率にして45.2％の増加となっています。

年齢構成別の精神障害者保健福祉手帳の所持者数の推移をみると、概ね「40～49歳」と「50

～64歳」が多くなっていますが、平成26年度に対する令和元年度の増加率では、「18～29歳」

が70.2％と最も多くなっています。

また、障害等級別の精神障害者保健福祉手帳の所持者数では、すべての等級で概ね増加傾向に

あり、特に「２級」が 418人と、平成26年度末の267人と比べ151人、率にして56.6％

の増加となっています。

表 2-4 年齢構成別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市調べ

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 493 517 576 633 684 716

0～5歳 0 0 0 1 1 0

6～9歳 2 1 1 2 4 4

10～17 歳 7 9 10 12 15 12

18～29 歳 57 67 78 72 82 97

30～39 歳 95 86 94 105 119 125

40～49 歳 138 147 162 195 186 182

50～64 歳 131 138 161 166 184 194

65～74 歳 47 59 57 60 70 75

75 歳以上 16 10 13 20 23 27

（単位：人）

45 42 42 42 56 64

267 274 316 357
387 418

181 201
218

234
241

234
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200 

300 

400 

500 
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700 

800 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

１級 ２級 ３級

（人）

493
517

576
633

684 716

図 2-6 障害等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（各年度末）

資料：あきる野市事務報告書
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② 自立支援医療費制度（精神通院医療）受給者数の推移

自立支援医療費制度（精神通院医療）※の受給者数の推移は、令和元年度末で1,385人となり、

平成26年度末の1,067人と比べ318人、率にして29.8％の増加となっています。

表 2-5 自立支援医療費制度（精神通院医療）対象者（各年度末）

資料：あきる野市事務報告書

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数と自立支援医療費制度（精神通院医療）受給者数の状況

（重ね合わせ）

令和元年度末時点において、精神障害者保健福祉手帳と自立支援医療費制度（精神通院医療）

の両方を所持・受給している方は618人となっています。

資料：あきる野市調べ

（５）発達障がい者の状況

平成17年４月には、「発達障害者支援法」が施行され、発達障害の早期発見と支援に関する国

や都道府県、市町村の責務が明らかにされるとともに、学校教育や就労における支援等生活全般

にわたる支援の必要性が示されました。

また、平成22年 12月の「障害者自立支援法」の改正により、この法律に基づく支援の対象

者として発達障がい者が含まれることが明記されました。

平成28年には、10年ぶりに「発達障害者支援法」が改正され、発達障がい者の定義が「発達

障害があるものであって発達障害及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるも

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 1,067 1,132 1,186 1,254 1,316 1,385

※ 自立支援医療費制度（精神通院医療）：精神障害の適正な医療を普及するため、精神障がい者が

病院、薬局等において通院による精神障害の医療を受ける場合に、その医療に必要な費用の原則

90％を医療保険と公費で負担する制度

（単位：人）

精神障害者保健福祉手帳所持者

716 人

自立支援医療費制度受給者

1,385 人

精神障害者保健福祉手帳・

自立支援医療費制度 所持受給者

618 人

図 2-7 精神障害者保健福祉手帳所持者と自立支援医療費制度受給者の状況（令和元年度）
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の」と社会的障壁の条文が加わるとともに、家族、教育、雇用、医療等各関係者からの支援の必

要性が明記されました。

発達障がい者の状況については、平成24年に文部科学省が実施した「通常の学級に在籍する

発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」では、小中学校

の通常学級に在籍している児童・生徒のうち、発達障害の可能性があり、特別な教育的支援を必

要とする児童・生徒は、6.5％程度の割合で存在する可能性があると報告されています。

また、厚生労働省が平成29年に全国の病院及び診察所を利用した患者を対象に実施した「患

者調査」の結果では、診断やカウンセリングを受けるために医療機関を受診した発達障がい者は

23.3 万人で、平成26年度調査と比べて 3.8 万人の増加、平成23年度調査と比べて約２倍と

なっており、近年の発達障がい者数の増加に対応した支援体制の強化が必要となります。

（６）高次脳機能障がい者の状況

高次脳機能障害は、交通事故や脳血管疾患等で脳が損傷を受けた結果、言語や記憶等の機能の

一部に障害が生じた状態をいいます。

注意力や集中力の低下、比較的古い記憶は保たれているのに新しいことは覚えられない、感情

や行動の抑制が利かなくなる等の症状が現れ、周囲の状況に合った適切な行動が取れないなど、

生活に支障を来すことがあります。他の障害と比べると、外見上は障害が目立たないことや、本

人も自分の障害を十分に認識できていない場合があるため、正確な高次脳機能障がい者数を把握

するのは難しい状況にあります。

平成20年に東京都が実施した高次脳機能障がい者総数を把握するための調査では、高次脳機

能障がい者数は、東京都の人口の約0.4％、約５万人との結果があり、そこから、本市では８万

人の人口に対して、320人程度の高次脳機能障がい者がいることが想定されています。実際に市

が直接、相談等で支援を行っている方は、令和元年度末時点で約50人と平成29年度の約30

人と比べ、約20人増加してきてはいますが、今後も、必要な支援が行き届くように高次脳機能

障がい者の把握をしていく必要があります。

東京都では、高次脳機能障がい者への支援拠点機関及び支援コーディネーターを配置し、高次

脳機能障がい者への専門的な相談支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能

障害に関する研究等に取り組んでいます。また、自治体職員、福祉事業者等を対象に研修を行う

など、地域における高次脳機能障がい者支援の啓発と普及を図っています。

高次脳機能障がい者の支援拠点機関は、広域的には「東京都心身障害者福祉センター」が担い、

西多摩地区では日の出町の大久野病院が、都の委託を受け「西多摩高次脳機能障害支援センター」

として、医療・福祉・介護・就労等の関係機関と連携し、急性期から日常生活に至るまでの切れ

目のないリハビリテーションの提供体制の整備に取り組んでいます。
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（７）難病患者の状況

平成25年４月施行の「障害者総合支援法」では、障がい者の定義に新たに難病患者等が加え

られました。平成26年5月には「難病の患者に対する医療等に関する法律」が公布され、平成

27年1月1日から新たな難病医療費助成制度が開始しました。

当初、110疾病であった医療費助成の対象疾病（指定難病）は、同年7月1日に196疾病が

追加されたのち、平成29年 4月 1日に24疾病、平成30年４月１日に１疾病、令和元年７月

１日に２疾病が追加され、現在の指定難病は333疾病となっています。

また、東京都では、同法に基づく医療費助成のほかに、東京都規則による難病医療費助成を行

っており、現在は8疾病を都単独疾病として医療費助成の対象としています。

本市では、令和元年度、指定難病と東京都の単独疾病を合わせ、72疾病、602人が難病医療

費の助成を受けています。

資料：あきる野市事務報告書

図 2-8 難病医療費等助成対象者（マル都医療券所持者）数の推移（各年度末）
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（８）障害支援区分認定者の状況

障害福祉サービスのうち、居宅介護サービス等の介護給付に該当するサービス等を利用するた

めには、障害支援区分の認定が必要となります。障害支援区分は、障害の多様な特性その他の心

身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示すもので、区分１から区分６

までの６段階で表され、医師や福祉関係者の５人で組織する「介護給付費等支給審査会」におい

て判定し、市が認定を行います。

令和元年度末の認定者数は411人となっており、その内の約７割が知的障がい者（他の障害

を併せ持つ認定者を含む。）で284人となっています。平成28年度末の386人と比べると、

全体の認定者数は25人の増加となっています。

表 2-6 障害支援区分認定者数の状況（令和元年度末）

資料：あきる野市調べ

※障害支援区分は、支援の必要度を６段階の区分で示すもので、区分６のほうが必要度が高い方となります。

※精神には、自立支援医療費制度（精神通院医療）受給者を含みます。難病は、難病のみを理由とする認定者

（身体、知的、精神の障がいを併せ持つものは当該３障害に含む。）とします。

資料：あきる野市調べ

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計

総数 4 99 60 95 66 87 411

身体 0 8 12 16 11 14 61

知的 2 34 36 63 40 24 199

精神 2 49 4 2 2 0 59

身体＋知的 0 2 3 8 10 47 70

身体＋精神 0 0 1 0 2 1 4

知的＋精神 0 4 4 6 1 0 15

身体＋知的＋精神 0 0 0 0 0 0 0

難病 0 2 0 0 0 1 3

（単位：人）
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図 2-9 障害支援区分認定者数の状況（各年度末）
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２ 雇用の状況

（１）障がい者実雇用率の状況

全ての事業主は「障害者の雇用の促進等に関する法律」において、雇用する労働者に占める身

体障がい者・知的障がい者・精神障がい者（発達障がい者を含む。）の割合が法定雇用率以上とな

るよう義務付けられており、この法定雇用率は段階的に引き上げられ、平成30年度に2.20％と

なり、さらに令和３年以降は2.30％となります。

本市を含むハローワーク青梅管内の障がい者実雇用率は、令和元年度で1.97％と、平成26年

度以降、増加し続けているものの、障がい者実雇用率が比較的低い中小企業の比率が高いことも

あり、全国や東京都の雇用率及び法定雇用率には届いていない状況です。

表 2-7 障がい者実雇用率の推移（各６月１日）

資料：ハローワーク青梅

（２）企業の障がい者雇用の状況

ハローワーク青梅管内の企業の障がい者の雇用状況は概ね増加し続けており、令和元年度には

723.0人となっています。

表 2-8 雇用状況の推移（ハローワーク青梅管内 各６月１日）

資料：ハローワーク青梅

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

全国 1.82 1.88 1.92 1.97 2.05 2.11

東京都 1.77 1.81 1.84 1.88 1.94 2.00

青梅所管 1.70 1.77 1.88 1.82 1.79 1.97

法定雇用率 2.00 2.00 2.00 2.00 2.20 2.20

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総数 544.5 626.5 638.5 622.0 653.5 723.0

身体

障害

重度
常用 117 127 132 116 115 120

短時間 14 24 14 146 162 170

軽度
常用 149 163 153 21 29 28

短時間 14 25 25 12 17 19

知的

障害

重度
常用 19 23 28 28 29 32

短時間 4 2 3 100 90 104

軽度
常用 65 79 80 22 19 30

短時間 4 14 17 6 3 4

精神

障害

常用 25 30 42 45 53 73

短時間（うち

特例該当者）
13 18 11 7 21(12) 27(13)

（単位：％）

（単位：人）

※重度障がい者（身体・知的）は 2 人とし、その他は 1人として計算する。また、短時間労働者は

0.5 人とするが、精神障がい者のうち特例該当者は 1人として計算する。

※１週間の所定労働時間が、20 時間以上 30 時間未満は短時間労働者となる。

※特例該当者とは、平成 27 年 6月 2 日以降に採用された方か、平成 27 年 6 月 2 日より前に採用さ

れ、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した方をいう。
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（３）本市の障がい者雇用の状況

本市の障がい者の雇用状況は、令和元年度時点において、対象職員数607.5人に対して、障が

い者数14.5 人となっており、障がい者雇用率は2.39％となっています。なお、国及び地方公共

団体の法定雇用率は、平成30年度に2.50％に引き上げられたため、令和元年度時点では、法定

雇用率を下回る状況となっていますが、令和3年度には上回る見込みとなっています。

表 2-9 障がい者雇用状況（各６月１日）

資料：あきる野市調べ

（４）東京都立あきる野学園高等部卒業生の進路の状況

東京都立あきる野学園（肢体不自由教育部門・知的障害部門）高等部の卒業生の進路では、令

和元年度の卒業生38人のうち、約４割が福祉サービス（生活介護・就労継続支援・就労移行支

援等）の利用、または一般企業（企業労働）に就職しており、その他の卒業生は、進学や在宅とな

っています。なお、福祉サービスの利用では、過去６年間を平均すると、約５割が就労継続支援

B型、約３割が生活介護、約１割が就労移行支援の利用となっています。

高等部では１年次から１日体験等の就業体験を行い、自己の適性や自分に合った進路先を考え

ます。その後、複数日体験する現場実習で、希望を絞り込みながら進路選択をしていきます。

表 2-10 卒業後の進路状況

資料：東京都立あきる野学園

職員数 対象職員数 障がい者数 障がい者雇用率 法定雇用率

平成 29年度
正規 431 人

541 人 13人 2.40％ 2.30％
非正規 673 人

令和元年度
正規 438 人

607.5 人 14.5 人 2.39％ 2.50％
非正規 748 人

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度

総数 34 36 46 38 44 38

企業労働 12 10 19 16 14 16

生活介護 5 8 11 6 7 6

就労継続支援Ａ型 0 0 2 0 0 0

就労継続支援Ｂ型 11 12 11 12 17 7

就労移行支援 2 4 3 1 2 3

地域生活支援事業 1 0 0 1 0 0

進学 0 0 0 0 0 3

在宅 0 2 0 2 3 3

その他 3 0 0 0 1 0

（単位：人）
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３ 特別支援学級の学級数及び児童・生徒の状況

本市の公立小・中学校には、特別支援学級として知的障がいや情緒障がいのある児童・生徒の

ための「固定学級」と、言語障がいや情緒障がいのある児童・生徒が指導を受ける「特別支援教

室及び通級指導学級」があり、平成29年度からは全ての小学校に「特別支援教室」が設置され

ています。

在籍校に通級指導学級が設置されていない学校の児童・生徒は、保護者とともに週８時間以内

で通級指導学級の設置されている学校に通って指導を受けていました。「特別支援教室」では、児

童は2つの学校に通う必要がなくなり、毎日通っている学校で、特別支援教室の指導を受けるこ

とができ、移動等の負担の軽減や在籍校教員との連携が図られています。

中学校については、令和元年度には、市内全ての中学校に特別支援教室を設置しています。

特別支援学級の学級数及び児童・生徒数について、令和元年度は総数が413人となり、平成

26年度の231人に比べて182人、率にして78.8％の増加となっています。

資料：あきる野市事務報告書

表 2-11 学級数及び児童・生徒数の推移（各５月１日）

資料：あきる野市事務報告書

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

総計
学級数 31 31 24 24 28 24

児童等数 231 237 259 312 389 413

固定学級
学級数 19 18 18 18 20 22

児童等数 125 121 124 119 138 155

通級指導学級
学級数 12 13 6 6 8 2

児童等数 106 116 108 49 73 21

特別支援教室 児童等数 27 144 178 237

125 121 124 119 138 155

106 116 108
49

73 21

27 144

178 237

0

100

200

300

400

500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

固定学級 児童・生徒数 通級指導学級 児童・生徒数 特別支援教室 児童・生徒数

（人）

312

389 413

231 237
259

図 2-10 児童・生徒数の推移（各５月 1 日）

（単位：人）
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表 2-12 形態別学級数・児童数の推移（各５月１日）

形

態
学校 種別 数

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

固

定

学

級

東秋留小学校 知的障害
学級数 2 2 2 3 3 3

児童数 10 12 12 17 23 23

草花小学校 知的障害
学級数 2 2 2 3 4 4

児童数 16 12 12 17 28 25

一の谷小学校 知的障害
学級数 2 2 2 3 3 3

児童数 13 15 15 19 19 21

五日市小学校 知的障害
学級数 2 2 3 4 4 4

児童数 14 15 24 27 29 32

東中学校 知的障害
学級数 3 4 4 3 3 4

生徒数 20 28 31 24 20 25

西中学校
自閉症・

情緒障害

学級数 3 2 3 1 2 2

生徒数 17 10 17 7 12 16

五日市中学校 知的障害
学級数 5 4 2 1 1 2

生徒数 35 29 13 8 7 13

通

級

指

導

学

級

西秋留小学校 情緒障害等
学級数 1 2

児童数 6 12

屋城小学校 情緒障害等
学級数 3 3 -

児童数 24 28 20

前田小学校 言語障害
学級数 2 2 2 2 2 2

児童数 28 28 26 21 22 21

増戸小学校 情緒障害等
学級数 4 4 -

児童数 37 36 39

秋多中学校 情緒障害等
学級数 1 1 2 2 3

生徒数 7 9 12 14 30

増戸中学校 情緒障害等
学級数 1 1 2 2 3

生徒数 4 3 11 14 21

特

別

支

援

教

室

東秋留小学校

情緒障害等

児童数 9 14 21

多西小学校 児童数 6 25 29 25

西秋留小学校 児童数 7 13 12 10

屋城小学校 児童数 12 18 10

南秋留小学校 児童数 5 10 14 15

草花小学校 児童数 7 14 22 25

一の谷小学校 児童数 2 3 3 3

前田小学校 児童数 8 16 19

増戸小学校 児童数 37 41 39

五日市小学校 児童数 13 9 13

秋多中学校 生徒数 28

東中学校 生徒数 3

西中学校 生徒数 1

御堂中学校 生徒数 3

増戸中学校 生徒数 17

五日市中学校 生徒数 5

資料：あきる野市事務報告書

（単位：人）
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第２節 アンケート調査結果の概要

本節では、本計画を策定するにあたり、令和元年度に実施したアンケート調査結果の中から、

障がい者の地域生活を取り巻く状況や、障がい者福祉施策に関する各種ニーズ等について整理し

ます。

１ 障害や障がい者に対する理解に関すること

障害や障がい者を取り巻く法律や各種制度の認知度について、障害者差別解消法については、

「知らない」もしくは「聞いたことはあるが、内容は分からない」と回答された方は全体の約７

割となっており、成年後見制度について、「聞いたことがない」もしくは「聞いたことはあるが、

よく知らない」と回答された方は全体の約３割となっています。また、ヘルプカードについて、

「知らない」と回答された方は全体の約５割であり、「知っているが、利用していない」と回答さ

れた方の割合を合わせると、全体の約8割の方が利用していない状況です。

◆ 障害者差別解消法の認知

◆ 成年後見制度の利用有無

◆ ヘルプカードの利用

17.1 22.5 49.2 11.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年調査(人数=516)

知っている 聞いたことはあるが、内容は分からない 知らない 無回答

1.0 

0.0 

9.3 

0.8 

18.8 

11.6 

40.3 

2.9 

15.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

利用している

援助者の選任の申し立て中である

今は利用していないが将来は利用したい

利用したいが費用面で負担がかかる

制度について聞いたことはあるがよく知らない

制度について聞いたことがない

利用する気はない、利用する必要がない

その他

無回答 令和元年調査(人数=516)

9.9 33.9 48.6

0.6

7.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年調査(人数=516)

知っており、日頃から持参している 知っているが、利用していない

知らない その他

無回答
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２ 障がい者の地域生活に関すること

（１）日常生活の困りごと・相談先等

日常生活における困りごとでは、「将来に対する不安」や「健康状態の不安」、「経済的な不安」、

「災害時や緊急時の不安」等が多くなっており、就労や周囲の理解、住まいに対する不安は、比

較的低い割合となっています。

◆ 日常生活における困りごと

また、相談相手の有無では、「いる」と回答された方の割合は、全体では約８割となっています

が、精神障がい者では約７割にとどまっています。

◆ 相談相手の有無

42.8 

16.5 

32.2 

19.5 

34.7 

7.6 

19.9 

37.3 

41.9 

19.5 

16.1 

23.3 

10.6 

40.3 

58.1 

8.9 

6.4 

0.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

健康状態に不安がある

着替えや食事などが十分にできない

家事などが十分にできない

介助者の負担が大きい

外出に支障がある

住まいに支障がある

就労について困っている

緊急時の対応に不安がある

災害時の避難に不安がある

人間関係に支障がある

障害や病気に対する周囲の理解がない

役所などの手続きが難しい

近くに、病気や障害を理解した上で診てもらえる診療所がない

経済的に不安がある

将来に不安を感じている

日中することがない 

その他

無回答 令和元年調査(人数=236)

83.1

84.9

82.4

71.2

92.9

95.8

12.7

10.9

11.8

25.0

4.2

4.2

4.2

5.9

3.8

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(人数=236)

身体障がい者(人数=119)

知的障がい者(人数=17)

精神障がい者(人数=52)

難病医療費等助成制度対象者(人数=14)

障がい児・難病医療費等助成制度対象児童(人数=24)

いる いない 無回答
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（２）現在利用しているサービス・今後利用したいサービス

障害種別ごとに現在利用しているサービスと今後利用したいサービスについてみると、身体障

がい者では、「日常生活を支援する用具や補装具の費用の給付」が最も利用されているのに対し、

今後利用したいサービスでは、「外出時の付き添いや支援」の割合が多くなっています。同様に、

知的障がい者や精神障がい者などの状況をみると、知的障がい者では、「外出時の付き添いや支援」

が最も多く利用されているのに対し、今後利用したいサービスでは、「グループホーム等での共同

生活」、「施設に短期入所するサービス」の割合が多く、精神障がい者では、「通所による就労知識

や能力向上のために必要な訓練を行うサービス」が最も多く利用されているのに対し、今後利用

したいサービスでは、「生活自立のための訓練や支援」の割合が多くなっています。さらに、難病

医療費等助成制度対象者では、「通所による創作的活動等の取組や身体機能向上の訓練等を行うサ

ービス」及び「日常生活を支援する用具や補装具の費用の給付」が多く利用されているのに対し、

今後利用したいサービスでは、「外出時の付き添いや支援」の割合が多く、障がい児・難病医療費

等助成制度対象児童では、「外出時の付き添いや支援」が多く利用されているのに対し、今後利用

したいサービスでは、「生活自立のための訓練や支援」の割合が多くなっています。

◆ 現在利用しているサービスと今後利用したいサービス

(単位：％)

全
体
（
人
）

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
な
ど
に
よ
る
介
護
や
日

常
生
活
へ
の
支
援

外
出
時
の
付
き
添
い
や
支
援

施
設
に
短
期
入
所
す
る
サ
ー
ビ
ス

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
で
の
共
同
生
活

通
所
に
よ
る
就
労
知
識
や
能
力
向
上
の
た

め
に
必
要
な
訓
練
を
行
う
サ
ー
ビ
ス

通
所
に
よ
る
創
作
的
活
動
等
の
取
組
や
身

体
機
能
向
上
の
訓
練
等
を
行
う
サ
ー
ビ
ス

生
活
自
立
の
た
め
の
訓
練
や
支
援

福
祉
施
設
や
病
院
へ
の
入
所
支
援

日
中
活
動
の
場
の
提
供
や
レ
ス
パ
イ
ト
の

た
め
の
一
時
的
な
預
か
り
の
支
援

日
常
生
活
を
支
援
す
る
用
具
や
補
装
具
の

費
用
の
給
付

手
話
通
訳
者
等
の
派
遣

そ
の
他

利
用
し
て
い
な
い
・
利
用
し
た
い
も
の
は
な

い無
回
答

身体障がい者 269
9.3 5.9 4.5 1.9 1.9 8.2 3.7 1.5 1.1 9.7 0.7 0.0 8.6 65.8

17.1 21.2 13.0 8.6 6.3 9.7 8.6 14.5 7.8 16.4 1.5 1.5 6.7 54.6

知的障がい者 37
10.8 32.4 18.9 8.1 10.8 10.8 5.4 2.7 0.0 0.0 0.0 2.7 8.1 45.9

10.8 16.2 18.9 32.4 16.2 8.1 10.8 8.1 10.8 5.4 2.7 2.7 13.5 35.1

精神障がい者 97
5.2 2.1 3.1 2.1 6.2 3.1 3.1 3.1 0.0 1.0 1.0 2.1 19.6 63.9

15.5 17.5 15.5 16.5 17.5 13.4 19.6 12.4 7.2 10.3 4.1 3.1 18.6 47.4

難病医療費等

助成制度対象者
40

5.0 0.0 2.5 2.5 2.5 7.5 0.0 0.0 0.0 7.5 0.0 2.5 17.5 65.0

15.0 25.0 15.0 7.5 0.0 2.5 10.0 17.5 7.5 10.0 0.0 2.5 7.5 60.0

障がい児・難病

医療費等助成

制度対象児童

47
2.1 21.3 12.8 2.1 0.0 2.1 2.1 0.0 4.3 14.9 0.0 0.0 21.3 34.0

12.8 31.9 25.5 25.5 42.6 31.9 44.7 6.4 27.7 23.4 6.4 2.1 14.9 23.4

※上段：現在利用しているサービス 下段：今後利用したいサービス
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（３）将来の暮らしの希望

将来の暮らしの希望についてみると、「家族と一緒に暮らしたい」を除き、精神障がい者では「独

立して、一人暮らしがしたい」の割合が30.9%と多く、知的障がい者と障がい児・難病医療費等

助成制度対象児童では「グループホームで暮らしたい」の割合が、それぞれ16.2％、17.0％と

多くなっています。

◆ 将来の暮らしの希望

（４）今後充実してほしい障害福祉

今後充実してほしい障害福祉では、「各種相談・情報提供の充実」の割合が40.5％と最も多く、

次いで、「障がい者への理解と協力」の割合が32.6％、「介助、援助体制の充実」の割合が28.3％

となっています。

◆ 今後充実してほしい障害福祉

40.5 

28.3 

14.0 

12.0 

22.9 

25.4 

14.1 

10.9 

32.6 

22.7 

13.0 

4.8 

15.5 

15.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

各種相談・情報提供の充実

介助、援助体制の充実

グループホームなどの住宅施策の推進

作業所など日中活動の場の拡充

一般就労の援助、就労の場の確保

災害時や非常時の支援体制の整備

障がい児教育の充実

文化、スポーツなどの活動への支援

障がい者への理解と協力

障がい者などに配慮したバリアフリーの推進

ボランティアなどの充実

その他

特にない

無回答 令和元年調査(人数=516)

13.2

7.4

13.5

30.9

5.0

17.0

54.1

55.0

43.2

49.5

65.0

55.3

4.8

2.6

16.2

3.1

2.5

17.0

5.4

7.4

5.4

2.1

7.5

7.9

7.4

10.8

10.3

5.0

8.5

14.5

20.1

10.8

4.1

15.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(人数=516)

身体障がい者(人数=269)

知的障がい者(人数=37)

精神障がい者(人数=97)

難病医療費等助成

制度対象者(人数=40)

障がい児・難病医療費等

助成制度対象児童(人数=47)

独立して、一人暮らしがしたい 家族と一緒に暮らしたい

グループホームで暮らしたい 入所施設で暮らしたい

その他 無回答
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（５）介助者・支援者の困りごと

介助者・支援者の困りごとでは、「特にない」を除き、「身体的・精神的な負担が大きい」の割合

が13.8%と多く、次いで「他に介助を代わることのできる人がいない」の割合が11.2%となっ

ています。

◆ 介助者・支援者の困っていること

３ 保健・医療に関すること

日常的に診療や相談を受けられる医師の有無では、「いない」の割合が11.4％であり、「市内ま

たは市外にいる」の割合が全体で80.8％となっています。

障害種別でみると、知的障がい者で「いない」の割合が18.9％と多くなっているほか、「市内

にいる」の割合では、精神障がい者が35.1％と、他と比べて低くなっています。

また、健康管理や医療について困ったり不便に思うことでは、「特にない」を除き、「通院する

のが大変」の割合が24.6％と多く、障害種別では、身体障がい者、精神障がい者、難病医療費等

助成制度対象者において、いずれも「通院するのが大変」の割合が多いのに対し、知的障がい者

及び障がい児・難病医療費等助成制度対象児童では、「障害のために症状が正確に伝えられない」

の割合が多くなっています。

1.4 

5.0 

5.6 

11.2 

8.5 

10.9 

5.0 

13.8 

7.9 

4.3 

25.8 

42.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

介助の仕方が分からない

利用できる福祉サービスが分からない

悩みなどを話し合える仲間や相談先がない

他に介助を代わることのできる人がいない

経済的負担が大きい

自分の時間がもてない

福祉サービスを利用させたいが、希望するサービスが確保しにくい

身体的・精神的な負担が大きい

仕事（求職を含む）との両立が難しい

その他

特にない

無回答
令和元年調査

(人数=516)
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◆ 日常的に診療や相談などを受けられる医師

◆ 健康管理や医療について困ったり不便に思うこと

(単位：％)

全
体
（
人
）

近
所
に
受
診
で
き
る
医
療
機
関
が
な
い

救
急
時
に
対
応
で
き
る
医
療
機
関
が
な
い

通
院
す
る
の
が
大
変

訪
問
診
療
を
依
頼
で
き
る
医
療
機
関
が
な
い

障
害
の
た
め
に
症
状
が
正
確
に
伝
え
ら
れ
な
い

受
診
の
手
続
き
や
案
内
な
ど
が
障
害
へ
の
配
慮
に
欠
け
て
い
る

障
害
を
理
由
に
診
察
を
断
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る

通
院
時
に
付
き
添
っ
て
く
れ
る
人
が
い
な
い

医
療
費
の
負
担
が
大
き
い

入
院
の
際
に
付
き
添
い
や
個
室
の
利
用
を
強
い
ら
れ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体 516 10.7 8.1 24.6 1.7 10.5 5.4 1.7 5.0 11.6 1.7 5.6 43.8 10.5

身体障がい者 269 7.8 5.6 25.7 0.7 5.6 3.0 1.5 4.8 11.2 1.9 4.5 47.2 10.0

知的障がい者 37 10.8 13.5 13.5 5.4 32.4 13.5 5.4 2.7 13.5 0.0 2.7 27.0 24.3

精神障がい者 97 15.5 10.3 25.8 2.1 12.4 7.2 2.1 4.1 11.3 2.1 8.2 41.2 8.2

難病医療費等

助成制度対象者
40 20.0 10.0 27.5 0.0 5.0 2.5 0.0 7.5 15.0 0.0 7.5 55.0 5.0

障がい児・難病

医療費等助成

制度対象児童

47 12.8 12.8 23.4 2.1 25.5 14.9 2.1 6.4 6.4 4.3 10.6 38.3 4.3

47.1

49.8

54.1

35.1

45.0

57.4

33.7

28.6

16.2

51.5

35.0

36.2

11.4

13.0

18.9

9.3

10.0

4.3

3.1

3.7

5.4

2.1

5.0

4.7

4.8

5.4

2.1

5.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(人数=516)

身体障がい者(人数=269)

知的障がい者(人数=37)

精神障がい者(人数=97)

難病医療費等助成

制度対象者(人数=40)

障がい児・難病医療費等

助成制度対象児童(人数=47)

市内にいる 市外にいる いない 必要としていない 無回答
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４ 障がい児に関すること

障がい児の現在の放課後や休日の過ごし方については、「障害児通所支援（放課後等デイサービ

ス・児童発達支援等）」と「自宅で家族と過ごす」の割合が63.4％と最も多くなっています。ま

た、今後利用を希望するサービスでは、現在の過ごし方と同様に、「障害児通所支援（放課後等デ

イサービス・児童発達支援等）」の割合が31.7％と最も多くなっていますが、その他では「移動

支援」や「あきる野市内施設のショートステイ」を希望している方の割合が多くなっています。

また、卒園・卒業後の進路希望では、「特別支援学校に進学したい」の割合が26.8％と最も多

くなっていますが、その他では、「小学校・中学校（特別支援学級）に進学したい」、「企業などで

社員として働きたい」、「就労継続・就労移行支援を利用してみたい」の割合が多くなっています。

◆ 放課後や休日の過ごし方・現在の利用、今後の利用希望

63.4

0.0

14.6

7.3

4.9

4.9

9.8

12.2

7.3

63.4

4.9

2.4

31.7

7.3

19.5

19.5

9.8

12.2

9.8

7.3

12.2

4.9

12.2

26.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害児通所支援（放課後等デイ

サービス・児童発達支援など）

日中一時支援

移動支援

あきる野市内施設のショートステイ

市外施設のショートステイ

学童クラブ

障がい者団体の活動

民間の塾や習い事

サークル活動やクラブ活動

自宅で家族と過ごす

その他

利用したいものはない

無回答

現在の利用サービス(人数=41)

今後の利用希望サービス(人数=41)

障害児通所支援(放課後等デイサー

ビス・児童発達支援等)

（選択肢なし）

（選択肢なし）
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◆ 卒園・卒業後の進路希望

５ 障がい者等の安全・安心に関すること

（１）外出に関すること

外出の際に困ることでは、「特にない」を除き、「電車やバスなどの交通機関の利用が不便」の

割合が30.7％と最も多くなっており、移動や外出の際の移動支援サービスの利用意向では、現在

「利用していないが、今後は利用したい」の割合が26.6％となっています。

◆ 外出の際に困ること

17.1

0.0

4.9

7.3

26.8

0.0

9.8

12.2

2.4

14.6

4.9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

小学校・中学校（特別支援学級）に進学したい

小学校・中学校（通常学級）に進学したい

高等学校に進学したい

大学、短期大学に進学したい

特別支援学校に進学したい

専門学校などに進学したい

就労継続・就労移行支援を利用してみたい

企業などで社員として働きたい

その他

分からない

無回答

障がい児・難病医療費等助成制度対象児童(人数=41)

30.7 

10.4 

10.6 

5.4 

10.0 

10.2 

5.8 

6.7 

36.4 

11.7 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

電車やバスなどの交通機関の利用が不便

自家用車を利用するのに駐車場が不便

歩道に問題が多い（狭い、誘導ブロックの不備等）

建物の設備が利用しにくい（階段、案内表示等）

休憩できる場所が少ない（公園や歩道のベンチ等）

外出にお金がかかりすぎる

介助者がいない

その他

特にない

無回答 令和元年調査(人数=462)
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◆ 移動や外出に関わる移動支援サービスの利用

（２）災害時の困りごと

災害時の困りごとについて、全体及び身体障がい者では「できるだけ自宅で避難していたいが

水や食料が入手できるか不安がある」の割合が最も多く、知的障がい者及び障がい児・難病医療

費等助成制度対象児童では、「避難所でほかの人と一緒に過ごすことに不安がある」、精神障がい

者及び難病医療費等助成制度対象者では、「薬や必要な医療的ケアが受けられるかどうか不安があ

る」の割合が最も多くなっています。

◆ 災害時に困ること

(単位:％)

全
体
（
人
）

災
害
の
発
生
を
知
る
方
法
が
な
い

助
け
を
求
め
る
方
法
が
な
い

近
く
に
助
け
て
く
れ
る
人
が
い
な
い

医
療
機
器
（
人
工
呼
吸
器
や
吸
引
器
）
な
ど
が
作

動
す
る
か
不
安
が
あ
る

薬
や
必
要
な
医
療
的
ケ
ア
が
受
け
ら
れ
る
か
ど

う
か
不
安
が
あ
る

で
き
る
だ
け
自
宅
で
避
難
し
て
い
た
い
が
一
人

で
は
不
安
が
あ
る

で
き
る
だ
け
自
宅
で
避
難
し
て
い
た
い
が
災
害

情
報
が
入
手
で
き
る
か
不
安
が
あ
る

で
き
る
だ
け
自
宅
で
避
難
し
て
い
た
い
が
水
や

食
料
が
入
手
で
き
る
か
不
安
が
あ
る

避
難
所
に
避
難
し
た
い
が
一
人
で
は
避
難
で
き

な
い

避
難
所
の
設
備
や
、
必
要
な
支
援
が
受
け
ら
れ

る
か
不
安
が
あ
る

避
難
所
で
ほ
か
の
人
と
一
緒
に
過
ご
す
こ
と
に

不
安
が
あ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体 516 8.5 11.2 8.7 5.0 35.5 16.5 24.4 39.1 15.3 23.8 31.6 7.6 20.5 6.2

身体障がい者 269 7.4 8.9 6.7 6.7 33.5 14.9 21.9 36.4 14.9 21.9 24.5 6.7 19.7 8.9

知的障がい者 37 13.5 10.8 21.6 2.7 24.3 27.0 24.3 40.5 27.0 27.0 48.6 0.0 24.3 5.4

精神障がい者 97 9.3 12.4 10.3 1.0 46.4 18.6 27.8 44.3 9.3 27.8 40.2 12.4 20.6 1.0

難病医療費等助

成制度対象者
40 5.0 5.0 7.5 5.0 45.0 12.5 17.5 30.0 12.5 15.0 27.5 10.0 27.5 5.0

障がい児・難病

医療費等助成

制度対象児童

47 10.6 25.5 12.8 8.5 29.8 23.4 34.0 48.9 23.4 36.2 53.2 6.4 14.9 0.0

4.3 

1.9 

4.7 

35.5 

3.3 

26.6 

10.9 

13.0 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

毎週、利用している

月に４、５回程度、利用している

月に１、２回程度、利用している

利用しておらず、今後も利用する意向がない

利用する事業者がおらず、利用できていない

利用していないが、今後は利用したい

その他

無回答 令和元年調査(人数=516)
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６ 就労・社会参加に関すること

（１）就労に関すること

現在の就労状況についてみると、就労していない方が約５割である一方、就労している方は約

３割となっており、就労している方の仕事をする上での不満や不安では、「収入が少ない」の割合

が多くなっています。また、働いていない方の就労希望をみると、全体の約４割の方が「働きた

いと思わない」と回答している一方、同４割の方が、何らかの形で「働きたい」と回答しており、

障害種別では、精神障がい者の就労意欲が高くなっています。

なお、現在、働いている、働いていないに関わらず、働く際にあるとよいと思う就労支援では、

「障がい者に対する事業主や職場の仲間の理解があること」や「生活できる収入がもらえること」

の割合が多くなっています。

◆ 就労状況

◆ 仕事をする上での不満や不安

11.0 11.6 

2.5 

4.4 

3.9 

51.2 15.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和元年調査(人数=363)

一般就労（会社員、団体職員など）で働いている
一般就労（パート、アルバイト、契約社員、派遣社員など）で働いている

自営業をしている

日中活動（就労継続・就労移行支援など）を利用している

その他

働いていない

無回答

5.8 

14.0 

8.3 

13.2 

18.2 

38.8 

8.3 

11.6 

13.2 

13.2 

12.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

職場の設備（トイレなど）に不備がある

通勤するのが大変である

技能や能力が生かせない

人間関係がうまくいかない

職場や仕事に将来性がない

収入が少ない

健康保険・厚生年金などがない

就労時間や仕事内容の負担が大きい

その他

分からない

無回答 令和元年調査(人数=121)
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◆ 就労希望状況

◆ 働く際にあるとよい就労支援

(単位:％)

全
体
（
人
）

会
社
員
、
団
体
職
員
な
ど
と
し

て
働
い
て
み
た
い

パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
、
契
約

社
員
、
派
遣
社
員
な
ど
と
し
て

働
い
て
み
た
い

自
営
業
を
し
て
み
た
い

就
労
継
続
・
就
労
移
行
支
援
を

利
用
し
て
み
た
い

働
き
た
い
と
は
思
わ
な
い

そ
の
他

分
か
ら
な
い

無
回
答

全体 186 9.1 19.4 4.3 5.9 38.2 14.0 20.4 9.1

身体障がい者 109 4.6 10.1 0.9 2.8 45.0 17.4 16.5 11.9

知的障がい者 7 14.3 14.3 0.0 0.0 14.3 0.0 42.9 14.3

精神障がい者 40 25.0 47.5 15.0 20.0 20.0 7.5 25.0 0.0

難病医療費等

助成制度対象者 15 0.0 20.0 0.0 0.0 53.3 13.3 13.3 13.3

障がい児・難病医療費等

助成制度対象児童
5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 80.0 0.0

27.7 

29.7 

23.6 

34.9 

35.7 

19.4 

24.6 

22.1 

19.6 

12.4 

4.5 

14.5 

14.1 

16.9 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

障がい者に配慮した職場の施設・設備が整っていること

労働条件（短時間労働等）が整っていること

企業などが積極的に障がい者を雇うこと

生活できる収入がもらえること

障がい者に対する事業主や職場の仲間の理解があること

仕事をするための訓練・研修の機会が充実していること

通勤（交通）手段が確保されていること

働く場の紹介（あっせん）や相談が充実していること

健康管理が充実していること

公営住宅やグループホーム等の住居が整備されていること

その他

特に必要なことはない

分からない

無回答 令和元年調査(人数=516)
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（２）社会参加に関すること

趣味や地域の活動への参加状況をみると、全体では６割半ばの方が「参加していない」と回答

しており、障害種別でみると、精神障がい者及び障がい児・難病医療費等助成制度対象児童にお

いて「参加していない」の割合が多くなっています。また、趣味や地域の活動に参加していない

理由を尋ねると、全体及び身体障がい者では「健康状態、障害の状況のため参加できない」の割

合が多くなっているほか、知的障がい者では、「参加したい活動がない」、精神障がい者及び障が

い児・難病医療費等助成制度対象児童では、「どのような活動があるのか分からない」の割合など

が多くなっています。

◆ 趣味や地域の活動への参加状況

◆ 趣味や地域の活動に参加していない理由

(単位:％)

全
体
（
人
）

参
加
し
た
い
活
動
が
な
い

介
助
者
が
い
な
い

参
加
の
仕
方
が
分
か
ら
な

い経
済
的
に
余
裕
が
な
い

参
加
す
る
き
っ
か
け
が
な

い新
し
い
場
所
に
行
く
の
が

不
安

一
人
で
は
参
加
し
に
く
い

健
康
状
態
、
障
害
の
状
況
の

た
め
参
加
で
き
な
い

ど
の
よ
う
な
活
動
が
あ
る

の
か
分
か
ら
な
い

仕
事
や
家
事
、
育
児
が
忙
し

く
時
間
が
な
い

年
齢
的
に
参
加
す
る
の
が

難
し
い

そ
の
他

無
回
答

全体 349 21.5 6.9 10.6 15.8 19.5 14.9 23.8 36.7 20.9 9.7 18.3 10.3 3.4

身体障がい者 178 17.4 7.9 7.9 10.7 13.5 7.9 23.0 44.9 12.9 6.2 23.0 9.6 5.1

知的障がい者 25 36.0 16.0 20.0 20.0 28.0 24.0 28.0 16.0 24.0 20.0 8.0 12.0 0.0

精神障がい者 76 26.3 2.6 18.4 31.6 30.3 22.4 26.3 31.6 35.5 18.4 7.9 7.9 2.6

難病医療費等

助成制度対象者
21 14.3 9.5 9.5 9.5 9.5 4.8 19.0 23.8 19.0 14.3 14.3 28.6 4.8

障がい児・難病

医療費等助成

制度対象児童

35 28.6 5.7 5.7 5.7 28.6 34.3 25.7 25.7 34.3 2.9 22.9 8.6 0.0

26.2

25.7

27.0

19.6

40.0

23.4

67.6

66.2

67.6

78.4

52.5

74.5

6.2

8.2

5.4

2.1

7.5

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(人数=516)

身体障がい者(人数=269)

知的障がい者(人数=37)

精神障がい者(人数=97)

難病医療費等助成

制度対象者(人数=40)

障がい児・難病医療費等

助成制度対象児童(人数=47)

参加している 参加していない 無回答
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第３節 現状を踏まえた課題

１ 障害や障がい者に対する理解の促進等に関する課題

障害のあるなしにかかわらず、誰もが安心して暮らせる地域社会を形成するためには、あらゆ

る場面で、障害を理由とする差別がなくなることや、障がい者本人が自らの生活のあり方を選択

し、行動できる環境が整うことが重要です。

本市では、市民に対して、障害者差別解消法の周知・啓発をはじめ、イベントや広報、ホーム

ページなど、様々な場面・媒体を通じて、障害や障がい者に関する周知・啓発を進めてきました。

しかしながら、令和元年度のアンケート調査結果では、「障害者差別解消法の認知度」につい

て、「知らない」もしくは「聞いたことはあるが、内容は分からない」の割合が約７割にのぼり、

また、障がい者等が自らの意思を示すための「ヘルプカードの認知度」について、「知らない」

の割合が約５割にのぼっています。

こうしたことから、引き続き、様々な場面や媒体を通じて、市民一人一人に対して、障害や

障がい者に関する周知・啓発を進めるなど、誰もが安心して暮らせる地域社会の形成に向けた

取組を推進していくことが必要です。

また、障がい者が安心して暮らす権利を侵害されないよう、障がい者等の虐待防止や権利擁

護など、障がい者の権利を守る取組を進めることも必要です。

特に、令和元年度のアンケート調査結果では、「成年後見制度の利用有無」について、「利用

したい（「今は利用していないが将来は利用したい」、「利用したいが費用面で負担がかかる」と

回答された方の合計）」の割合が約１割であるのに対し、「制度について聞いたことはあるがよ

く知らない」または「制度について聞いたことがない」の割合が約３割となっており、引き続

き、成年後見制度の周知・啓発に向けた取組を進める必要があります。

２ 障がい者の自立生活・意思決定支援の促進に関する課題

障がい者が自らの意思で選択し、社会に参加し、生きがいを持って地域で自立した生活を送る

ためには、必要な意思決定支援が図られるとともに、障がい者が自らの決定に基づき、地域社会

で必要なサービスを受けられる体制を整備することが必要です。

本市では、障がい者の自立生活・意思決定支援として、各種相談支援体制の充実や地域福祉ネ

ットワークの強化、サービス提供体制の充実に関して取り組んできました。

令和元年度のアンケート調査結果では、今後、充実してほしい障害福祉として、「各種相談・情

報提供の充実」の割合が約４割と最も多く、また、相談相手の有無では、精神障がい者の４人に

１人が「いない」と回答しています。
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また、現在のサービス利用は少ないものの、今後利用したいと思うサービスでは、「外出時の付

き添いや支援」、「グループホーム等での共同生活」、「生活自立のための訓練や支援」といった、

障がい者の自立や生活支援に関する内容が多く挙げられています。

このため、安心して地域生活を送れるよう各種相談支援体制を体系化して整え、障がい者の各

種ニーズに対応するため、柔軟なサービス提供体制の確保に取り組んでいくことが必要です。

さらに、本市では、近年の少子高齢化や障害者手帳所持者の増加などを背景に、福祉人材の確

保・育成についても大きな課題となっています。なお、福祉人材の不足により、障害福祉サービ

スにおける需要と供給のバランスが取れていない状況も見受けられます。

そのため、専門性を高めるための研修の実施や、多職種間の連携の推進、障害福祉現場の魅力

に関する積極的な周知・広報など、福祉人材の担い手の確保に関する各種取組を進めることが必

要です。

３ 保健・医療に関する課題

住み慣れた地域の中で安心して暮らしていくためには、生活の基礎となる健康の保持・増進が

図られるとともに、地域社会に適切な医療・リハビリテーション体制が整っていることが重要で

す。また、自立支援医療等の様々な医療費助成制度を通じて、障がい者が適切な医療を受け続け

られることが必要です。

本市では、生活習慣病の予防を図るとともに、疾病や障害を早期に発見し適切な治療につなげ

るため、健康診査や各種検診を実施しています。また、診査等の結果に基づき、健康相談等の保

健事業を実施するなど、医療・保健・福祉の連携の下で、市民の健康の保持・増進に取り組んで

います。

今後も、こうした各種保健事業を通じて、障がい者の健康の保持・増進を図り、障がい者が住

み慣れた地域の中で安心して暮らせる地域社会を形成していくことが必要です。

医療においては、疾病や障害の種類・程度、状況、年齢等、特性に応じた支援が必要となるこ

とから、身近で慣れ親しんだ医療機関や、気軽な相談先として、「かかりつけ医」を持つことを推

進しています。

令和元年度のアンケート調査結果では、日常的に診療や相談等を受けられる医師について、全

体では約１割の方が「いない」と回答しているほか、知的障がい者では約２割の方が「いない」

と回答しています。

こうしたことから、引き続き、かかりつけ医の普及を促進するとともに、障がい者が必要なと

きに適切な治療を受けることができるよう、地域医療情報等の提供体制を充実させることが必要

です。
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さらに、難病患者や高次脳機能障がい者、重症心身障がい者とその家族に対しては、障害や疾

病の状態、家族の支援の状況などが個々に異なることから、医療・保健・福祉の関係機関・事業

者が連携し、情報等の共有化を図りながら、適切な医療・サービスを提供するとともに、地域や

職場で配慮が得られるよう、市民に対し当該障害や疾病の理解・啓発に取り組むことが必要です。

４ 障がい児支援の充実に向けた課題

障害の状況や特性に応じて、障がい児一人一人の個性や可能性を最大限に伸ばしていくために

は、乳幼児期から成長の段階に応じた切れ目のない支援を受けながら、障害の軽減や基本的な生

活能力・機能の向上を図ることが必要です。また、適切な支援につなげるためには、障害や疾病

の早期発見と適切な医療、訓練を受ける体制が整備されていることが重要です。

本市では、子どもとその家族への一体的な支援を図るため、生後４か月までの乳児の家庭を訪

問し、乳児の身体の発達状況の確認や子育て支援に関する情報提供を行うほか、乳幼児健康診査

を実施し、医療や経過観察が必要とされた乳幼児には継続的な相談や訪問指導、早期療育への円

滑な移行を支援しています。

また、幼稚園や保育園との連携による巡回相談を行い、必要な指導・支援を行うほか、障害児

通所支援（放課後等デイサービス・児童発達支援）を提供する等、障害や疾病の早期発見と療育

による障がい児の生活力の向上に取り組んでいます。

令和元年度のアンケート調査結果では、「放課後や休日の過ごし方」について、約６割の方が「障

害児通所支援（放課後等デイサービス・児童発達支援）」を利用していると回答されています。

令和元年度末現在、本市では児童発達支援事業所が４か所、放課後等デイサービス事業所が９

か所ありますが、利用者数は、いずれも横ばいから増加傾向となっており、引き続き、関係機関

等の連携による地域支援体制の強化と事業所の質の向上が求められています。

教育においては、特別支援教育コーディネーターの複数指名や巡回相談の充実、相談支援ファ

イルの作成・活用等を推進するほか、「特別支援教室」を設置し、在籍校において、発達の状態に

応じた教育内容や個別指導等を提供するなど、特別支援教育の充実に取り組んでいます。

しかしながら、特別な支援を必要とする児童・生徒が増加していることや、個々の障害の程度・

状況が異なることから、個々の障害や発達の状況に合わせた多種多様な教育内容が求められるほ

か、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの更なる推進が必要です。

また、障がい児の支援に当たっては、その家族に対する相談支援も欠かせないことから、支援

者である家族が気軽に相談できるよう、引き続き、相談支援体制の充実・強化に取り組んでいき、

支援者として家族も一緒に成長していくことも必要となります。
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５ 障がい者等の安全・安心に向けた課題

障がい者にとって住みやすい環境は、全ての人々にとって快適に生活ができる環境となります。

建築物や道路等のバリアフリー化、住宅の確保等、ユニバーサルデザインの考えを踏まえた福

祉のまちづくりに取り組むことは、障がい者が地域の中で安心して暮らせるための基盤となりま

す。

令和元年度のアンケート調査結果では、「日常生活の困りごと」では、「外出に支障がある」が

約３割半ばとなっているほか、「外出に関する困りごと」について、「電車やバスなどの交通機関

の利用が不便」が約３割となっています。社会参加に向け、安心して外出や移動ができるよう、

引き続き、道路や駅の段差の解消、歩道等の整備、利用しやすい交通機関の整備などが求められ

ます。

また、「将来の暮らしの希望」として、全体では「家族と一緒に暮らしたい」が約５割半ばとな

っているほか、精神障がい者では「独立して、一人暮らしがしたい」が約３割、知的障がい者及

び障がい児・難病医療費等助成制度対象児童では「グループホームで暮らしたい」が約１割半ば

と多くなっています。

こうしたことから、今後も障がい者が身近な住み慣れた地域で家族と暮らすことのできる環境

づくりや、自立した生活、グループホームへの入居に関する相談や手続きなどに関する支援を充

実していくことが必要です。

また、障がい者が安定した暮らしを営むためには、日常的な生活への支援に加えて、災害時の

支援体制の整備や防犯対策がなされていることも大切な要素となります。

災害については、ここ数年で、東日本大震災や熊本地震のような大きな地震が発生しているほ

か、台風やゲリラ豪雨なども多く発生しており、自力で避難することが困難な障がい者にとって

は、日頃からの備えや周囲の支援が不可欠となります。

そのため、平常時から、地域の自主防災組織とともに障がい者が地域の防災訓練等に参加しや

すい環境づくりを推進するほか、発災時における地域ぐるみの支援体制づくりを促進することが

必要です。

また、令和元年度のアンケート調査結果では、「災害時の困りごと」として、精神障がい者では

「薬や必要な医療的ケアが受けられるかどうか不安がある」が約４割半ば、知的障がい者では「避

難所でほかの人と一緒に過ごすことに不安がある」が約５割となっています。

こうしたことから、障がいのある人が安心して過ごすことができる避難所の整備等、災害時の

避難所生活に対する不安の解消や医療的な支援が必要な方への支援体制の強化に向けた取組が求

められます。なお、自宅や避難所で生活している要配慮者に対し、状況に応じ、医療や介護など

必要なサービスを提供するため、社会福祉施設等が二次避難所（福祉避難所）として指定される
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ことになっています。

さらに、防犯面では、平成28年７月に神奈川県相模原市の障害者支援施設で発生した事件を

踏まえ、施設の防犯対策を図る必要があるほか、スマートフォンの普及等により、SNS（ソーシ

ャルネットワーキングサービス）を通じて、見知らぬ人と関係を持ち、トラブルとなるケースや

消費者被害に遭うケースが少なくないことから、引き続き、必要な対策を講じていくことが重要

です。

また、障がい者が自らの選択により自立した生活を送るためには、判断の材料となる正確な情

報の取得が欠かせないため、伝達に困難が生じる方については、手話対応や要約筆記、漢字のル

ビ、絵カード、音声ガイド等、障害の特性に合わせた配慮が必要です。

６ 就労・社会参加に向けた課題

障がい者が就労の機会を得ることは、生活を営むための手段である以上に、地域社会の一員と

して社会参加し、生きがいを見い出す上で重要なものであり、生活の質の向上につながるものと

なります。そのためには、障害種別や個々の特性、ニーズに応じた多様な働き方が選択できる環

境を整えることが大切であり、働く職場の理解、ハローワーク等の関係機関との連携による就労

支援や職場定着支援等を進めることが必要です。

平成30年の「障害者総合支援法」の改正においては、一般就労移行後の生活面における相談・

助言等に応じる就労定着支援事業の設置による就労支援の強化が掲げられたほか、令和２年の「障

害者雇用促進法」の改正においては、事業主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況にある

障がい者の雇入れ及び継続雇用に対する支援や、国及び地方公共団体の責務として、率先して障

がい者を雇用することなどが規定されました。

令和元年度のアンケート調査結果では、「就労支援に求めること」として、「事業主や職場仲間

の障害理解があること」や「生活できる収入がもらえること」が約３割半ばと多くなっています。

法制度の改正などにより、障がい者の就労機会の増加が予想されますが、併せて、事業主や職

場仲間の障がい者に対する理解の促進や、福祉的就労における収入面での支援を充実することも

必要です。

こうしたことから、引き続き、ハローワークなどの関係機関と連携し、障がい者の企業への就

労促進と、障がい者雇用に対する理解の啓発等の取組を推進するとともに、福祉的就労において

は、販路の拡大と工賃の向上に向けた優先調達の取組などを推進し、働きたい、利用したいと思

える福祉的就労の場の充実が必要になります。

また、障がい者の充実した日常生活の実現には、スポーツや芸術・文化活動に親しむことがで

きる環境づくりが重要となります。
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令和元年度のアンケート調査結果では、「趣味や地域の活動に参加していない理由」として、知

的障がい者では「参加したい活動がない」の割合が最も多く、精神障がい者及び障がい児・難病

医療費助成制度対象児童では「どのような活動があるのか分からない」の割合が最も多くなって

います。

市では、教育部門との連携や民間事業者等の活用により、障がい者がスポーツや芸術文化活動

を楽しむ機会の充実に努めていますが、障がい者に対するスポーツ・芸術文化活動等の情報提供

のあり方、参加するための移動支援等が課題となっています。

そのため、新たな情報提供のあり方や、福祉人材の定着等に取り組むなど、スポーツや芸術文

化活動に誰もが参加しやすい環境づくりを推進することが必要です。

封入作業やシール・切手貼り、リサイ
クル紙回収運搬作業など、市役所各課の
様々な作業を行っています。

市役所職場体験実習

実習を通して、企業就労に必要な職場
でのマナー、仕事の質、作業スピードの
向上を目指しています。今後の就職活動
に向けたステップとなります。



42

第３章 障がい者計画

第１節 基本理念

本市では、障害者基本法の「障害の有無にかかわらず、個人として基本的人権が尊重され、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共に地域の中で生活できる社会の実現を目指す」という共生

社会の実現に向けた目的に基づき、誰もが地域でいきいきと暮らせるまちづくりを目指してきま

した。

近年、わが国では、平成28年に「障害者差別解消法」が施行され、社会的障壁の除去に対す

る国、地方公共団体及び民間事業者の合理的配慮が義務化されたほか、平成30年の「障害者総

合支援法」と「児童福祉法」の改正により、障がい者が自らの望む地域生活を営むことができる

よう、「生活」と「就労」に対する支援の整備や、高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な

利用の促進、障がい児支援のニーズの多様化に伴う障がい児への更なる支援の整備が進められて

きました。

よって、令和３年度を初年度とする本計画では、「障害者権利条約」の締結やここ数年の法改正、

令和２年度の「障害者雇用促進法」や「バリアフリー法」の改正を踏まえながら、障がい者を地

域で見守り、共に生きる共生社会の指針となる計画の策定を行っていく必要があります。

そして、障がい者が、自分らしく、自分の意思に基づき、住み慣れた地域で安心して生活でき

るよう、社会資源の整備がなされ、ライフステージに応じたサービス等の必要な支援が受けられ

ることにより、障がい者一人一人が、地域活動や就労、教育、スポーツ・芸術文化活動等の社会

活動に積極的に参加することを通じて、輝くことができるまちづくりを推進していくことが望ま

れます。

このようなことから、従来の計画の理念を継承し、本計画では基本理念として「誰もが住み慣

れた地域の中で、安心して自分らしく自立した生活ができるまちづくり」「誰もが地域社会の一員

として、あらゆる社会活動に参加し、個性を生かして、輝くまちづくり」を掲げ、障がい者福祉

の推進に取り組んでいきます。

【 基本理念 】

障害のあるなしにかかわらず、誰もが住み慣れた地域の中で、安心して

自分らしく自立した生活ができるまちづくり

障害のあるなしにかかわらず、誰もが地域社会の一員として、あらゆる

社会活動に参加し、個性を生かして、輝くまちづくり
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第２節 基本目標・施策体系

本計画では、基本理念の実現に向けて、以下の６つの基本目標を設定し、各種施策を展開します。

基本目標１ 障害や障がい者に対する理解の促進と権利擁護の推進

障害のあるなしにかかわらず、誰もが安心して暮らせる地域社会の形成に向け、引き続き、障

害者差別解消法の周知・啓発をはじめ、イベントや広報、ホームページなど、様々な場面・媒体

を通じて、障害や障がい者に関する周知・啓発を推進するとともに、地域住民の福祉意識の醸成

に向けた福祉教育の充実を図ります。

なお、障害者差別解消法などの周知・啓発及び地域住民の福祉意識の醸成にあたっては、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止やＩＣＴ（情報通信技術）利活用の普及などの社会的背景

を踏まえ、新たな手法について検討します。

また、障がい者が安心して暮らす権利を侵害されないよう、成年後見制度等の利用の促進に関

する取組を進めるとともに、障がい者の虐待防止の観点から、関係機関と連携した支援体制の強

化や障がい者の虐待防止の促進に関する周知・啓発を推進します。

基本目標２ 自立した生活の支援と意思決定支援の促進

障がい者の自立生活・意思決定支援の促進に向け、関係機関と連携した相談支援体制の強化を

図るとともに、あきる野市障がい者相談支援センターの基幹化と地域生活支援拠点への移行につ

いて検討します。

また、障がい者の各種ニーズ等に対応するため、引き続き、地域福祉ネットワークの強化と地

域自立支援協議会において福祉人材の確保・育成に向けた今後の施策整備について検討するとと

もに、制度の縦割りを越えた柔軟なサービスの確保に取り組むなど、包括的な支援体制の構築を

推進します。

その他、障がい者の地域生活を支援する取組として、引き続き、障がい者に対する各種経済的

支援を実施します。

【 施策の方向性 】

１ 障害や障がい者に対する理解の促進 ２ 権利擁護の推進

【 施策の方向性 】

１ 相談支援体制の充実 ２ 地域生活を支える支援とサービスの充実

３ 経済的支援の実施
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基本目標３ 保健・医療の充実

障がい者が住み慣れた地域の中で安心して暮らせる地域社会の形成に向け、各種保健事業を通

じた障がい者の健康の保持・増進を図るとともに、引き続き、かかりつけ医の普及促進と地域医

療情報等の提供体制の充実・強化を図ります。

また、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築の観点から、精神障がい者に対する

適切な地域移行・地域定着支援への取組を強化するとともに、平成30年に施行された「ギャン

ブル等依存症対策基本法」に基づき、関係機関や他の福祉サービスと連携してギャンブル依存症

患者への支援を実施します。

さらに、難病患者、高次脳機能障がい者、重症心身障がい者及び医療的ケア児とその家族に対

しては、障害や疾病の状態、家族の支援状況などが個々に異なることから、保健、福祉、子育て

及び教育等の関係機関や事業者が連携し、情報等の共有化を図りながら、適切な医療・サービス

を提供するとともに、地域や職場で配慮が得られるよう、市民に対し当該障害や疾病の理解・啓

発に取り組みます。

基本目標４ 障がい児支援の充実

障がい児やその家族への一体的な支援の充実及び早期発見・早期療育の推進に向け、母子保健、

子育て・保育、教育、障害の関係部署及び関係機関が連携した切れ目のない支援体制を構築する

とともに、支援者である家族が身近に相談できるよう、相談支援体制の充実を図ります。

特に、医療的ケアを必要とする児童及びその家族に対して、関係機関が連携した協議の場を整

備し、総合的・包括的な支援体制の充実を図ります。

また、教育においては、共生社会の形成に向けた障がいのない児童・生徒と共に学ぶインクル

ーシブ教育システムの更なる推進を図るとともに、関係機関との連携のもと、障害児通所支援等

の体制整備を推進します。

【 施策の方向性 】

１ 保健事業の充実 ２ 医療の充実

【 施策の方向性 】

１ 障がい児支援体制の充実 ２ 早期発見・早期療育の推進

３ 学齢期の子どもの教育・療育の推進
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基本目標５ 障がい者等が安全・安心に生活できる地域環境づくり

障がい者等が安全・安心に生活できる地域環境の形成に向け、引き続き、道路や駅の段差の解

消、歩道等の整備、利用しやすい交通機関の整備等を推進します。

また、防災面では、平常時から、障がい者が地域の防災訓練等に参加しやすい環境づくりや、

発災時における地域ぐるみの支援体制づくりなどの防災対策を推進するとともに、障害があって

も安心して過ごすことができる避難所の整備等、災害時の避難所生活に対する不安の解消や医療

的な支援が必要な方への支援体制づくりについて、新たに検討を行います。

さらに、防犯面では、障がい者が不便なく、情報の取得や意思疎通を図ることができるよう、

障害の特性に配慮した情報提供手段などの充実を図ります。

基本目標６ 就労・社会参加による生きがいづくり

障がい者の企業への就労促進・定着に向け、引き続き、あきる野市障がい者就労・生活支援セ

ンターを中心に障がいのある方がいつでも安心して相談できる場所を築き、さらに、ハローワー

クなどの関係機関との連携強化及び企業に対する障がい者雇用の理解の啓発に取り組みます。ま

た、福祉的就労においては、働きたい、利用したいと思える福祉的就労の場の充実、販路の拡大

と工賃の向上に向けた優先調達などを推進するとともに、農福連携の取組を推進します。

また、障がい者の社会参加の促進に向け、引き続き、教育部門や民間事業者等との連携により、

障がい者がスポーツや芸術文化活動を楽しむ機会の充実に努めるとともに、新たな情報提供のあ

り方や、参加するための移動支援の充実を図るため、福祉人材の確保策などの検討を行います。

その他、令和元年度に施行された「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」を踏

まえ、引き続き、アクセシブルな電子書籍等を利用するための情報・意思疎通支援用具の給付を

行います。

【 施策の方向性 】

１ 居住環境の整備とバリアフリー化の推進 ２ 防災・防犯対策の推進

３ 情報提供・意思疎通支援の充実

【 施策の方向性 】

１ 企業就労の促進 ２ 日中活動の充実 ３ 社会参加の促進
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施策体系図

施策施策の方向基本理念 基本目標

基本目標１

障害や障がい者に

対する理解の促進

と権利擁護の推進

障害や障がい者に

対する理解の促進障
害
の
あ
る
な
し
に
か
か
わ
ら
ず
、
誰
も
が
住
み
慣
れ
た
地
域
の
中
で
、
安
心
し
て
自
分
ら
し
く
自
立
し
た
生
活
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

障
害
の
あ
る
な
し
に
か
か
わ
ら
ず
、
誰
も
が
地
域
社
会
の
一
員
と
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
社
会
活
動
に
参
加
し
、
個
性
を
生
か
し
て
、
輝
く
ま
ち
づ
く
り

①情報提供の充実

③難病患者に対する支援の充実

②各種割引・減免制度の利用促進

①年金・手当・助成制度の周知・実施

①疾病の早期発見と予防の促進

③障害福祉を支える人材の確保・育成

②教育相談等の充実

①成年後見制度等の利用促進

①障がい児や家族に対する支援体制の充実

①障害を理由とする差別の解消の推進

②精神保健福祉の充実

③福祉教育の充実

②意思疎通支援の充実

④高次脳機能障がい者に対する支援の充実

⑤重症心身障がい者に対する支援の充実

②啓発・広報活動の推進

①妊婦・乳幼児に対する保健事業の充実

②市内における雇用機会の創出

①福祉的就労の充実

②サービス提供体制の充実と質の向上

②地域活動への参加の促進

②生活介護事業の充実

③発達障がい児に対する支援の充実

①医療費の助成と医療機関との連携

①地域福祉ネットワークの強化

②未就学児への療育の推進

①企業就労に向けた支援体制の充実

①特別支援教育の充実

②虐待防止の推進

②公共施設等のバリアフリー化の推進

①住まいの確保・整備

③休日、放課後等余暇活動の支援

①防災対策の充実

②防犯対策の充実

①スポーツ・芸術文化活動への参加の促進

①相談支援体制の強化

③工賃の向上に向けた事業者ネットワークの強化

権利擁護の推進

相談支援体制の充実

基本目標２

自立した生活の支

援と意思決定支援

の促進

地域生活を支える

支援とサービスの

充実

経済的支援の実施

基本目標３

保健・医療の充実

保健事業の充実

医療の充実

障がい児支援体制の充実

早期発見・早期療育

の推進

基本目標４

障がい児支援の充

実

学齢期の子どもの

教育・療育の推進

基本目標５

障がい者等が安

全・安心に生活で

きる地域環境づく

り

居住環境の整備とバ

リアフリー化の推進

防災・防犯対策の推

進

情報提供・意思疎通

支援の充実

基本目標６

就労・社会参加に

よる生きがいづく

り

企業就労の促進

日中活動の充実

社会参加の促進
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第３節 施策の展開

本計画では、障がい者福祉施策の総合的かつ横断的な取組を推進するため、６つの基本目標と

16の施策の方向性のもと、各種施策を展開します。

基本目標１ 障害や障がい者に対する理解の促進と権利擁護の推進

（１）障害や障がい者に対する理解の促進

① 障害を理由とする差別の解消の推進

② 啓発・広報活動の推進

施策名 取組内容 担当課

障害者差別解消法

の周知・啓発

障害者差別解消法について、市民の関心を高め、理解を深

めるため、広報やホームページなどの従来の周知方法に加

え、ICT（情報通信技術）の普及などの社会的背景を踏まえ、

メール等を活用した新たな周知方法を検討するなど、周

知・啓発活動の取組を強化します。また、市内の障がい者団

体等への意見聴取により、状況の把握に努めるとともに、事

例等について、東京都と情報共有を行うことで、市内におけ

る障害者差別解消に関する積極的な活動を推進します。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

障がい者週間等に

おけるイベント・

講演会の開催

「障害者週間（12月 3日から 12月 9日まで）」にお

いて、障がい者団体や日中活動系事業所の活動内容を紹介

する展示イベントを行います。また、障がい者週間と難病や

高次脳機能障害などの講演会の開催時期を合わせた相乗的

な障害理解の促進を図るとともに、引き続き、周知活動等を

実施し、障害や障がい者に対する理解の促進を図ります。

障がい者支援課

広報・ホームペー

ジ等を通じた広報

活動の充実

広報やホームページ等を活用し、市内の福祉事業所や障

がい者団体等が主催する講演会やイベント等の活動を周知

するとともに、広報等による情報の一元化・集約化等を推進

することで情報提供の充実を図ります。

障がい者支援課

市職員に対する障

がい者理解の周

知・啓発

市で作成した「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領」に基づき、市職員に対して、障がい者差別に

関する研修を行うとともに、窓口等において筆談ボードを

設置する等して、障がい者に対する思いやりの心を醸成す

るなど、障がい者理解の周知・啓発を図ります。

障がい者支援課

職員課
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③ 福祉教育の充実

施策名 取組内容 担当課

障害に関するシン

ボルマークの周

知・啓発

障害について分かりやすく表示したシンボルマークの理

解を深め、必要とする人に適切な配慮が図られるよう、障が

い者福祉の手引やホームページ等で周知・啓発を図ります。

障がい者支援課

身体障害者補助犬

の普及・啓発

手話講座に、身体障害者補助犬を利用している方を講師

として招き、また、イベント等で身体障害者補助犬リーフレ

ットを配布することで、身体障がい者が補助犬を同伴して、

公共交通機関や公共施設、商業施設等を円滑に利用できる

ように、補助犬の普及・啓発に努めます。

障がい者支援課

投票所における配

慮

投票所において、案内方法や投票設備の設置等、障がい者

に配慮した投票環境の充実を図るとともに、移動に支援が

必要な人に配慮したバリアフリー化に努めます。また、既に

バリアフリー化されている本庁舎や出張所などでの期日前

投票所の利用の周知を図ります。

選挙管理委員会

事務局

施策名 取組内容 担当課

障害や障がい者に

対する理解を深め

る教育の充実

総合的な学習の時間、特別活動の時間等に実施する車椅

子体験やアイマスク体験等の福祉体験学習を通して、生命

尊重、思いやりの気持ちなどを育むとともに、互いに正しく

理解し、共に助け合って生きていくことの大切さを学ぶ機

会を提供します。また、手話講座や高次脳機能障害などにつ

いての講演会に障がいのある方を講師として招き、障がい

者理解の促進を図ります。

障がい者支援課

指導室

交流及び共同学習

の推進

特別支援学級（固定）と通常の学級との交流及び共同学習

の充実を図るとともに、東京都立あきる野学園と西中学校

区で学校間交流を計画的に実施するなど、多様性を尊重す

る心を育みます。

指導室

地域住民との交流

の推進

障害者支援施設等が開催する行事のうち、地域住民の参

加が可能な行事の周知を図るとともに、産業祭等の障がい

者が参加できる行事の把握・情報発信をすることにより、地

域参加の機会を増やし、地域住民と障がい者の相互交流・相

互理解を促進します。

障がい者支援課
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（２）権利擁護の推進

① 成年後見制度等の利用促進

施策名 取組内容 担当課

小・中学校におけ

る障害理解の周

知・啓発

市では、難病や高次脳機能障害等の理解に向けて、医師等

による講演会や障がい者とのコミュニケーションの取り方

や具体的なサポート方法等、知識・情報の提供に努めていま

す。また、障害理解を図るため、小学生から中学生に対して

難病や高次脳機能障害等に関するチラシ配布や専門医によ

る講演会開催など、幅広い周知・啓発を図ります。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

成年後見制度利用

支援事業の推進

成年後見制度についての理解を深め、成年後見制度の利

用が有効と認められる知的障がい者又は精神障がい者に対

し、成年後見制度の利用を促進するとともに、身寄りがない

などの理由で申立てができない場合の市長申立てや、申立

て費用、報酬費用の助成についても必要に応じて対応する

等、引き続き権利の擁護を図ります。

障がい者支援課

成年後見制度の利

用促進

重点

成年後見制度を必要な人が適切に利用できるよう、また

利用者がメリットを実感できる制度とするため、国の成年

後見制度利用促進基本計画に基づく、地域連携ネットワー

クのコーディネートを担う「中核機関」を社会福祉協議会に

設置し、成年後見制度の周知・啓発及び利用相談や申立ての

支援を行います。また、地域で連携して支える体制を構築す

るため「チーム」や「協議会」の体制づくりを進めるととも

に、後見人等が受任後も安心して後見業務を行えるよう支

援します。

成年後見制度を利用する方が多様な選択を行えるよう、

法人後見の実施や市民後見人の活用に向けて検討・協議を

進めます。

なお、この取組は成年後見制度の利用の促進に関する法

律第23条第1項に基づく市町村計画として位置づけます。

障がい者支援課

福祉総務課

高齢者支援課
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② 虐待防止の推進

施策名 取組内容 担当課

障害者虐待防止セ

ンター機能の充実

障がい者に対する虐待を未然に防ぐとともに、発見時の

迅速かつ適切な対応を図るため、障害者虐待防止法に基づ

き、24時間対応を行う「障害者虐待防止センター」を運営

し、警察、児童相談所、学校、医療機関等の関係機関、東京

都虐待防止センター相談員等の関係機関との連携を図りな

がら障がい者及び養護者への支援体制を強化します。また、

市内の障害福祉サービス事業所を対象とした研修会を開催

し、障がい者虐待についての正しい理解の促進を図ります。

障がい者支援課

障害者虐待防止法

の周知・啓発

障がい者に対する虐待の防止を図るため、広報やホーム

ページ、ポスターの掲示、市窓口等による広報に加え、関係

機関との研修、講演会等を通して障害者虐待防止法の周知

と正しい理解の促進を図ります。

障がい者支援課

毎年、障がい者週間に合わせ、市

内の多くの障がい者団体や事業所

が参加し、活動内容を紹介する展示

イベントを開催しています。

障がい者週間啓発事業
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基本目標２ 自立した生活の支援と意思決定支援の促進

（１）相談支援体制の充実

① 相談支援体制の強化

施策名 取組内容 担当課

身近で分かりやす

い相談窓口の充実

市や専門的な知識・ノウハウを有した関係団体や関係機

関と連携し、相談支援や課題解決に当たるほか、ピアカウン

セリングや講座を行うなど、地域の中で、「身近で気軽に立

ち寄れる・分かりやすい相談窓口」を目指し、包括的な相談

支援体制の整備を図ります。

障がい者支援課

相談支援事業の充

実

市窓口に保健師等を配置し、精神障害や新たな相談分野

である発達障害、高次脳機能障害、難病等の困難事例に対す

る専門的な指導・助言を行います。近年では複雑化・長期化

する相談事例が増加していますが、関係団体・関係機関と連

携し、相談支援体制の強化を図ります。

障がい者支援課

身体・知的障害者

相談員のあり方の

検討

地域における身近な相談員として、知的障害者相談員が

います。ここ数年、あきる野市障がい者相談支援センターな

どでの相談体制が整い、相談件数の減少が続いていますが、

今後も法に基づき継続して配置していきます。なお、引き続

き、身体障害者相談員については配置に努めます。

障がい者支援課

計画相談支援事業

（サービス等利用

計画）の推進

障害福祉サービスの利用希望者に対して、相談支援専門

員がサービス等利用計画を作成する事業で、支援の質の向

上を図るため、あきる野市地域自立支援協議会（そうだん部

会）において、事例検討等を行い、利用者一人一人に適した

計画相談支援の充実に取り組みます。

障がい者支援課

基幹相談支援セン

ターの設置に向け

た検討

重点

基幹相談支援センターと地域生活支援拠点のあり方につ

いての検討を踏まえ、引き続き、基幹相談支援センターへの

速やかな移行を進めます。また、世帯の複合的なニーズやラ

イフステージの変化に柔軟に対応できるよう、制度の縦割

りを超えた相談体制の構築に向けて検討を行います。

障がい者支援課
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（２）地域生活を支える支援とサービスの充実

① 地域福祉ネットワークの強化

② サービス提供体制の充実と質の向上

施策名 取組内容 担当課

あきる野市地域自

立支援協議会の活

性化

あきる野市地域自立支援協議会において、刻々と変化す

る障害福祉に係る地域課題等に対応するため、情報の共有

とサービスの質の向上に向けた取組を行う一方で、あきる

野市地域自立支援協議会の活性化に向け、より円滑な組織

のあり方や運営方法について検討を行います。

障がい者支援課

障がい者団体活動

への支援

障がい者団体の活動に対して必要な支援を行い、各団体

相互のネットワークづくりを支援します。また、障がい者団

体の高齢化に伴う、活動の担い手不足を踏まえ、適切な支援

を行います。

障がい者支援課

民生委員・児童委

員との連携

地域住民の身近な相談相手となり、行政との橋渡し役と

して活動を行う民生委員・児童委員に対して、定期的に障が

い者支援に係る情報共有等を行い、理解を深め、相談支援活

動を実施できるよう連携を図ります。

障がい者支援課

福祉総務課

施策名 取組内容 担当課

訪問系・日中活動

系サービス等の充

実

障害者総合支援法に基づく在宅福祉サービスについて、

事業者と協力・連携して適正なサービス量を提供すること

ができるよう、サービス提供体制の充実及び質の向上を図

るとともに、利用者のニーズに柔軟に対応できるよう努め

ます。

障がい者支援課

地域生活支援事業

の充実

市では、訪問入浴サービスや緊急通報システム事業、手話

奉仕員・通訳者養成講座の開催など、事業の充実を図りま

す。制度については、関係部署や関係機関と情報共有を図る

とともに、制度周知と利用促進を図ります。引き続き、利用

機会の多い手話通訳者の育成に取り組むとともに、利用者

ニーズを踏まえた事業の充実を図ります。

障がい者支援課

苦情等への対応の

充実

事業者に対して、事業の透明性を図る目的から、第三者評

価機関への受審や第三者委員会の設置を促し、苦情等に適

正かつ迅速な対応を図るよう求めていきます。また、市で

は、苦情に対する状況確認等を迅速に行う体制づくりに努

めます。

障がい者支援課
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③ 障害福祉を支える人材の確保・育成

（３）経済的支援の実施

① 年金・手当・助成制度の周知・実施

施策名 取組内容 担当課

福祉人材の確保・

育成

重点

福祉人材の不足によって、サービスの利用に制限がかか

る状況もあるため、障害福祉サービス等の提供を安定的に

行うためには、専門的知識を持つ福祉人材の確保・育成が重

要となっています。

あきる野市地域自立支援協議会において、若手職員の定

着に向けた相互交流を行うなど、福祉職のやりがい等を感

じられる取組を推進するとともに、人材の確保・育成に向け

た今後の施策整備について検討を行います。

また、令和 2年度に、福祉人材の確保・定着率の向上を

図る施策を検討するために各事業所へアンケートを実施し

ました。この結果を踏まえ、新たな情報提供のあり方や、福

祉人材の確保策などの検討を行います。

併せて、職場での悩み等に対応するため、こころの健康づ

くりについて周知・啓発を行います。

障がい者支援課

健康課

施策名 取組内容 担当課

国民年金(障害基

礎年金)制度の周

知

国民年金(障害基礎年金)制度について、制度の存在や手続

方法等を知らずに、本来、受給できるはずの年金を受給でき

ないことのないように、広報やホームページ等を活用し、国

民年金(障害基礎年金)制度の周知・啓発を図ります。

また、年金受給に際しては、過去の受診歴等の記録が必要

となることから、関係部署との連携を図るとともに、相談支

援ファイルの活用の周知を併せて行います。

障がい者支援課

保険年金課

手当や助成金の給

付

国や東京都などが実施する各種手当等の給付により、障

がい者の日常生活の安定を図ります。

関係部署や関係機関と情報共有を行い、必要な方に情報

が届くよう、広報やホームページ、子育て応援サイトなどに

より、制度の周知・啓発を図ります。

障がい者支援課

子ども政策課
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② 各種割引・減免制度の利用促進

施策名 取組内容 担当課

各種割引・減免制

度の周知

所得税・住民税の控除や自動車税・軽自動車税、ＮＨＫ放

送受信料等の減免、有料道路料金、携帯電話基本料等の割引

などの各種制度について、手引きや広報等で周知・利用の促

進を図るとともに、窓口においても必要に応じて説明を行

います。

障がい者支援課

課税課
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基本目標３ 保健・医療の充実

（１）保健事業の充実

① 疾病の早期発見と予防の促進

② 精神保健福祉の充実

施策名 取組内容 担当課

健康診査事業等の

推進

生活習慣病等の疾病の予防を図るため、健康診査や各種

検診を行うとともに、診査等の結果に基づく生活習慣の改

善や栄養指導等の指導・助言を行うなど、保健サービスの充

実を図ることで、障害の原因となる疾病の早期発見と障害

の発生予防、改善を促進します。また、日曜日や祝日に健診

ができる協力医療機関を増やし、さらなる受診率の向上と、

疾病の早期発見・予防を図ります。

健康課

施策名 取組内容 担当課

精神保健福祉にお

ける相談支援体制

の充実

在宅の精神障がい者や家族に対して、市やあきる野市障

がい者相談支援センターの保健師や精神保健福祉士から、

助言・指導を行うとともに、医療機関や保健所との連携の強

化、事例研究等による専門職の資質向上を図ることにより、

相談支援体制の充実を図ります。困難な相談内容に関して

も、医療機関や関係機関と連携し、情報共有を行いながら対

応していきます。

障がい者支援課

精神障がい者にも

対応したケアシス

テムの構築

重点

退院・退所した精神障がい者が地域の一員として安心し

て自分らしい暮らしができるよう、医療機関による退院支

援と福祉関係機関による地域生活支援の両面が必要である

ことから、医療、相談支援事業及び行政等の関係機関が連携

した「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築

を推進します。

また、医療機関と連絡会等を設け、地域移行の可能な方の

把握や今後の支援方法等を検討し、適切な地域移行・地域定

着の取組を促進します。

障がい者支援課

ギャンブル等依存

症患者への支援

新規

ギャンブル等依存症の発症・進行・再発の各段階に応じた

防止・回復のための対策を、関係機関と連携し適切に講じま

す。

障がい者支援課
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③ 難病患者に対する支援の充実

④ 高次脳機能障がい者に対する支援の充実

施策名 取組内容 担当課

難病に関する相談

支援体制の充実

難病に関する相談、医療機関に関する情報提供や就労支

援の充実を図ります。

また、難病に精通した医師等の講演会の開催やチラシを

作成・配布するなど、難病に対する理解の促進を図ります。

障がい者支援課

災害時難病患者等

個別支援計画の整

備

在宅人工呼吸器療法や人工透析療法等を利用する医療ニ

ーズの高い難病患者等に対し、保健所等の関係機関との連

携の下で、その疾病の特性を踏まえた個別支援計画を策定

し、災害時の支援体制を強化します。現時点では、人工呼吸

器使用者の情報が保健所からの情報提供のみであるため、

情報の偏りがないよう、他の関係機関との連携・情報共有を

強化します。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

高次脳機能障がい

者の実態の把握

高次脳機能障害は、本人や家族の障害に対する理解不足、

他の疾病・障害と混在することにより、適切なリハビリテー

ション等に結びついていないケースが見受けられます。こ

のため、医療機関や関係部署等との連携により、支援が行き

届くよう、市内の高次脳機能障がい者の実態把握に努め、必

要に応じて相談、対応していきます。

障がい者支援課

高次脳機能障がい

者に対する関係機

関の連携による支

援体制の充実

高次脳機能障害の正しい理解を深めるため、パンフレッ

トの配布等により周知・啓発を図るとともに、障害特性に配

慮した支援を行えるよう、医療・福祉・介護・就労等の関係

機関との連携による支援体制の充実を図ります。

また、高次脳機能障がい者や家族などを対象とした講演

会等を開催し、支援します。

障がい者支援課
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⑤ 重症心身障がい者に対する支援の充実

（２）医療の充実

① 医療費の助成と医療機関との連携

施策名 取組内容 担当課

重症心身障がい者

に対する支援体制

の充実

障害が重くとも、地域で安心して暮らすための適切なサ

ービス（短期入所、重度訪問介護、訪問看護等）や医療が確

保され、安定した在宅生活が継続できるよう、必要な支援の

充実と連携体制の整備を図ります。

また、介護を行う家族への相談体制を整備するとともに、

障がい者週間への参加、重症心身障がい者の理解を深める

ための周知・啓発に取り組みます。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

自立支援医療、心

身障害者（児）医療

費助成制度等の周

知

ホームページやパンフレット、広報等により、自立支援医

療（精神通院・更生医療・育成医療）等の医療費公費負担制

度の周知に努めます。

障がい者支援課

かかりつけ医の普

及と相互理解の促

進

障害の軽減や自立の促進を図るため、地域で気軽に相談

ができる「かかりつけ医」を持つことを勧めます。

また、障がい者及びその家族と医療関係者との相互理解

の促進について、あきる野市地域自立支援協議会で検討を

行います。

障がい者支援課

健康課
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基本目標４ 障がい児支援の充実

（１）障がい児支援体制の充実

① 障がい児や家族に対する支援体制の充実

（２）早期発見・早期療育の推進

① 妊婦・乳幼児に対する保健事業の充実

施策名 取組内容 担当課

療育相談・就学相

談等による家族支

援の充実

支援を必要とする子どもの保護者に対し、障害に対する

理解を図ります。また、育児不安の解消を図るための相談・

助言を行うことにより、早期療育及び支援者としての親の

成長につなげられるよう関係機関と連携するとともに、子

ども及びその家庭が抱える問題に対して、専門的な知識や

技術を用いてサポートを行うスクールソーシャルワーカー

を活用した支援の充実を図ります。

障がい者支援課

健康課

保育課

指導室

医療的ケアを必要

とする児童への支

援の充実

重点

医療的ケアを必要とする児童に対して情報収集を行い、

保健、福祉、子育て及び教育等の関係機関の実務者による連

携体制を構築することを目的に協議の場を整備し、医療的

ケアが必要な児童への総合的・包括的な支援の充実を図り

ます。また、学校、相談支援事業所、障害福祉サービス事業

所等の関係機関の参加を得て、18歳以降の支援のあり方に

ついて、必要な協議が行われるような体制整備を図ります。

障がい者支援課

健康課

保育課

子ども家庭支援

センター

指導室

障がい児支援に当

たる関係機関の支

援体制の充実

障がい児の支援に当たっては、関係機関等が連携し、あら

ゆる角度から支援策を検討しています。虐待等を含めた問

題解決、発育・発達の支援等、関係機関との連携を強化し、

支援体制の充実を図ります。

障がい者支援課

健康課

保育課

子ども家庭支援

センター

指導室

施策名 取組内容 担当課

妊婦に対する母子

保健事業の充実

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を実施す

るために、妊婦健診の受診や母子健康手帳発行時の面接相

談、母親学級等への参加を促し、出産に向けた妊婦の不安等

の解消と支援の提供を図るとともに、必要に応じて保健師

による個別支援等も行います。

健康課
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② 未就学児への療育の推進

施策名 取組内容 担当課

乳幼児健康診査の

実施

３～４か月児、６～７か月児、９～１０か月児、１歳６か

月児、３歳児を対象とした健康診査を実施し、月齢に応じた

発育・発達の確認や指導・助言を行います。健康診査の結果、

医療や経過観察が必要とされた乳幼児には、乳幼児経過観

察健康診査や乳幼児発達健康診査を実施し、継続的な相談

や訪問指導、早期療育への円滑な移行を支援します。

健康課

乳児家庭訪問事業

の充実

生後４か月までの乳児の家庭を訪問し、乳児及びその保

護者の心身の様子や養育環境の把握、子育て支援に関する

情報提供等を行います。支援が必要な家庭に対しては、庁内

関係部署との連携に努め、適切な関係機関やサービスにつ

なぐ等の対応を図ります。

健康課

施策名 取組内容 担当課

保育・就学前後の

支援体制の充実

早期療育は、ことばの発達をはじめとしたコミュニケー

ション能力、対人関係や社会性の育成等の基盤を形成する

ために重要になります。

保育園や幼稚園等の子育て施設における障がい児支援の

質の向上を図るため、定期的な巡回相談を行うほか、障害、

子育て、福祉、教育等の関係部署及び関係機関との連携体制

の強化を図ることにより、情報の共有化と支援策の検討等

を進めるとともに、保護者との理解を深めます。

また、幼稚園や保育所から特別支援教育研修会や特別支

援コーディネーター連絡会等への参加を促し、指導者の専

門性の向上を図ります。さらに、臨床心理士が、幼稚園、保

育所等の求めに応じて、特別な支援が必要な子どもの支援

方策等について適切に指導、助言を行います。

障がい者支援課

保育課

健康課

指導室

障害児支援サービ

ス（児童発達支援

等）の実施と児童

発達支援センター

の充実

障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の指導、

集団生活への適応訓練を行うための児童発達支援等の充実

を図ります。

また、西多摩療育支援センター内の学齢前の幼児を対象

とした「児童発達支援センター」について、地域の中核的な

療育支援施設として機能の充実が図られるよう、事業者と

の連携に努めます。

障がい者支援課
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③ 発達障がい児に対する支援の充実

施策名 取組内容 担当課

保育所等訪問支援

サービスの充実

保育所等を利用中又は今後利用する予定の障がい児が保

育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必

要とする場合に、サービスの提供を行うことで、障害のある

なしにかかわらず、保育所の安定的な利用ができるよう支

援します。今後、需要等の動向を注視し、取組を進めます。

障がい者支援課

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の充実

子どもの障害に対する理解を深めるための講習会の開催

や情報提供等を行うとともに、関係機関で行う講演会・研修

等に参加し、支援体制の充実を図ります。

子ども家庭支援

センター

相談支援ファイル

の利用促進

乳幼児期から児童期を経て、就労の段階までの成長の記

録と支援の経過や成果等が、医療・保健・福祉・教育・就労

機関等に引き継がれ、共通理解の下で一貫した支援を受け

ることができるように、相談支援ファイルの普及に努めま

す。また、相談支援ファイルの効果的な活用に向けて、関係

部署との調整を図ります。

障がい者支援課

保育課

健康課

指導室

施策名 取組内容 担当課

発達障がい児に対

する支援の充実

発達障がい児に対して、ライフステージに応じた切れ目

のない支援を図るため、障害、子育て、福祉、教育等の関係

部署及び関係機関が連携し、情報を共有するなど、指導のス

キルアップ、一体的な支援の充実を図ります。

障がい者支援課

子ども政策課

保育課

健康課

指導室

発達障がい児に対

する支援策の検討

発達障がい児の一層の支援を図る観点から、巡回相談等

を行っています。しかし、発達健康診査の受入れに制限があ

る等、注視すべき事項が多くあります。

特別支援教育推進計画（第三次計画）を策定するととも

に、今後も支援体制のあり方や支援の方法について、国・都

の動向や各種研修、検討会、各市町村の取組内容、本市の状

況を踏まえた検討を行い、適宜実施していきます。

障がい者支援課

子ども政策課

保育課

健康課

指導室
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（３）学齢期の子どもの教育・療育の推進

① 特別支援教育の充実

② 教育相談等の充実

施策名 取組内容 担当課

特別支援教育の充

実

特別な教育的支援を必要とする児童・生徒に対し、その

発達の状況に応じた多様な教育の場を提供する特別支援教

育の充実を図ります。また、特別支援教育推進計画（第三

次計画）の策定に伴い、一人一人の教育的ニーズに合った

支援を一層推進するとともに、障がいのない児童・生徒と

共に学ぶインクルーシブ教育システムの更なる推進を図り

ます。

指導室

特別支援教育の推

進

市内全校に特別支援教室の設置を行い、これまで行って

いた通級による指導を在籍校でも受けられるようになって

います。引き続き、特別支援教育の推進を図ります。

指導室

副籍制度による特

別支援学校との連

携

特別支援学校に在籍する小・中学部の児童・生徒が市内の

市立小・中学校に副次的な籍（副籍）を置き、市立学校との

直接的・間接的な交流を継続的に実施することにより、居住

地域とのつながりの維持・継続を図るとともに、児童・生徒

が互いを認め合い、尊重する経験を通して相互理解を図り

ます。

指導室

教職員研修の充実

多様な障害に対する理解を深めるため、教職員に対する

研修を実施し、教職員のスキルアップと障害特性に応じた

教育支援の充実を図ります。また、特別支援教育に関する研

修を実施し、教員の特別支援教育に関する理解促進及び指

導技術の向上を図ります。

指導室

施策名 取組内容 担当課

就学相談・教育相

談の充実

障がいのある児童・生徒一人一人の障害の特性や教育的

ニーズに対応するため、発達、療育等に関する情報提供や指

導・助言を行うとともに、保護者に対する支援を行います。

また、早い段階から相談及び支援を図るため、スクールソー

シャルワーカーを活用しながら、関係機関と連携し、子ども

たちの就学相談・教育相談体制の充実を図ります。

指導室
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③ 休日、放課後等余暇活動の支援

施策名 取組内容 担当課

巡回相談の実施

臨床心理士等が保育園や学校、学童クラブ等に赴き、通常

の学級に在籍する特別な支援が必要な児童・生徒や、次年度

に就学予定の幼稚園・保育園児の実際の行動観察、支援方策

等の指導・助言を行うことで、適切な支援の充実を図るとと

もに、巡回相談の充実を図ります。

また、特別な支援を要する児童が増加傾向にあるため、保

護者と教育委員会と幼稚園や保育園、学校で共通認識をも

ち、早期の把握・対応に努めます。

保育課

指導室

子ども政策課

施策名 取組内容 担当課

障害児支援サービ

ス（放課後等デイ

サービス）の実施

あきる野市地域自立支援協議会において、障害児通所事

業者の情報共有等を行うとともに、事業者の資質の向上を

図ります。

さらに今後においても、新たな事業者の進出や利用者の

増加が見込まれるため、市と事業者が連携し、放課後等デイ

サービスの充実を図ることで、障がい児の療育を促進しま

す。

障がい者支援課

居場所づくりの取

組

健康会館１階「障がい児遊びの広場なないろ」において、

障がい児及びその家族が気軽に立ち寄り、交流等のできる

場の確保を図ります。

また、学童クラブでは、集団生活への適応や各クラブの状

況等を踏まえ、障がい児の放課後対策の充実を図ります。あ

きる野市放課後子ども教室では、子どもたちが安全で安心

できる放課後の活動場所を提供します。

高校の卒業後、放課後等デイサービスの利用対象外とな

った後の居場所づくりが課題となっていることから、関係

団体や関係機関と共に検討を行う等、課題の解決に努めま

す。

障がい者支援課

子ども政策課

生涯学習推進課
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基本目標５ 障がい者等が安全・安心に生活できる地域環境づくり

（１）居住環境の整備とバリアフリー化の推進

① 住まいの確保・整備

② 公共施設等のバリアフリー化の推進

施策名 取組内容 担当課

グループホームの

整備と入居支援の

充実

グループホームの整備に当たっては、単に建設促進を図

るのではなく、利用者のニーズに合い、本市の状況に適した

運営形態や方針であることが求められます。

本市における入居待機者の解消と施設、病院等からの地

域移行を図るため、必要量を把握したうえでグループホー

ムの整備について方向性を示すとともに、就労・通所先の確

保や相談体制・支援体制の強化等を図ります。

障がい者支援課

住まいの相談と民

間住宅入居支援事

業の実施

障がい者が賃貸住宅への入居を希望する際に相談を受け

るほか、保証人がおらず入居が困難な場合に、必要な支援と

民間の保証機関に支払う保証委託料の一部を補助し、居住

の安定を図ります。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

公共施設等のバリ

アフリー化の推進

誰もが生活しやすいユニバーサルデザインの考えに基づ

き、生活環境の整備を図るため、「高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律」及び「東京都福祉のま

ちづくり条例」に基づき、道路整備に併せて、段差の解

消、勾配の改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置等の

バリアフリー化を推進します。公共施設における新築時や

改修工事の計画の際には、バリアフリー・ユニバーサルデ

ザイン化に努めます。

また、民間施設においても、事業者に対して指導や情報

提供、適合証の交付等を行うことにより、バリアフリー環

境の整備を促進します。

福祉総務課

都市計画課

区画整理推進室

管理課

建設課

住宅のバリアフリ

ー化の促進

重度の身体障がい者が身体の状況に応じた住宅改修を行

う際に費用の一部を助成することにより、家庭内でのバリ

アフリー化を促進します。

障がい者支援課
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（２）防災・防犯対策の推進

① 防災対策の充実

施策名 取組内容 担当課

防災知識の普及・

啓発

広報やホームページ等を通して、障がい者が緊急時等に

使用するヘルプカードの周知・啓発を図るとともに、災害時

における障がい者援助に関する知識の普及・啓発を図りま

す。

また、地域の自主防災組織と共に障がい者が地域の防災

訓練等に参加しやすい環境づくりに取り組みます。

障がい者支援課

地域防災課

災害時要配慮者へ

の支援の充実

重点

災害時要配慮者の居住地域と障害特性を鑑み、災害時の

避難所の選定や避難所の整備を検討します。避難所におい

ては、公設避難所の他、通所事業所など当事者が普段から通

い慣れた施設の利用など、障害があっても安心して過ごす

ことができる福祉避難所として活用できるよう環境整備を

検討します。

日頃の見守りと災害時における避難誘導・安否確認等を

連携して実施できるよう、居住地域の町内会・自治会、民生

委員・児童委員等と情報を共有し、地域ぐるみの支援体制づ

くりを促進します。

また、個別支援計画については、各市町村の状況を調査

し、今後の方針について検討します。

障がい者支援課

地域防災課

緊急通報システム

の設置の促進

地域の中で一人暮らしをする重度の障がい者及び難病患

者に対し、急病等の緊急時において、迅速かつ適切な対応が

図れるよう、緊急通報システムの設置促進を図ります。

障がい者支援課

災害時難病患者等

個別支援計画の整

備

［再掲］

在宅人工呼吸器療法や人工透析療法等を利用する医療ニ

ーズの高い難病患者等に対し、保健所等の関係機関と連携

の下で、その疾病の特性を踏まえた個別支援計画を策定し、

災害時の支援体制を強化します。

現段階では、人工呼吸器使用者の情報が、保健所からの情

報提供のみであるため、情報の偏りがないよう、他の関係機

関との連携・情報共有を強化します。

障がい者支援課
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② 防犯対策の充実

施策名 取組内容 担当課

避難所運営の配慮

災害時の避難所生活に対する不安の解消や、医療・介護的

な支援が必要な方への施策として、社会福祉施設等を二次

避難所（福祉避難所）として指定します。

また、災害時には市やあきる野市社会福祉協議会が福祉

施設等の情報を収集し、災害福祉広域調整センターに報告

することで、避難生活の支援に必要な福祉人材が必要なと

ころに派遣されます。なお、情報収集ができない場合には、

東京都社会福祉協議会の災害福祉先遣チームが状況把握の

ために派遣されます。

障がい者支援課

地域防災課

施策名 取組内容 担当課

防犯対策の推進

警察署や防犯協会等の関係団体との連携により、啓発活

動等の地域防犯活動を行い、障がい者の犯罪被害の防止に

努めるとともに、過去の神奈川県相模原市での障害者支援

施設の事件を踏まえ、施設の防犯対策・防犯体制の強化を促

進します。

障がい者支援課

地域防災課

消費者被害防止の

取組

消費者相談の利用や関係機関との連携、消費者講座の実

施等により、買い物のトラブルや悪質商法等の被害の防止

のための情報提供や啓発を進めます。

商工振興課

手話奉仕員・通訳者養成講座

手話奉仕員・通訳者を目指す方、手話検
定を受験する方など、多くの受講生が毎
週、手話を学んでいます。

小学生親子手話教室

毎年、「小学生親子手話教室」を開催し
ています。自分の名前を手話で紹介でき
るようになりました。

手話講座
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（３）情報提供・意思疎通支援の充実

① 情報提供の充実

② 意思疎通支援の充実

施策名 取組内容 担当課

「障がい者福祉の

手引」の発行

障がい者福祉に関する各種施策を総合的に編集した「障

がい者福祉の手引」を見やすく、わかりやすいものに改訂す

るとともに、必要な情報が必要としている人に伝わるよう、

周知・配布方法の検討を行います。

障がい者支援課

音訳・点訳等によ

る情報提供の充実

視覚・聴覚障がい者に配慮した情報提供を図るため、音

訳・点訳広報の作成やホームページの音声読み上げ対応、見

やすい画面構成に取り組み、障がい者のみならず、誰もが読

みやすく、利用しやすい情報の提供に努めます。

図書館においては、音訳・点訳図書の製作や貸出し、対面

朗読、来館が困難な方を対象とした郵送サービス等を実施

し、情報提供の充実を図ります。

また、市が発行するパンフレット等を作成する際に、ふり

がなを付けるなど、必要な情報提供の充実に努めます。

市長公室

図書館

施策名 取組内容 担当課

手話のできるあき

る野市民の養成

毎年度、手話奉仕員・通訳者の養成を図るため、初級・基

礎コースと基本・応用コースの手話講座を開催し、手話ので

きるあきる野市民の養成を図ります。

また、広報やホームページで事業の周知を図るとともに、

手話への親しみと聴覚障がい者への理解が広まるよう、「小

学生親子手話講座」を開催します。

障がい者支援課

手話通訳者等の派

遣

手話通訳者・要約筆記者の派遣事業を実施するとともに、

市役所において行政手続等を円滑に行えるよう、手話通訳

ボランティアを配置し、意思疎通に支障のある障がい者の

社会参加を促進します。

また、概ね100人を超える参加者が見込まれるイベント

等に手話通訳者を派遣し、意思疎通支援の充実を図るとと

もに、手話の理解・啓発を図ります。

障がい者支援課

市窓口における意

思疎通支援の充実

窓口において適切な配慮が行われるよう、市職員が障害

理解を深め、各課窓口に筆談ボードを設置し、障害の特性に

応じた意思疎通支援の充実を図ります。

障がい者支援課
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基本目標６ 就労・社会参加による生きがいづくり

（１）企業就労の促進

① 企業就労に向けた支援体制の充実

② 市内における雇用機会の創出

施策名 取組内容 担当課

就労支援ネットワ

ークの構築

地域における福祉・労働・教育等の各関係機関との間で、

職場開拓、職場体験、職業訓練、生活支援、就労定着等の就

労に向けた総合的な支援が図られるよう、あきる野市障が

い者就労・生活支援センター、日中活動事業所、ハローワー

ク、学校等と協力し合えるネットワークの構築に取り組み

ます。

障がい者支援課

商工振興課

あきる野市障がい

者就労・生活支援

センター機能の充

実

ハローワーク等の関係機関との連携を図り、就労支援、就

労後の定着支援、社会生活上の相談支援を一体的に行う支

援体制の充実に取り組みます。また、安定した生活を送るた

め、福祉サービスの利用援助、社会資源の活用や社会生活を

高めるための支援等も併せて行います。

障がい者支援課

ハローワークとの

連携による就労の

促進

ハローワークと共催で実施する就労セミナーにおいて、

障がい者雇用の内容を含めたセミナーを開催できるよう

に、ハローワークと連携を密にし、近隣地域の雇用状況等の

情報を共有し、障がい者の就労支援を図ります。

また、企業に対して、助成金交付事業の周知、障がい者雇

用の理解の啓発等を図ることで、障がい者の企業への就労

促進に取り組みます。

障がい者支援課

商工振興課

施策名 取組内容 担当課

地元企業への雇用

の創出

障がい者の就労を促進する上では、住み慣れた地域で働

くことや複雑な公共交通機関等を利用せず通勤できること

が重要となります。

このため、あきる野市障がい者就労・生活支援センター、

ハローワーク、商工会等と連携し、地元企業に対し、障がい

者の雇用促進と理解を図るとともに、就労支援事業所の見

学会等を実施し、地元企業での雇用創出に取り組みます。

障がい者支援課
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（２）日中活動の充実

① 福祉的就労の充実

施策名 取組内容 担当課

市役所職場体験実

習等職場体験機会

の提供

あきる野市障がい者就労・生活支援センターを中心に、就

労に向けた訓練の一環として市役所内で職場体験実習を実

施しています。

今後、市役所内での職場体験実習の更なる充実を図ると

ともに、様々な職種の体験を得る必要性から、市内の民間企

業に一層の協力を求め、実習先の確保に努めます。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

福祉的就労の場の

充実

重点

企業等への就労が困難な障がい者のために、働きたい、利

用したいと思える福祉的就労の場を充実させ、就労や社会

参加の機会の提供を図ります。

本市の工賃が東京都平均を下回っていることから、あき

る野市地域自立支援協議会のはたらく部会において、共同

で生産品を販売する取組を支援するなど、引き続き、工賃の

向上と就労の場の充実を図ります。

また、農福連携の取組を推進するため、あきる野市障がい

者就労・生活支援センターを中心に障がい者と農業従事者

との情報交換やマッチング等に努めるとともに、生産した

農産物を学校給食や個人飲食店等の食材として提供できる

よう関係機関に働きかけます。

障がい者支援課

あきる野市地域自

立支援協議会にお

ける就労支援事業

者の連携の強化

あきる野市地域自立支援協議会（はたらく部会）を定期的

に開催し、関係機関や就労支援事業者の連携を強化し、就労

支援対策等の充実に努めます。

障がい者支援課

地域活動支援セン

ターの充実

地域活動支援センターⅠ型「フィレ」、Ⅲ型「秋川虹の家」

において、精神保健福祉士等の専門職が相談等に応じると

ともに、相談内容に対応した自立した生活や社会参加への

段階的な支援を行い、地域活動支援センターの活動の充実

を図ります。

障がい者支援課
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② 生活介護事業の充実

③ 工賃の向上に向けた事業者ネットワークの強化

（３）社会参加の促進

① スポーツ・芸術文化活動への参加の促進

施策名 取組内容 担当課

生活介護事業の充

実

障がいのある児童・生徒の学校卒業後の日中活動の場と

して、創作的活動や生産活動の機会を提供する生活介護事

業の場を確保しています。今後も引き続き適切なサービス

が提供されるよう、質の向上に努めるとともに、多様化する

ニーズに対応していくため、他の障害福祉サービスの提供

の必要性や、他の事業所との連携、老朽化に対応する施設整

備の方法、これらを踏まえた運営の手法等について、さらに

検討します。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

販路拡大・工賃向

上の取組の推進

障害者就労施設等に通所する障がい者の工賃の向上に取

り組むため、複数の事業者が合同で生産品の販売促進活動

を行い、一定の効果を上げております。また、販路拡大の取

組、共同受注のあり方の検討等、工賃の向上のための支援を

図ります。

障がい者支援課

障害者就労施設等

への優先調達の推

進

「あきる野市における障害者就労施設等からの物品等の

調達方針」に基づき、障害者就労施設等が供給する物品・労

務等の優先調達に取り組み、障がい者の工賃の向上を図る

ことにより、自立の促進を図ります。

障がい者支援課

施策名 取組内容 担当課

スポーツ活動への

参加の促進と機運

の醸成

市や総合型地域スポーツクラブ等が開催するスポーツ講

座等の情報を提供し、障がい者のスポーツ活動への参加機

会の拡大を図ります。また、将来のパラリンピアンアスリー

トの発掘に向けた、競技スポーツとして障がい者スポーツ

の普及に取り組みます。

スポーツ推進課
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② 地域活動への参加の促進

施策名 取組内容 担当課

芸術文化活動の支

援

障がい者が描いた絵画や創作品には創造性豊かなものが

多くありますが、展示・鑑賞する機会が少ない状況にありま

す。このため、障がい者週間等の機会に作品を展示する場を

設けるとともに、障がい者の生きがいづくりや健常者との

相互交流を図るため、障がい者と健常者が共に参加しやす

いグループ・サークル活動等の各種芸術・文化活動の促進を

図ります。

さらに、アクセシブルな電子書籍等を利用するための情

報・意思疎通支援用具の給付を行います。

障がい者支援課

生涯学習推進課

施策名 取組内容 担当課

各種事業への積極

的な参加の促進

障がい者が地域で様々な行事・活動に参加し、生きがいを

持って生活できるよう、障がい者のニーズに応じて、移動支

援や手話通訳等のコミュニケーション支援等の利用を支援

し、社会参加の促進を図ります。また、あきる野市地域自立

支援協議会を通じて相互交流、研修等を実施し、人材の確

保・育成を行います。

障がい者支援課

各種事業主催団体

への障がい者理解

の促進

障がい者が地域で様々な行事・活動に地域社会の一員と

して参加できるよう、障害に対し配慮すべき事項等を主催

団体に周知する等、障害や障がい者に対する理解の促進を

図ります。

障がい者支援課

ヘルプマーク、ヘ

ルプカードの活用

の促進

障がい者週間やホームページ等を通してヘルプマーク、

ヘルプカードの周知を図るとともに、特別支援学校や就労

支援事業所等で活用方法を周知し、緊急時の活用を促進し

ます。

障がい者支援課

ヘルプカード ヘルプカードは、障害のあること

を気づいてもらうことに加え、障が

いのある方が災害時や日常生活の中

で、困っている時に困っている内容

を周囲の人に伝えることができるカ

ードです。
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第４章 障害福祉計画

第１節 障がい者に対するサービス支援の全体像

「障害者総合支援法」によるサービスは、障がい者の個々の障害程度や勘案すべき事項（社会

活動や介護者、居住等の状況等）を踏まえ、個別に支給決定が行われる「自立支援給付」と、市町

村が地域や利用者の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。また、

障がい児を対象とするサービスとして児童福祉法に基づく「障害児支援」があります。

111

障
害
児
支
援

・児童発達支援 ・医療型児童発達支援 ・保育所等訪問支援

・放課後等デイサービス ・居宅訪問型児童発達支援 ・障害児相談支援

障害児通所支援

支援

市

町

村

・広域支援 ・人材育成 等

・相談支援 ・意思疎通支援 ・日常生活用具

・移動支援 ・地域活動支援センター 等

・居宅介護 ・重度訪問介護

・同行援護 ・行動援護

・療養介護 ・生活介護

・短期入所 ・施設入所支援

・重度障害者等包括支援

介護給付

障
が
い
者
・
障
が
い
児

自
立
支
援
給
付

・計画相談支援

・地域移行支援

・地域定着支援

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

・就労移行支援 ・就労定着支援

・自立生活援助 ・共同生活援助

相談支援

訓練等給付 ・更生医療 ・育成医療

・精神通院医療

自立支援医療

補装具

地
域
生
活
支
援
事
業

・福祉型障害児入所支援 ・医療型障害児入所支援

図 4-1 総合的な自立支援システムの全体像

障害児入所支援

都道府県

都道府県

障がい者就労・生活支援センター事業（就労相談・農福連携 等）市独自事業
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第２節 障がい者数の推計

１ 障がい者数の推移・推計

障がい者数については、令和元年度末で、身体障害者手帳所持者が2,415人、愛の手帳（療育

手帳）所持者が727人、精神障害者保健福祉手帳所持者が716人、難病患者が602人となっ

ています。

障害種別にみると、身体障害者手帳所持者は横ばいに、愛の手帳（療育手帳）所持者、精神障

害者保健福祉手帳所持者、難病患者は増加していくことが予測されています。また、年齢別でも、

18歳未満と18歳以上ともに障がい者数が増加することが予測されます。

資料：あきる野市調べ（各年度末現在）令和３年度～５年度は統計を基にした推計値

資料：あきる野市調べ（各年度末現在）令和３年度～５年度は統計を基にした推計値

図 4-2 障がい者数の推移（障害種別）

図 4-3 障がい者数の推移（年齢別）
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（人）
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

身体障害者手帳所持者 愛の手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者 難病患者

（人）

4,242
4,460 4,460 4,511 4,568 4,620
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表 4-1 障がい者数の推移（年齢別）

２ 障害福祉サービス利用者数の推移

障害福祉サービスを利用するためには、サービスの支給決定と障害福祉サービス受給者証の交

付を受ける必要があります。

表 4-2 障害福祉サービス利用者数の推移（障害種別）

実績値 計画値

平成 30 年度 令和元年度
令和２年度

(見込)
令和３年度 令和４年度 令和５年度

障がい者 総数 4,242 4,460 4,460 4,511 4,568 4,620

身体障害者

手帳所持者

合計 2,304 2,415 2,371 2,364 2,361 2,356

18 歳未満 78 82 82 81 81 81

18 歳以上 2,226 2,333 2,289 2,283 2,280 2,275

愛の手帳所持者

合計 706 727 739 754 769 783

18 歳未満 178 180 195 199 203 207

18 歳以上 528 547 544 555 566 576

精神障害者保健

福祉手帳所持者

合計 684 716 758 798 839 878

18 歳未満 20 16 17 18 19 20

18 歳以上 664 700 741 780 820 858

難病患者

合計 548 602 592 595 599 603

18 歳未満 1 2 1 1 1 1

18 歳以上 547 600 591 594 598 602

実績値 計画値

平成 30 年度 令和元年度
令和２年度

(見込)
令和３年度 令和４年度 令和５年度

障がい者 総数 688 727 715 717 720 720

身体障害者

手帳所持者
173 181 178 177 177 177

愛の手帳所持者 369 379 380 383 386 388

精神障害者保健

福祉手帳所持者
144 163 153 152 151 148

難病患者 2 4 4 5 6 7

（単位：人）

資料：あきる野市調べ

（単位：人）

資料：あきる野市調べ
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第３節 第５期計画の目標と実績

１ 国の基本指針に基づく取組の実績

（１）障害福祉施設入所者の地域生活への移行

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

令和２年度末において、施設入所者の地域生活への移行者数は2人となる見込みで、目標数

の５人には達していません。

今後も引き続き、施設退所後のグループホーム等の受入れ等、サービスの整備に積極的に取

り組む必要があります。

また、施設入所者については、新たに入所した者が７人、死亡等により退所した者は５人お

り、地域生活移行者が2人のため、令和２年度末には55人になる見込みです。

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

精神障害に対する支援については、あきる野市地域自立支援協議会における会議の開催及び

項 目 目標数値 実績(見込) 算出方法

令和２年度末の施設入所者数 53 人 55人 令和２度末の施設入所者数

地域生活移行者数
5 人

（9％）
２人

平成28年度末から令和２年度末までに
グループホーム等へ移行する見込人数

○ 平成28年度末の施設入所者数55人の9％に当たる５人を令和2年度末までに地域

生活へ移行するものとします。

○ 令和２年度末の施設入所者数を平成28年度末の施設入所者数から２人（3.6％）を

減少した53人とします。

○ 本市においては、平成20年度にあきる野市地域自立支援協議会が発足されており、

関係者による協議の場として、専門部会に分かれ、年数回の会議を実施しています。そ

の中で、精神障害に対する支援について協議します。
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協議を行ってきましたが、今後は、精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの更なる

構築に向け、医療、相談支援事業及び行政関係者等による協議の場を設置し、引き続き、地域

包括ケアシステムのあり方に関する検討を進めていく必要があります。

（３）地域生活支援拠点等の整備

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

令和２年度に基幹相談支援センターと地域生活支援拠点のあり方に関する検討を踏まえ、本

市の支援拠点としての必要な対応を図っています。

今後は、基幹相談支援センターへの速やかな移行を図り、その後、地域生活支援拠点の面的

整備を進めていく必要があります。

（４）福祉施設から一般就労への移行等

① 福祉施設から一般就労への移行

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

令和２年度末において、福祉施設から一般就労への移行者数は10人となる見込みで、平成

28年度末の2倍以上に達する見込みです。

しかしながら、令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響で就労移行支援利用者が

人数制限の関係で利用回数を制限されたり、通所に躊躇する等、活動に影響が出ています。

また、一般就労の採用枠の縮小なども予想されることから、今後は新型コロナウイルスに対

応した新たな支援のあり方などについて検討していく必要があります。

項 目 目標数値 実績(見込) 算出方法

目標年度の年間一般就労移行者数 6 人 10人
令和２年度に福祉施設を退所して一般
就労する人数

○ 前計画に引き続き、地域生活支援拠点は設けず、地域において機能を分担する「面的

な体制」の取組に向けた検討を続けます。

○ 福祉施設の利用者のうち令和２年度中に一般就労へ移行する人を平成28年度の4人

から6人（1.5 倍）とします。
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② 就労移行支援事業の利用者数

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

平成29年度は4人、平成30年度10人、令和元年度8人と推移しており、令和2年度は

8人となる見込みです。

今後とも、相談があった場合には、あきる野市障がい者就労・生活支援センターや相談支援

事業所と連携を取りながら、適切な対応を行っていく必要があります。

③ 就労移行支援事業所の就労移行率

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

令和2年度中に市内に就労移行支援事業所が開設されており、就労移行率の向上に努めてい

ます。

④ 就労定着支援による職場定着率

【第５期計画の目標】

【第５期計画の実績】

現在も市内に就労定着支援事業所はなく、引き続き、支援事業所の開設を目指します。

項 目 目標数値 実績(見込) 算出方法

目標年度の就労移行支援事業
利用者数

24 人 8 人
令和２年度末に就労移行支援事業を利
用する人数

○ 福祉施設の利用者のうち令和２年度末における就労移行支援事業利用者数を24人と

します。

○ 市内に就労移行支援事業所がありませんが、令和２年度末までに就労移行支援事業所

の開設を目指すとともに、当該事業所の就労移行率３割以上となるよう取り組みます。

○ 平成30年度から新設されるサービスのため、令和２年度末までに就労定着支援事業

所の開設に向けて検討を進めます。
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２ サービス事業の提供実績

（１）障害福祉サービス

サービス種別 単位
平成30年度 令和元年度 令和２年度

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

①訪問系サービス

居宅介護
人/月 76 85 78 89 80 94

時間/月 729 768 747 821 766 894

同行援護
人/月 21 19 22 18 22 18

時間/月 268 235 273 227 278 221

重度訪問介護
人/月 6 10 6 11 6 10

時間/月 1,094 1,062 1,121 891 1,149 771

行動援護
人/月 7 11 8 12 8 14

時間/月 161 149 165 147 169 147

重度障害者等

包括支援

人/月 0 0 0 0 0 0

時間/月 0 0 0 0 0 0

②日中活動系サービス

生活介護
人/月 156 165 160 168 164 175

日/月 3,080 3,167 3,157 3,249 3,235 3,383

療養介護 人/月 7 8 7 8 7 8

短期入所

（福祉型）

人/月 77 89 79 84 81 85

日/月 389 421 399 382 409 405

短期入所

（医療型）

人/月 3 3 3 4 3 5

日/月 11 33 12 31 12 45

自立訓練

（機能訓練）

人/月 1 0 1 1 2 2

日/月 15 0 17 1 22 2

自立訓練

（生活訓練）

人/月 6 5 6 4 7 4

日/月 100 76 103 39 106 24

就労移行支援
人/月 20 16 22 15 24 15

日/月 283 272 313 267 344 279

就労継続支援

（Ａ型）

人/月 8 11 8 12 9 15

日/月 149 219 152 222 156 257

就労継続支援

（Ｂ型）

人/月 170 163 175 172 179 175

日/月 2,840 2,797 2,912 2,917 2,983 2,922

就労定着支援 人/月 0 1 1 3 1 5

③居住系サービス

自立生活援助 人/月 0 2 1 1 1 3

共同生活援助 人/月 92 92 96 110 100 122

施設入所支援 人/月 56 57 55 55 53 55

④相談支援

計画相談支援 人/月 63 74 67 83 70 97

地域移行支援 人/月 0 1 1 2 2 4

地域定着支援 人/月 0 0 0 0 1 0

注）令和２年度は見込み
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（２）地域生活支援事業

（３）障がい者虐待の防止に向けた体制整備

サービス種別 単位等
平成30年度 令和元年度 令和２年度

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

①相談支援事業所

実施か所数 箇所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

相談支援機能強化事業 実施有無 実施 未実施 実施 未実施 実施 未実施

住宅入居等支援事業 実施有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施

成年後見制度利用支援事業 実施有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施

地域自立支援協議会 実施有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施

②コミュニケーション支援事業

手話通訳者奉仕員派遣事業 人/年 22 16 24 54 26 67

手話通訳者設置事業 人/年 1 1 1 1 1 1

手話奉仕員・通訳者養成事業 人/年 32 33 30 22 30 15

③日常生活用具給付事業

介護・訓練支援用具 件/年 8 2 11 9 14 12

自立生活支援用具 件/年 12 12 15 12 17 12

在宅療養等支援用具 件/年 12 12 14 17 17 23

情報・意思疎通支援用具 件/年 4 6 6 2 9 2

排せつ管理支援用具 件/年 1,717 1,739 1,731 1,962 1,746 2,171

居宅生活動作補助用具 件/年 5 0 6 0 6 0

④移動支援事業

利用者数 人/月 164 163 166 157 167 155

利用時間 時間/月 2,209 2,012 2,236 1,907 2,250 1,811

⑤地域活動支援センター

箇所数 箇所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所

利用者数 人/年 194 109 206 120 216 122

⑥その他の事業（任意事業）

日中一時支援事業
箇所 2か所 3か所 2か所 2か所 2か所 2か所

人/月 8 6 9 4 9 4

更生訓練費給付事業 人/年 1 0 1 0 1 0

自動車運転教習費助成事業 人/年 4 3 4 0 4 1

自動車改造費助成事業 人/年 2 1 2 3 3 5

サービス種別 単位等
平成30年度 令和元年度 令和２年度

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

障害者虐待防止センター設置数

箇所数 箇所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

注）令和２年度は見込み

注）令和２年度は見込み
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第４節 国の基本指針に定める第６期計画の成果目標

第６期あきる野市障害福祉計画の最終年度となる令和５年度に向けた数値目標を設定し、この

目標達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。

１ 障害福祉施策入所者の地域生活への移行

【国の基本指針】

○ 令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が令和５年度末までに地域生活へ移行するこ

とを目指します。

○ 令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末の施設入所者数から1.6％以上削減すること

を目指します。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 令和元年度末の施設入所者数55人の６％に当たる４人を令和５年度末までに地域生活へ

移行するものとします。

○ 令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末の施設入所者数から１人（1.6％）を減少し

た５４人とします。

項 目 目標数値 算出方法

令和元年度末の施設入所者数 55人 令和元年度末の施設入所者数

地域生活移行者数
４人

（６％）
令和元年度末の施設入所者のうち、令和５年度末
までにグループホーム等へ移行する見込人数

削減見込数
１人

（1.6％）
令和５年度末での施設入所者数の削減見込人数
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

【国の基本指針】

○ 市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携による支

援体制を構築します。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 医療、相談支援事業及び行政関係者等による協議の場を設置し、精神障がい者が退院後、

地域で安定した生活が送れるよう、個々にあった支援内容について関係機関と調整を行うこ

とで、重層的な連携による支援体制を構築します。

※ その他、国の基本指針に基づき、都が、①「精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域

における平均生活日数」、②「精神病床における１年以上長期入院患者数」、③「精神病床における

早期退院率」について目標数値を算出します。本市においては、保健所や医療機関等と連携しなが

ら、長期入院患者が退院後に安定的、継続的な地域生活を送ることができるよう支援します。

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までの間に、障がい者の地域生活を支援する拠点等（地域生活支援拠点又は

面的な体制）を、各市町村又は各圏域に１つ以上確保しつつ、その機能の充実のため、年１

回以上運用状況を検証及び検討することを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 基幹相談支援センターと地域生活支援拠点のあり方についての検討を踏まえ、引き続き、

基幹相談支援センターへの速やかな移行後、地域生活支援拠点の面的整備を進めます。

項 目 目標数値 算出方法

年間開催回数 ４回 令和５年度の協議の場の年間開催回数

関係者の参加者数 ３人
１回あたりの医療、相談支援事業及び行政関係者
の参加者数の合計人数

目標設定
及び評価の実施回数

４回
計画期間中での「協議の場」における目標設定及
び評価の実施回数

項 目 目標数値 算出方法

地域生活支援拠点等の設置箇所数 1か所 令和５年度の地域生活支援拠点等設置箇所数
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４ 福祉施設から一般就労への移行等

（１）福祉施設から一般就労への移行

【国の基本指針】

○ 令和５年度中に一般就労へ移行する人を令和元年度実績の1.27 倍以上とすることを目標

とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 福祉施設の利用者のうち令和５年度中に一般就労へ移行する人を令和元年度の８人から

15人（1.87 倍）とします。

（２）就労移行支援事業の利用者数

【国の基本指針】

○ 令和５年度における一般就労への移行実績を令和元年度実績の1.30倍以上とすることを

基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 福祉施設の利用者のうち令和５年度末における就労移行支援事業の利用者数を 11 人

（1.30倍）とします。

項 目 目標数値 算出方法

地域生活支援拠点等が有する機能の
充実に向けた検証及び検討実施回数

１回 令和５年度の検討及び検討の年間実施回数

項 目 目標数値 算出方法

令和元年度の年間一般就労移行者数 10人
令和元年度に福祉施設を退所して一般就労し
た人数

目標年度の年間一般就労移行者数 15人
令和５年度に福祉施設を退所して一般就労し
た人数

項 目 目標数値 算出方法

就労移行支援事業における
令和元年度の年間一般就労移行者数

８人
令和元年度末に就労移行支援事業を利用した
人数

就労移行支援事業における
目標年度の年間一般就労移行者数

11人
令和５年度末に就労移行支援事業を利用した
人数
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（３）就労継続支援 A型事業の利用者数

【国の基本指針】

○ 令和５年度における一般就労の移行実績を令和元年度実績の概ね1.26倍以上とすること

を基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 福祉施設の利用者のうち令和５年度末における就労継続支援 A型事業の利用者数を３人

（1.26倍）とします。

（４）就労継続支援 B型事業の利用者数

【国の基本指針】

○ 令和５年度における一般就労の移行実績を令和元年度実績の概ね1.23倍以上とすること

を基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 福祉施設の利用者のうち令和５年度末における就労継続支援 B型事業の利用者数を１人

とします。

（５）就労定着支援事業の利用者数と事業所ごとの就労定着率

【国の基本指針】

○ 令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就

労定着支援事業を利用することを基本とします。

項 目 目標数値 算出方法

就労継続支援 A型事業における
令和元年度の年間一般就労移行者数

２人
令和元年度末に就労継続支援 A型事業を利用
した人数

就労継続支援 A型事業における
目標年度の年間一般就労移行者数

３人
令和５年度末に就労継続支援 A型事業を利用
した人数

項 目 目標数値 算出方法

就労継続支援 B型事業における
令和元年度の年間一般就労移行者数

０人
令和元年度末に就労継続支援 B型事業を利用
した人数

就労継続支援 B型事業における
目標年度の年間一般就労移行者数

１人
令和５年度末に就労継続支援 B型事業を利用
した人数
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○ 令和５年度における就労定着支援事業の就労定着率は、就労定着支援事業所のうち、就労

定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 令和５年度末における就労定着支援事業の利用者数を概ね７割の10人とします。

○ 令和５年度末における就労定着支援事業所の就労定着率を80％とします。

〔就労定着支援事業の利用者数〕

〔就労定着支援事業所の就労定着率〕

５ 相談支援体制の充実・強化等

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までに各市町村または各圏域において、総合的・専門的な相談支援の実施及

び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 基幹相談支援センターのあり方についての検討を踏まえ、基幹相談支援センターへの速や

かな移行を進めます。

項 目 目標数値 算出方法

令和元年度の
就労定着支援事業利用者数

３人 令和元年度に就労定着支援事業を利用した人数

目標年度の
就労定着支援事業利用者数

10人 令和５年度に就労定着支援事業を利用した人数

項 目 目標数値 算出方法

目標年度の
就労定着支援事業所の就労定着率

80％ 令和５年度の就労定着支援事業の就労定着率

項 目 目標数値 算出方法

総合的・専門的な相談支援の実施 実施
令和５年度末における総合的・専門的な相談
支援の実施の見込み

地域の相談支援体制の強化

１件
令和５年度末における相談支援事業者に対す
る訪問等による専門的な指導助言件数

１件
令和５年度末における相談支援事業者の人材
育成支援件数

１回
令和５年度末における相談機関との連携強化
の取組実施回数
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６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組体制を構築するこ

とを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 都が実施する障害福祉サービス等に係る研修に参加するなど、障害福祉サービス等の質の

向上に努めるとともに、利用状況を把握することで、利用者ニーズに応じた障害福祉サービ

ス等の提供に努めます。

※ なお、国の基本指針に基づき、都では、障害福祉サービス等の質を向上させる取組として、①「障

害福祉サービス等に係る各種研修の活用」、②「障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果

の共有等を図ることとされています。

本市においては、こうした都の取組との連携を図ることで、更なる障害福祉サービス等の質の向

上に努めます。

項 目 目標数値 算出方法

都が実施する障害福祉サービス等
に係る研修その他研修への市職員の

参加人数
７人 障がい者支援課職員７人が年１回参加

障害者自立支援審査支払等システム
による審査結果を分析・活用し、事
業所や関係自治体等と共有する体制

の有無及びその実施回数

1回
障害者自立支援審査支払等システムによる審
査結果を分析し、事業所等との共有を実施す
る回数
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第５節 障害福祉サービス等の事業量の見込み

１ 障害福祉サービスの事業量見込み

（１）訪問系サービス

○ 居宅介護

居宅において入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事等に関する相談や助

言、その他の生活全般にわたる援助を行います。

○ 重度訪問介護

重度の肢体不自由者、知的障がい者、精神障がい者で常に介護を必要とする人に、自宅で

入浴、排せつ、食事等の介護を行うほか、外出における移動の支援等を行います。

○ 同行援護

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出したときに、移動に必要な情報の提

供、移動の支援等を行います。

○ 行動援護

知的障害又は精神障害により、行動上、著しい困難を有し、常時介護を必要とする人に対

し、危険を回避するための必要な支援、外出時における移動の支援等を行います。

○ 重度障害者等包括支援

重度の障がい者の多様なニーズに対応するため、複数のサービスを組み合わせて利用でき

るよう、包括的に支援します。

【サービス見込量】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

居宅介護
利用者数（人／月） 94 99 105 111

利用時間数（時間／月） 894 974 1,061 1,156

重度訪問介護
利用者数（人／月） 10 9 8 7

利用時間数（時間／月） 771 667 577 500

同行援護
利用者数（人／月） 18 18 18 18

利用時間数（時間／月） 221 216 211 206

行動援護
利用者数（人／月） 14 17 20 24

利用時間数（時間／月） 147 147 147 147

重度障害者等

包括支援

利用者数（人／月） 0 0 0 0

利用時間数（時間／月） 0 0 0 0
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【見込量確保策】

○ 訪問系サービスは、自立した生活を支える上で必要不可欠なサービスであり、障がい者の

ニーズに応じたサービスの提供が求められます。

今後もサービス利用者数の増加が見込まれており、サービス提供体制の整備に努めます。

○ 障がい者の自己決定権を尊重し、障害の程度や状態に応じたサービスが提供されるよう、

関係機関や事業者との連携を図ります。

（２）日中活動系サービス

① 生活介護

常時介護を必要とする人に対し、日中施設において、入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

ともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 住み慣れた地域社会で暮らすことができるよう、サービスの提供体制の整備に努めます。

○ 障害の程度や状態に応じて事業者を選択できるように、事業者情報の提供に努めます。

② 自立訓練（機能訓練） （対象：身体障がい者）

身体機能のリハビリや歩行訓練、コミュニケーション、家事等の訓練、日常生活上の相談や

助言等の支援を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 専門的なサービスを提供できる事業所が限られているため、当該事業者との連携を図り、

それぞれの障害の程度や状態に合ったサービスが提供されるように支援します。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

生活介護
利用者数（人／月） 175 183 191 200

利用日数（日／月） 3,383 3,523 3,669 3,821

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立訓練

（機能訓練）

利用者数（人／月） 2 2 3 3

利用日数（日／月） 2 2 3 3
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③ 自立訓練（生活訓練） （対象：知的障がい者・精神障がい者）

自立した日常生活を営むために必要な入浴、排せつ、食事等に関する訓練、生活等に関する

相談及び助言等の支援を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 専門的なサービスを提供できる事業所が限られているため、当該事業者との連携を図り、

それぞれの障害の程度や状態に合ったサービスが提供されるように支援します。

④ 就労移行支援

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 相談支援事業者、サービス提供事業者、ハローワーク等との連携を図り、就労支援から就

労後の定着支援までを一貫して行う支援体制づくりを強化します。

○ あきる野市地域自立支援協議会のはたらく部会を中心に、サービスの提供に向けて、事業

者間の連携を図ります。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立訓練

（生活訓練）

利用者数（人／月） 4 4 4 4

利用日数（日／月） 24 15 10 7

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

就労移行支援
利用者数（人／月） 15 15 15 15

利用日数（日／月） 279 292 306 320
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⑤ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

一般企業等への就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行います。雇用契約に基づいて労働の機会を提供するＡ型と雇用契約を結ばな

いＢ型があります。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 相談支援事業者、あきる野市障がい者就労・生活支援センター、ハローワーク等との連携

を図り、就労に向けた支援を強化します。

○ あきる野市地域自立支援協議会のはたらく部会を中心に、サービスの提供に向けて、事業

者間の連携を図ります。

⑥ 就労定着支援

一般就労への移行に伴う環境の変化により、生活面に課題が生じている人に、事業所・家族

との連絡調整等の支援を一定の期間にわたり行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 利用者は増加傾向にあり、引き続き、事業の周知・啓発並びに更なるサービスの充実に向

けた支援体制の整備を進めます。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

就労継続支援

（Ａ型）

利用者数（人／月） 15 19 24 30

利用日数（日／月） 257 285 313 342

就労継続支援

（Ｂ型）

利用者数（人／月） 175 178 181 184

利用日数（日／月） 2,922 2,927 2,932 2,937

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

就労定着支援 利用者数（人／月） 5 6 8 10
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⑦ 療養介護

医療的なケアに加え、常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看

護等のサービスを提供します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 医療の提供を併せ持つ事業者及び利用対象者が限定されるが、今後も継続したサービス提

供と、質の確保に努めます。

⑧ 短期入所（ショートステイ）

自宅で介護する人が病気の場合等に、短期間、夜間も含め施設で入浴、排せつ、食事の介助

等を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ サービスの質の向上と関係機関との連携強化を目的として、あきる野市地域自立支援協議

会が実施する情報交換や事例研究、学習会等の取組を支援します。

○ 事業所との連携を図り、障害の程度や状態に合わせたサービスの提供を支援します。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

療養介護 利用者数（人／月） 8 8 8 8

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

短期入所

（福祉型）

利用者数（人／月） 85 86 87 87

利用日数（日／月） 405 411 418 425

短期入所

（医療型）

利用者数（人／月） 5 6 7 9

利用日数（日／月） 45 55 65 75
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（３）居住系サービス

① 自立生活援助

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者で一人暮らしを希望する人に対

し、一定の期間にわたり、障がい者の理解力、生活力等を補う観点から定期的な巡回訪問や随

時の対応を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 引き続き、地域における交流を促進する等、施設に入所している人の地域生活移行を支援

します。

② 共同生活援助（グループホーム）

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 関係機関との連携によりグループホームや就労・通所先に関する情報を共有し、利用希望

者に提供することにより、入居に向けた支援の充実を図ります。

③ 施設入所支援

施設に入所する人に対し、夜間や休日において、入浴、排せつ、食事の介助等を行います。

【サービス見込量】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自立生活援助 利用者数（人／月） 3 3 4 4

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

共同生活援助
（グループホーム） 利用者数（人／月） 122 136 151 168

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施設入所支援 利用者数（人／月） 55 55 55 54
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【見込量確保策】

○ 入所施設から地域生活への円滑な移行を促進するため、在宅生活における支援の強化に努

めます。

④ 地域生活支援拠点等

基幹相談支援センターと地域生活支援拠点のあり方についての検討を踏まえ、基幹相談支援

センターへの速やかな移行後、地域生活支援拠点の面的整備を進めます。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 地域生活支援拠点等を確保後、その機能の充実のため、運用状況を検証及び検討します。

（４）相談支援

① 計画相談支援（サービス等利用計画作成支援）

障がい者に関する様々な相談に応じ、必要な情報の提供や各機関との調整等を行うととも

に、当該障がい者の将来目標や現在の課題等の個々の状態に合わせたサービスが利用できるよ

うサービス等利用計画を作成します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 計画値では利用者の増加により、相談支援専門員が不足する見込みであるため、市内事業

所の状況を把握し、今後のあり方について検討します。

○ 適切なサービス等利用計画の作成やモニタリングを円滑に行うため、相談支援事業者と関

係機関との連携を強化し、相談支援体制の充実に努めます。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域生活支援拠点

等が有する機能の

充実に向けた検証

及び検討実施回数

検討回数（回） 0 1 1 1

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

計画相談支援 利用者数（人／月） 97 113 132 154
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② 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）

入所施設や病院等からの退所・退院に当たって支援を要する人に対し、地域生活に移行でき

るよう、住居の確保や新たな生活に向けた準備等の支援を行います（地域移行支援）。

また、地域定着を図るための連絡、サポート体制の確保を図ります（地域定着支援）。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 困難な事例等においては、関係機関やサービス提供事業者等との関係者会議を開催するな

ど、より適切な支援を図ります。

○ 地域定着支援については、対象となる人の把握に取り組み、今後の動向を踏まえ、サービ

スの確保に努めます。

（５）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

① 医療、相談支援事業及び行政関係者による協議の場

重層的な連携による支援体制を構築するため、医療、相談支援事業及び行政関係者等による

協議の場を設置し、退院後の支援について、関係機関と調整を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 医療、相談支援事業及び行政関係者等による協議の場を設置し、引き続き、地域包括ケア

システムの構築に関する検討を進めます。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域移行支援 利用者数（人／月） 4 5 6 7

地域定着支援 利用者数（人／月） 0 0 0 0

項目
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

年間開催回数 開催回数（回） 0 4 4 4

関係者の

参加者数
参加者数（人） 0 3 3 3

目標設定及び評価

の実施回数
実施回数（回） 0 4 4 4
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② 精神障がい者の居住定着、生活援助等

精神障がい者のニーズを把握し、地域移行支援や共同生活援助等のニーズや必要性を勘案し、

支援します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 各サービスについては、対象者の把握に取り組み、今後の動向を踏まえ、サービスの確保

に努めます。

（６）相談支援体制の充実・強化のための取組

① 総合的・専門的な相談支援

障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援を実施します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、必要に応じた相談支援体制を整備

します。

② 地域の相談支援体制の強化

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言を行います。また、相談支

援事業者における指導・助言を行う人材の育成を行うとともに、相談機関との連携を強化しま

す。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域移行支援 利用者数（人／月） 4 5 6 7

地域定着支援 利用者数（人／月） 0 0 0 0

共同生活援助 利用者数（人／月） 42 48 54 61

自立生活援助 利用者数（人／月） 1 1 1 1

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合的・専門的な相談支援 未実施 実施 実施 実施
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【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、必要に応じて相談支援事業者に対

し、訪問等を行います。

（７）障害福祉サービスの質を向上させるための取組

① 障害福祉サービス等に係る各種研修の活用

都が実施する障害福祉サービス等に係る研修等に市の職員が参加し、障害福祉に係るサービ

スへの活用を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 市の職員が各種研修等に参加し、市の事業を充実させます。

② 障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析・活用し、事業所や関係自治体

等との共有体制を構築します。

【サービス見込量】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

相談支援事業者に

対する訪問の実施
指導件数（人／年） 0 1 1 1

人材育成支援 件数（人／年） 0 1 1 1

相談機関との連携 実施回数（回） 0 1 1 1

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

研修等への参加 参加人数（人／年） 7 7 7 7

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

審査結果の共有 回数（回） 0 0 0 1
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【見込量確保策】

○ 国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、審査結果を分析・活用し、事業所

や関係自治体等との共有体制を構築します。

２ 地域生活支援事業の事業量見込み

（１）必須事業

① 理解促進研修・啓発事業

日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去し、共生社会の実現を図るた

め、地域住民に対して、障がい者（児）の理解を深めるための研修や啓発（イベントや教室の

開催、パンフレットの配布等）を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 障害者差別解消法について、市民の関心を高め、理解を深めるため、広報やホームページ

などにより周知・啓発活動を行います。

② 相談支援事業

障がい者（児）やその保護者等からの相談に応じ、必要な情報提供等を行います。また、あ

きる野市地域自立支援協議会のそうだん部会において、地域の相談支援体制やネットワークの

構築を行います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 実施

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害者相談支援事業（箇所数） 1か所 1か所 1か所 1か所

基幹相談支援センター 未実施 実施 実施 実施

相談支援機能強化事業 未実施 実施 実施 実施

住宅入居等支援事業 実施 実施 実施 実施

○ 多様化・複雑化する相談内容に対して、専門的な知識・ノウハウを有した関係団体等と連

携し、包括的な相談支援体制の整備を図ります。
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③ 意思疎通支援事業

障害により意思疎通を図ることに支障のある人に、手話通訳及び要約筆記により、意思疎通

を支援する手話通訳者等を派遣します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 登録手話通訳者等に対し、研修等を継続的に実施し、手話通訳者等の確保及び質の向上に

取り組みます。

○ 要約筆記者の派遣要請に適切に対応できるよう、都及び近隣市との連携等により要約筆記

者等の確保を図ります。

④ 日常生活用具給付等事業

○ 介護・訓練支援用具

特殊寝台、特殊マット、特殊尿器、入浴担架、体位変換器、移動用リフト、訓練椅子、訓練

ベッド

○ 自立生活支援用具

入浴補助用具、便器、頭部保護帽、T字状・棒状のつえ、歩行支援用具、特殊便器、火災報

知器、自動消火装置、電磁調理器、音響案内装置、屋内信号装置

○ 在宅療養等支援用具

透析液加温器、ネブライザー(吸入器)、電気式たん吸引器、パルスオキシメーター（動脈血中酸

素飽和度測定器）、酸素ボンベ運搬車、音声式体温計、体重計、音声式血圧計

○ 情報・意思疎通支援用具

携帯用会話補助装置、情報・通信支援用具、点字ディスプレイ、点字器、点字タイプライタ

ー、ポータブルレコーダー、活字文書読上げ装置、視覚障害者用拡大読書器、時計、聴覚障

害者用通信装置、情報受信装置、人工喉頭、福祉電話、ファックス

○ 排せつ管理支援用具

ストマ装具、紙おむつ等、収尿器

○ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

手話通訳者派遣事業 67 67 67 67

要約筆記者派遣事業 0 0 0 0

手話通訳者設置事業 1 1 1 1

単位：利用者数（人/年）
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住宅の小規模改修に伴う用具の購入費及び改修工事費

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 障がい者の自立、介助者の負担軽減のため、今後も日常生活用具に係る情報提供や相談支

援を充実させ、その人の特性に合った適切な日常生活用具の給付を行います。

○ 障がい者の増加や難病の対象疾病の増加に伴い、在宅における医療的な支援が増えること

が予想されるため、適切な情報提供を行い、状態にあった日常生活用具の給付を進めます。

⑤ 手話奉仕員養成研修事業

聴覚障がい者は、手話によるコミュニケーションを要する方が多いため、手話語彙及び手話

表現技術を習得した手話奉仕員及び手話通訳者を養成し、意思疎通支援の充実を図ります。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 手話の勉強を希望する人に対し本事業を広く周知し、必要な手話技術等を習得できるよう、

養成講座の質の向上に努めます。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護・訓練支援用具 12 16 21 27

自立生活支援用具 12 12 12 12

在宅療養等支援用具 23 31 42 56

情報・意思疎通支援用具 2 2 2 2

排せつ管理支援用具 2,171 2,402 2,658 2,941

居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 0 0 0 0

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

手話奉仕員養成研修事業 15 16 17 18

単位：利用者数（人/年）

単位：利用者数（人/年）
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⑥ 移動支援事業

屋外での移動が困難な人に対し、社会参加等のための外出における移動を支援します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ サービスの質の向上と関係機関との連携強化を目的として、あきる野市地域自立支援協議

会が実施する情報交換や事例研究、学習会等の取組を支援します。

⑦ 地域活動支援センター

○ 基礎的事業

創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行うものです。

○ 機能強化事業

センターの機能強化を図るために３つの類型（Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型）を設けます。

Ⅰ型： 専門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、

地域住民ボランティアの育成、障害に対する理解促進を図るための普及・啓発等を

行います。

Ⅱ型： 雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサー

ビスを行います。

Ⅲ型： 障がい者団体が実施する通所による援護事業の実績が概ね５年以上あり、安定的

な運営が図られている事業所が、地域の障がい者のために援護対策として支援を行

います。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 創作・生産活動を行う社会参加の場として、地域生活支援の促進を図ります。

○ 地域活動支援センター機能の周知・啓発活動を強化し、サービスの利用促進を図ります。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

移動支援事業
利用者数（人／月） 155 153 151 149

利用時間（時間／月） 1,811 1,720 1,634 1,552

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域活動支援
センター

箇所数 2か所 2か所 2か所 2か所

利用者数（人／年） 122 124 126 128
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（２）その他の事業（任意事業）

○ 日中一時支援事業

日中に介護者がおらず、一時的に見守り等の支援が必要な人に対し、日中活動の場の確保

と一時的な見守り等の支援を行います。

○ 更生訓練費給付事業

就労移行支援事業又は自立訓練事業等を利用している人に対し、更生訓練費を支給します。

○ 社会参加促進事業

自動車運転教習費・自動車改造費助成事業等、障がい者の社会参加を促進する事業を行い

ます。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 日中一時支援については、事業所と連携し、介助者の負担軽減を目的としてサービスの提

供を実施します。また、サービスを提供できる事業所が限られているため、当該事業者との

連携を図り、それぞれの障害の程度や状態に合ったサービスが提供されるように支援します。

○ その他の事業については、障がい者の社会参加、社会復帰及び自己更生に向け、引き続き、

支援を行います。

３ 障がい者虐待の防止に向けた体制整備

現在、「あきる野市障害者虐待防止センター」において、休日や夜間等にも対応できるよう、

24時間365日体制で相談を受け付けています。関係機関との連携のもと、虐待防止や早期発

見、虐待を受けた障がい者の保護や自立の支援等、障がい者の虐待防止体制の充実を図ります。

【サービス見込量】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

日中一時支援事業
箇所数 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所

利用者数(人/月) 4 4 4 4

更生訓練費給付事業 利用者数(人/年) 0 0 0 0

自動車運転教習費

助成事業
利用者数(人/年) 1 2 2 2

自動車改造費助成事業 利用者数(人/年) 5 6 7 8

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害者虐待防止センター設置数 １か所 １か所 １か所 １か所
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第５章 障がい児福祉計画

第１節 障がい児数の推計

１ 障がい児数の推移・推計

令和元年度末の障害者手帳を所持する児童数は、身体障害者手帳を所持する児童が82人、愛

の手帳（療育手帳）を所持する児童が180人、精神障害者保健福祉手帳を所持する児童が16人

となっています。将来推計では、愛の手帳（療育手帳）を所持する児童の増加が見込まれていま

す。

資料：あきる野市調べ（各年度末現在）令和３年度～５年度は統計を基にした推計値

表 5-1 年齢構成別障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

実績値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障がい児 総数 276 278 294 298 303 308

身体障害者手

帳所持者

合計 78 82 82 81 81 81

0～５歳 12 15 15 15 15 15

６～９歳 18 20 17 17 17 17

10～17 歳 48 47 50 49 49 49

愛の手帳所持

者

合計 178 180 195 199 203 207

0～５歳 16 19 13 13 14 14

６～９歳 34 33 37 38 39 39

10～17 歳 128 128 145 148 150 154

精神障害者保

健福祉手帳所

持者

合計 20 16 17 18 19 20

0～５歳 1 0 0 0 0 1

６～９歳 4 4 3 3 3 3

10～17 歳 15 12 14 15 16 16

図 5-1 障害者手帳所持者数の推移（各年度末）

（単位：人）

資料：あきる野市調べ（各年度末現在）令和３年度～５年度は統計を基にした推計値

78 82 82 81 81 81

178 180 195 199 203 207

20 16 17 18 19 20
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

身体障害者手帳所持者 愛の手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者

（人）

276 278 294 298 303 308

注）令和２年度は見込み
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第２節 第１期計画の目標と実績

１ 国の基本指針に基づく取組の実績

（１）障がい児支援の提供体制の整備等

① 地域支援体制の構築

【第１期計画の目標】

【第１期計画の実績】

現在、市内にある事業所が児童発達支援センターとしての機能を有しているほか、保育所等

訪問支援事業については、それぞれの障害の程度や状態に合ったサービスが提供されるように

支援します。

引き続き、国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、重層的な支援体制の整備

を進めます。

② 重症心身障がい児等への支援体制確保

【第１期計画の目標】

【第１期計画の実績】

現在、市内に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所が２か所、放課後等デイサー

ビス事業所が１か所あり、地域で安心して暮らすための適切なサービスが受けられるよう、必

要な支援の充実を図っているとともに、重症心身障がい児が利用している事業所にも障がい者

週間に参加していただき、活動内容の周知・啓発に取り組んでいます。

引き続き、事業所と連携を図り、地域で安心して暮らすための適切なサービスが受けられる

よう、必要な支援の充実を図ります。

○ 市内にある児童発達支援センターにおいて、障害の重度化・重複化や多様化に対応す

る専門的機能の強化を図るため、当該センターと連携を図ります。

保育所等訪問支援事業については、実施に向けて体制の構築を行います。

○ 市内にある児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所と連携を図り、引き

続き、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるよう、サービスの充実を図り

ます。
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③ 医療的ケア児に関する協議の場の設置

【第１期計画の目標】

【第１期計画の実績】

保健、福祉、子育て及び教育等の関係機関の実務者による連携体制を構築することを目的と

して、令和2年度中に協議の場を設置し、関係機関との連携に努めています。

２ サービス事業の提供実績

（１）障害児通所支援等

（２）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

サービス種別 単位
平成30年度 令和元年度 令和２年度

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

①障害児通所支援

児童発達支援
人/月 21 26 24 28 26 31

日/月 148 179 165 144 181 150

医療型

児童発達支援

人/月 0 0 0 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 0

放課後等

デイサービス

人/月 146 225 162 238 178 258

日/月 1,623 1,727 1,800 1,857 1,977 2,018

保育所等訪問支援
人/月 0 0 1 0 2 1

日/月 0 0 2 0 4 2

居宅訪問型

児童発達支援

人/月 0 0 0 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 0

②障害児相談支援

障害児相談支援 人/月 24 30 28 36 31 44

サービス種別 単位
平成30年度 令和元年度 令和２年度

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

①医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

コーディネーターの

配置
人 0 2 0 3 0 4

○ 関係機関が協議を行う場において、医療的ケア児の支援に関して取り上げ、医療的ケ

ア児の支援について、関係機関との連携を図ります。

注）令和２年度は見込み

注）令和２年度は見込み
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第３節 国の基本指針に定める第２期計画の成果目標

第２期あきる野市障がい児福祉計画の最終年度となる令和５年度に向けた数値目標を設定し、

この目標達成に必要なサービスの見込量及び確保の方策を示します。

１ 障がい児支援の提供体制の整備等

（１）重層的な地域支援体制の構築

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1か所以上を設置す

ることを基本とします。

○ 令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

することを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 現在、市内にある事業所が児童発達支援センターとしての機能を有しているほか、保育所

等訪問支援事業については、それぞれの障害の程度や状態に合ったサービスが提供されるよ

うに支援します。

引き続き、国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、重層的な支援体制の整

備を進めます。【再掲】

（２）重症心身障がい児等への支援体制確保

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とします。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 現在、市内に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所が２か所、放課後等デイサ

ービス事業所が１か所あり、地域で安心して暮らすための適切なサービスが受けられるよう、

必要な支援の充実を図っています。

第２期計画においても、引き続き、市内にある児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所と連携を図り、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるよう、サービ

ス提供体制の充実を図ります。
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（３）医療的ケア児に関する協議の場の設置及びコーディネーターの配置

【国の基本指針】

○ 令和５年度末までに、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るために協議

の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本と

しています。

【国の基本指針を踏まえた本市の目標】

○ 関係機関が協議を行う場において、医療的ケア児の支援に関して取り上げ、関係機関との

連携を図るとともに、医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの

もと、保健、福祉、子育て及び教育等の関係機関の実務者の連携強化を図ります。

項 目 目標数値 算出方法

「協議の場」の年間開催回数 ２回 令和５年度の協議の場の年間開催回数

医療的ケア児に対する関連分野の支援

を調整するコーディネーターの配置
７人 令和５年度のコーディネーターの配置数
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第４節 障害児通所支援等の事業量見込み

１ 障害児通所支援等の事業量見込み

（１）障害児通所支援

○ 児童発達支援

未就学の障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知識や技能の付与、集

団生活への適応訓練等を行います。

○ 医療型児童発達支援

上肢、下肢又は体幹の機能に障がいのある児童に対し、児童発達支援の内容に加え、医療

の提供を行います。

○ 放課後等デイサービス

就学している障がい児に対し、放課後又は休日に、生活能力向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進等を行います。

○ 保育所等訪問支援

保育所等を利用中の障がい児、又は今後利用する予定の障がい児が、保育所等における集

団生活の適応のために専門的な支援を必要とする場合に、サービスの提供を行い、保育所等

の安定した利用を促進します。

○ 居宅訪問型児童発達支援

重度の障がい児等であって、障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な

障がい児に、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支

援を行います。

【サービス見込量】

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童発達支援
利用者数（人／月） 31 35 39 44

利用日数（日／月） 150 156 163 170

医療型

児童発達支援

利用者数（人／月） 0 0 0 0

利用日数（日／月） 0 0 0 0

放課後等

デイサービス

利用者数（人／月） 258 280 304 330

利用日数（日／月） 2,018 2,193 2,383 2,590

保育所等訪問支援
利用者数（人／月） 1 0 0 1

利用日数（日／月） 2 0 0 2

居宅訪問型

児童発達支援

利用者数（人／月） 0 0 0 0

利用日数（日／月） 0 0 0 0
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【見込量確保策】

○ 障害児通所支援等の利用実態やニーズの把握を行い、障がい児への支援体制の整備に向

け、子ども・子育て支援法等に基づく子育て支援施策との緊密な連携を図ります。

○ 保育所等訪問支援は、市内に事業所がないため、早期の整備を目指します。

（２）障害児相談支援

○ 障害児相談支援

障がい児に関する様々な相談に応じ、必要な情報の提供や各機関との調整等を行うととも

に、当該障がい児の将来目標や現在の課題等の個々の状態に合ったサービスが利用できるよ

うサービス等利用計画を作成します。

【サービス見込量】

【見込量確保策】

○ 適切なサービス等利用計画の作成やモニタリングを円滑に行うため、障害児相談支援事業

者と関係機関との連携を強化し、相談支援体制の充実に努めます。

（３）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

○ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

医療的ケア児が必要とする多分野にわたる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援

の提供につなげるとともに、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医

療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進するコーディネーター（相談支援専門員

等）を配置します。

【見込量確保策】

○ 国や都の動向や各市町村の取組内容等を注視しながら、市の役割を明確にした上で、適切

な配置を目指します。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害児相談支援 利用者数（人／月） 44 51 59 67

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

医療的ケア児に対する関連分野の支援

を調整するコーディネーターの配置(人)
4 5 6 7
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２ 障がい児保育事業の事業量見込み

（１）障がい児保育事業

本市では、集団保育が可能な障害の程度で、保育を必要とする児童を対象に障がい児保育を実

施します。

【サービス見込量】

○ 幼児教育・保育から学童クラブへの移行に際しては、幼児教育・保育施設と学童クラブが

連携して円滑な移行を図ります。

サービス名
実績見込値 計画値

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

保育所 受入児童数（人） 32 30 28 26

幼稚園 受入児童数（人） 17 18 20 22

認定こども園 受入児童数（人） 23 26 28 30

学童クラブ 受入児童数（人） 80 83 86 90
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第６章 計画の推進

第１節 計画の推進体制

１ 庁内推進体制の整備

本計画に基づく取組は、福祉分野のみならず、医療、保健、教育、就労等の多岐に渡ることか

ら、各施策をそれぞれの所管課が主体的に推進するとともに、障がい者支援課が中心となり、庁

内関係部署間の連携を図り、計画の総合的な推進に努めます。

また、全ての職員が障がい者に配慮しつつ、各自の職務を遂行することができるよう、職員の

障がい者理解の促進と福祉意識の醸成に努めます。

２ 関係機関・関係団体との連携

障がい者福祉施策の推進に当たっては、地域、福祉、医療、保健、教育、就労等の各分野との連

携を深め、情報等を共有し、総合的かつ計画的に取り組むことが必要となります。

このため、あきる野市地域自立支援協議会を中心とした地域の関係機関等によるネットワーク

の強化を図り、諸課題への対応に取り組みます。

３ 国や都、近隣市町村との連携

国や都からの情報を収集しながら、制度改正等の変化に合わせた施策を展開します。さらに、

計画の推進に当たっては、国や都の補助制度等を活用するなど、必要な財源の確保に努めます。

また、市内にサービスの提供が可能な事業所がない場合や専門的な知識を要する困難なケース

等については、近隣市町村と連携や情報交換を行うとともに、広域的な連携の必要性についても、

研究等を行い、施策の充実を図ります。

４ 制度の普及・啓発

本計画が目指す目標や方向性を全ての当事者が理解・共有できるように、市の広報やホームペ

ージ等の媒体を用いて計画の周知を図ります。また、あらゆる機会を通じて、障害や障がい者に

対する正しい理解を深め、積極的かつ継続的に障害福祉制度の普及・啓発に取り組みます。
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５ 障がい者ニーズの把握・反映

障害の重度化、障がい者の高齢化や障害種別の増加等、多様化する障害に対応するためには、

障害の特性に応じたサービスの提供や各種施策を実施していく必要があります。また、具体的な

支援の提供に当たっては、障がい者の性別、年齢、障害の状態や生活の実態を踏まえたきめ細か

な対応が求められています。

障がい者への各種施策やサービスを効果的に展開するため、施策の内容や提供方法等について、

あきる野市地域自立支援協議会や身体・知的障害者相談員、障がい者団体と意見交換等を行い、

障がい者やその家族、関係団体の意見やニーズの把握に努めます。

６ 人材の育成・確保及び資質の向上

福祉従事者の人材不足が深刻な中、サービスの質的向上を図るために、障がい者福祉に関する

専門職員の育成・確保に努めます。また、都や近隣市町村との連携を図り、研修等を実施するこ

とにより、障がい者福祉に携わる市職員の資質向上に取り組みます。
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第２節 計画の進行管理

１ 計画の点検・評価

施策の推進とその質の向上を図るためには、「計画を立て実行し、結果を評価した後に改善し、

次のステップへとつなげていく過程（PDCAサイクル）」とその過程をチェックする機関が必要

となります。

本計画に明記した成果目標について、PDCAサイクルのプロセスを用いて、調査・分析等を行

い、「あきる野市障がい者福祉計画推進委員会（以下「推進委員会」という。）」において評価を行

います。推進委員会の意見を聴き、必要があると認めるときは、計画内容の変更や見直しを実施

します。推進委員会が2年間にわたり施策の進行管理を行った後、次期障がい者福祉計画の策定

委員会に検討課題等をつなげていきます。

計画に基づく取組を実施する。

実行（Do）

成果指標や活動指標、障害福祉

サービス等の見込量とその確保策

を定める。

計画（Plan）

中間評価の結果を踏まえ、必要

があると認めるときは、障がい者

福祉計画の変更や取組内容の見直

しを行う。

見直し（Action）

成果目標や活動指標を１年に１回

把握し、障がい者福祉計画の中間評

価として分析・評価を行う。

評価（Check）

図 6-1 本計画におけるＰＤＣＡサイクル
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資料編

第１節 計画策定の経過

日 程 内 容

令和元年12月～

令和2年1月

基礎調査（あきる野市障害福祉に係るアンケート調査）の実施

・配付数1,200人、有効回答数516人（有効回答率43.0％）

10月 6日
第１回あきる野市障がい者福祉計画 策定委員会

・あきる野市障がい者福祉計画（骨子案）について

10月16日
あきる野市地域自立支援協議会 全体会及び各部会

・あきる野市障がい者福祉計画（骨子案）について

11月19日
第２回あきる野市障がい者福祉計画 策定委員会

・あきる野市障がい者福祉計画（素案）について

12月11日 あきる野市障がい者福祉計画（素案）を市長に中間報告

令和３年

１月20日～

２月２日

パブリックコメントの実施

２月５日
第３回あきる野市障がい者福祉計画 策定委員会

・あきる野市障がい者福祉計画（案）について

３月15日 市長へ「あきる野市障がい者福祉計画」の答申
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第２節 あきる野市障がい者福祉計画策定委員会設置要綱

あきる野市障がい者福祉計画策定委員会設置要綱

（目的及び設置）

第1条 障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第3項の規定に基づくあきる野市障

がい者計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）第88条第1項の規定に基づくあきる野市障害福祉計画及び児童福祉法（昭和22

年法律第164号）第33条の20第 1項の規定に基づくあきる野市障がい児福祉計画を総合

的かつ計画的に推進するための一体的な計画として、あきる野市障がい者福祉計画（以下「障

がい者福祉計画」という。）を策定するに当たり、広く市民及び関係者の参画の下に諸課題の検

討を行うため、あきる野市障がい者福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第2条 委員会は、前条の目的を達成するため、障がい者福祉計画の策定に関する必要な事項に

ついて検討し、その結果を市長に報告する。

（組織）

第3条 委員会は、委員15人以内をもって組織する。

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

（１） 識見を有する者

（２） 市民の代表

（３） 障害者当事者団体及び家族団体の代表者

（４） 保健医療関係者

（５） 福祉関係者

（６） 関係行政機関の職員

3 前項第2号の委員については、公募により選考することができる。

（任期）

第4条 委員の任期は、第2条の規定による報告を終了したときに満了する。

（謝礼）

第5条 第3条第2項第1号から第5号までに規定する委員には、予算の範囲内で謝礼を支払

う。
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（役員）

第6条 委員会に、次に掲げる役員を置く。

（１） 委員長 1人

（２） 副委員長 1人

2 役員は、委員の中から互選する。

（役員の職務）

第7条 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。

2 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第8条 委員会は、必要の都度、会議を開催するものとし、委員長が招集する。

2 会議の議長は、委員長をもって充てる。

3 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

4 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め意見を聴くことができる。

（庶務）

第9条 委員会の庶務は、健康福祉部障がい者支援課において処理する。

附 則

（施行期日）

1 この要綱は、平成29年4月 1日から施行する。

（経過措置）

2 この要綱の施行の日から平成30年3月31日までの間、第1条の規定の適用については、

同条中「児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の20第 1項の規定に基づくあき

る野市障がい児福祉計画」とあるのは、「障害児通所支援（児童福祉法（昭和22年法律第164

号）第6条の2の2第 1項に規定する障害児通所支援をいう。以下同じ。）及び障害児相談支

援(児童福祉法第 6条の2の2第 6項に規定する障害児相談支援をいう。以下同じ。）の提供

体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画」とする。
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第３節 あきる野市障がい者福祉計画策定委員会委員名簿

（敬称略）

氏 名 関 係 機 関 等 委 員 種 別 備考

山井 理恵 明星大学 教授 識見を有する者

國井 勇 市民の代表

市民の代表

小島 朱観 市民の代表

田中 晴美 あきる野市障がい者団体連絡協議会
障害者当事者団体及

び家族団体の代表者
塩野 多佳子 あきる野市障がい者団体連絡協議会

植田 宏樹 秋川病院（医師）

保健医療関係者

委員長

樫田 光夫 公立阿伎留医療センター（医師）

高野 晃嘉 あきる野市地域自立支援協議会

福祉関係者

副委員長

加藤 暁子 あきる野市障がい者相談支援センター

中村 隆夫 あきる野市民生児童委員協議会

山本 健明 ＮＰＯ法人 秋川流域生活支援ネットワーク

山﨑 達彦 東京都立あきる野学園

関係行政機関の職員

中島 義之 青梅公共職業安定所

源 真希 東京都西多摩保健所

榊原 秀明 あきる野市社会福祉協議会
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第４節 あきる野市障がい者福祉計画策定委員会委員からの意見

あきる野市障がい者福祉計画策定委員会

・ 青梅所管の障がい者実雇用率が低い理由などについての記載があるとよいと思います。産

業構造によるものなのか、あるいは雇用環境の未整備によるものなのかなどです。

・ 自立生活には相談支援が中核的な担い手になります。安心して地域生活を送れるよう、各

種相談支援体制を体系化して整えることについての言及が必要と考えます。

・ 福祉人材の確保は法人単位での取組では対応しきれないほど深刻で、いくらニーズが高く

ても応えきれない状況です。当法人でもグループホームを増やしたいですが、人材不足が原

因で増やせていません。このような状況であることを課題として示すべきです。

・ 特に知的障がい者の医療の受診を阻害しているのは、医療関係者の障害に対する理解が不

十分なことです。

・ 障がい児支援として療育をサービスとして提供することが、支援者としての親の力の低下

につながらないのか、支援者として親も成長していくことが、必要だし、そのための支援も

必要と考えます。

・ 災害時の支援体制の記述に、「福祉避難所」の必要性や整備状況などを記載されると、災害

への備えが具体的になるのではないでしょうか。

・ 一次避難所に避難した後に二次避難所に移る方式だと、障がい者は安心して避難所に行け

ない人が多いです。そのため、一次避難所に福祉避難室を整備したり、重度者や自閉症の方

などが一次的に避難所に行かずに直接避難できる福祉避難所を整備することなどが必要とな

ります。

・ 就労希望状況の中で「働きたいと思わない」の回答が多くある中で、企業就労と同時に障

がい者にとって「働きたい」と思える（利用したいと思える）福祉的就労の場の拡充も必要

になると思います。

・ 学齢期に受ける支援が卒業後にどうなるかという視点も必要だと考えます。

・ 一般就労移行後の生活面における相談・助言等に応じる就労定着支援事業の設置による就

労支援の強化について、事業主・ハローワーク等の連携支援は保持しつつ、障がい者が、い

つでも安易に相談できる第三者（相談員複数にて応じる）を設置した方がよいと思います。

・ 「障害や障がい者に対する理解を深める教育の充実」の「やさしさや相手を思いやる気持

ち」は、障がい者以外にも必要です。共生社会を意識したような表現の方が良いと思います。
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・ 「小学校高学年から」とありますが、障害理解啓発を進めるには、低学年から情報が自然

と入るようになると望ましいと思います。

・ 「福祉職のやりがい等を感じられる取組」ですが、やりがいだけではなく、「職場での悩み

を話し合ったり相談する機会」のような悩みやストレスへの対応も入れたほうが効果的と考

えます。

・ ニーズの高い事業を行いたくても人材不足で実施できないところまで来ています。人材の

確保は、福祉事業の最大の課題であり、これがクリアできなければ、障がい者福祉計画も絵

に描いた餅になってしまいます。人材の確保は「検討する」で逃げるわけにはいかない問題

です。資格取得のための講座開催、助成金などの実施計画を記載していただきたいです。具

体的には、福祉職の入口としては、一番簡単なガイドヘルパーの養成講座を低額で開催する

というところから、計画してみてはいかがでしょうか。

・ あきる野市地域自立支援協議会の活性化の一つとして障がい児遊びの広場について、障が

い児に特定することなく一般児童も気軽に遊びの広場に参加できる環境整備を図った方が良

いと思います。

・ 民生委員・児童委員との連携について、民生委員は、厚生労働大臣委嘱による非常勤の地

方公務員と理解していますが、情報共有等が可能なのかが疑問点です。民生委員に対しての

指揮監督権の所属の問題になります。

・ 他の項目では臨床心理士や医療職の役割は明記されていますので、スクールソーシャルワ

ーカーの具体的な活用策を記載されたほうが分かりやすくなります。

・ 避難行動要支援者は災害時要配慮者のうち避難に支援が必要な人だけのことなので、施策

名を「災害時要配慮者への支援の充実」とすべきです。

・ 避難行動要支援者に対しては、個別の避難計画を策定しないと実際に避難するのは難しい

です。東京の他の区市では個別計画の策定をケアマネージャーや相談支援専門員に委託する

方法で進めているところがありますので、あきる野市でも「相談支援専門員へ委託して個別

計画を策定します。」としていただきたいです。

・ 施策名「避難所運営の配慮」のところでは、大規模災害時に都庁に災害福祉広域調整セン

ターが設置され、被災自治体からの情報を元に全国から福祉専門職を福祉避難所や福祉施設

に派遣する仕組みがあります。これを機能させるには都庁へ情報を送るために、各福祉施設

の状況を市が把握できる仕組みが必要です。

・ 計画相談が計画値どおりに増加した場合、計画相談事業所が不足してしまいます。
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・ 日中一時支援事業については、ショートステイを補完することができる事業として強化し

ていただきたいです。

・ 全体的に「自立支援協議会において」という表現の箇所については再検討が必要かと思わ

れます。自立支援協議会は少なくとも「くらす部会」においては、協議のテーマは自由でし

たし、たくさん協議するテーマが設定されるとすれば、現状のあり方では不十分かと思われ

ます。
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第５節 あきる野市地域自立支援協議会から聴取した意見

【くらす部会】

障害や障がい者に対する理解の促進と権利擁護の推進について

・ 障害理解の促進については教育機関と連携し早期からの啓発・教育が必要と感じます。

・ 障がいを有する利用者の両親が高齢化してきており、成年後見制度の利用が急務となって

きています。しかし、利用に至るまでの説明や手続き（司法書士に依頼するにしてもそれま

で）にかなりの労力を要する現状があります。成年後見制度の周知や啓発は重要と考えます。

・ 障害に対する周知・啓発について、思っているような成果があがっていないということで

すが、紙ベースの広報活動や時々行われるイベントだけでは、限界があると思います。これ

からの福祉や医療や教育を担う子どもたちにこそ、理解を促していく必要性があると思いま

す。柔軟性のある小さい頃から、分離教育ではなく、一緒に育つインクルーシブな環境を整

備していくことが、１番理解を促せると思います。秋多中の「いのちの授業」のような学習

の取組も、市内の全校で取り組んでいただきたいです。学校教育の中で、周知・啓発を進め

ていただきたいです。

保健・医療の充実について

・ 医療について、個人病院においては配慮が得られることが進んできているが、診療科が複

数ある病院では診療科により温度差があります。特に重度の障がい者は受診が厳しいことが

あります。

障がい者等が安全・安心に生活できる地域環境づくりについて

・ 災害時の避難所については早急に対応策が必要と感じます。障害特性により配慮が異なる

ため、アンケートなどで聞き取りなどを行うのはどうでしょうか。

・ 平成３０年の制度改正により共生型サービスが創設されたが、市内において現在参入事業

所はありません。知的障害と認知症は基本的に異なるので共に通える施設があったらよいと

思います。

・ 少数の障害ですが、失語症のある方向けの意思疎通支援の派遣や要約筆記が盛り込まれる

とありがたいと思います。
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・ グループホームの立場から考えると、「家族と一緒に暮らしたい。」という希望通りの生活

を続けていて、中年以降に親の高齢衰弱化で家庭での暮らしが困難となった方のご利用が増

えてきていますが、それでは真の自立が難しいということです。住み慣れた地域のグループ

ホームを利用すれば外泊も可能なので家族との関係は維持できますし、共同生活の中での成

長も望めます。お年を召してからの共同生活は、本人にとっても負担が大きいと感じます。

・ 令和元年の台風の際に避難所を利用しましたが、知的障がいを有する利用者が慣れない場

所で過ごすことの難しさを痛感しました。災害時の対策にも力を入れていただきたいです。

・ 移動手段の確保について、市内は広く、車等の使用は日常生活の中で欠かせない移動手段

かと思います。一方で、高齢になられた方、またはそのお子さんは、運転そのものが難しく

なってくるのではないかと思います。柔軟な移動手段（送迎など）を考えていく必要がある

ように感じています。

・ 外出を支える人的資源でもあるガイドヘルパーの育成についてですが、現状で言えば、例

えば移動支援で外出したい希望があっても、居宅介護事業所の数もガイドヘルパーの絶対数

も足りておらず、十分ニーズに応えているとは言えない状況にあります。障がいのある方が

いる家族は介護の負担度が高いため、ヘルパー制度を継続して利用できなければ地域で暮ら

し続けることは困難になっていきます。それらを踏まえて、ヘルパー不足は事業所単位の取

組だけで解決できるものではなく、自治体の単位で検討していかなければならない課題です。

あきる野市地域自立支援協議会でもぜひ、検討をお願いしたいと考えております。よろしく

お願い申し上げます。

・ 自分の子どもが大人になった時、入所できるグループホームがあるか、単身生活をサポー

トできる制度が整備されているか。自分の周りで、自立できる年齢でも家にいる方がほとん

どなので、不安になります。サービスや事業所を増やせるよう、具体的に予算をつけるなど

して、あきる野市として取り組んでいただきたいです。

・ 数年前のこども部会で防災についてテーマに挙げたことがあり、その際に、避難行動支援

者の把握と個別の防災計画の作成ができていないというお話を知りましたが、現状はどうな

のでしょうか。台風での市内の対応を聞いた限りでは、避難所すら整備されていない様子で、

とても不安になりました。明日にでも起こりうる災害対策に早急に着手していただきたいで

す。

・ 前回の障がい者福祉計画に載っている、資料編の第５節「あきる野市地域自立支援協議会

から聴取した意見」については、達成されていない内容のものは、新しく作成する計画にも

引き続き掲載していただきたいです。
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・ このコロナ禍で、４月～１０月まで自立支援協議会の動きがストップしてしまい、市政に

意見を届ける場所が、長く何の連絡もなくストップしていたことはとても残念に思いました。

コロナ禍で困難な生活を強いられた障がい者やその家族はとても多かったと思います。こう

いう時こそ状況把握に努められる協議会であってほしいです。このような状況は今後も起こ

り得ると思います。その時にスピード感を持って対応していただけたら、ありがたいです。

・ 就労継続支援Ａ型事業所を充実させてほしいです。

・ 一般就労の方の定着支援のため、公認心理師を活用し、事業主と共に働きやすい環境の整

備に努めてほしいです。

・ 精神障がい者の方に合った通いやすい生活介護事業所を充実させてほしいです。

・ 医療だけではなく、メンタルヘルスも重要になっています。

【そうだん部会】

自立した生活の支援と意思決定支援の促進について

・ ネットワークについては、再度連携がとれるように新規の事業所の情報や役割などを確認

することができるとよいと思います。

・ 本人の意思決定については、支援する側の理解を高める研修などの設定や各関係機関の評

価（自己評価でも）ができるようなしくみがあるとよいと思います。障がい者の方の虐待や

不適切な支援について、発見した場合にすぐに対応できるようなシステムがあれば（あるの

であれば）わかりやすく、どのように報告すればよいか全体で周知していれば、そのこと自

体で、抑止力になると思います。

・ 継続的な療育のため、放課後等デイサービスの利用日数が２３日になってほしいです。

・ スムーズな相談支援のため、市のホームページ等に必要書類の書式を置いて（載せて）ほ

しいです。

・ スムーズな相談支援のため、市のホームページ等にグループホームや通所先の空き情報を

置いて（載せて）もらい、月１回等の頻度で更新してほしいです。

・ 相談支援事業所から市役所へのサービス等利用計画やモニタリング報告書の提出がメール

のＰＤＦ添付で受け入れられると助かります。
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【こども部会】

障がい児支援の充実について

・ 知的障害の手帳を高校卒業後に取られた方からの相談です。「親からずっと『バカ、バカ』

と言われ続けてきました。職場でも仕事が覚えられず、何度も離職した自分はダメな人間で

今後どうすればいいのか不安である。」という内容でした。子どもの頃のボーダーラインの方

への教育、親への考え方の支援、福祉へのつながり方等について考えられる方法を計画して

ほしいです。

・ コロナウイルスの問題で、親がコロナウイルスに感染し、障がいのある子どもが陰性の場

合の保護支援等、緊急時の支援計画が必要ではないでしょうか。

・ 障害児通所支援（放課後等デイサービス・児童発達支援）の利用が増加傾向にあることは

大変喜ばしいことであると思います。支援体制が整い始め、利用も６割になってきているこ

とを考えると、共生社会、支援者となる人材を育てるために、児童発達支援の事業所での就

業体験（中学生）や放課後等デイサービスの見学会・交流会（市内の小中学生）などを行っ

てみてはどうでしょうか。支援者の多くは、障がいのある人との関わりや様々な体験をされ

ている方がいると聞くことがあるからです。相談支援については早期に、まずは家族支援が

大切だと思います。

・ 教育をオンライン化する傾向にあるが、特別支援が必要な児童・生徒たちに十分配慮した

教育をしていってほしいです。

・ 今回のコロナ禍で、どこへも出掛けられず家に居続けた子どもたちと保護者たちの精神

的・肉体的負担はかなり大きなものであると思います。放課後児童クラブやデイサービスな

ど、一人一人の家庭の事情がどうなっているのか、ステイホームで家に居ることが楽しくな

って外へ出ることがなくなってしまうような生活にはなっていないでしょうか。そういう子

どもたちの親の苦労を、家族まるごとの気持ちを考えることができるような（配慮できるよ

うな）預かり施設であってほしいです。

・ 前回の障がい者福祉計画に載っている、資料編の第５節「あきる野市地域自立支援協議会

から聴取した意見」については、達成されていない内容のものは、新しく作成する計画にも

引き続き掲載していただきたいです。
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・ 共生社会やインクルーシブ教育システムの推進については、数年前から言われていますが、

実際市内にどんな子どもにも対応できる公立小中学校はあるのでしょうか。あきる野市子育

て支援総合計画の基本目標には、「全ての子どもたちが、希望に満ち溢れ健やかに育つ環境整

備」、「全ての保護者が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できる環境の整備」とあります。

障がい者家族団体には、幼児期・学齢期ともに、教育関係者の無理解により苦しんでいる親

子がたくさんいます。あきる野市のインクルーシブ教育の具体的な取組が見えて来ません。

障がいのある人もない人も、共に育ち学べるためには、教育関係の皆様にどんな子どもも受

け入れられるスキルを身につけていただくこと、障がい児や子どもの権利などを知っていた

だくことが必須だと思います。どうか、本当の意味で「子ども」にまつわる関係機関が「障

害」や「福祉」を一緒に考えていただける機会を作っていただきたいと思います。

・ あきる野市の教育委員会の方が、あきる野学園の運動会を見に来ていただいたことは、と

ても嬉しく感じました。あきる野学園の中にも、あきる野市在住の子どもがたくさんいます。

あきる野市の子どもとして、状況を見に来ていただけること、把握をしていただけることは

とても大事なことだと思います。

・ 何事にも獲得するまでに時間を要する障がい児は、小さい頃からヘルパーを利用しての外

出の機会や、ショートステイの利用で、将来の自立に向けた準備を早期に始められることが

重要です。しかし、市内のヘルパー事業所もショートステイも予約はいっぱいで、月に一度

しか利用できないこともあるような状況です。質の高い事業所を増やしていただきたいです。

・ 近隣の市区町村では、コロナウイルスによる経営不振で休止に追い込まれた児童発達支援

事業所もあります。質の高い支援をしていただける事業所には、人的にも施設運営に費用が

必要だと思います。安定した事業所が増えていくためにも、子どもたちが利用する各福祉事

業所にもっとあきる野市の予算をつけていただきたいと思います。

・ 「保育所等訪問支援」や「居宅訪問型児童発達支援」などを、利用したいと考えている親子

はたくさんいると思うのですが、実際に運用している事業所はあるのでしょうか。親御さん

の中には、その制度が利用できることを知らない方も多いと思います。是非インフォメーシ

ョンしていただき、支援を受けられる体制を整えていただきたいです。

・ コロナ禍で、障がい児が過ごせる場所が激減しています。「なないろ」も長期に渡り閉鎖の

状態です。何か対策を早急に検討していただきたいです。
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・ 他の市区町村では、障害種別のサポートブックを作成しているところが増えている印象を

受けます。障がいを持つ子が生まれ、又は障害告知を受けて、どうしたら良いか困っている

親御さんに渡せるようなサポートブックがあれば、大変ありがたいと思います。障がい児に

関わる関係部署や親の会が連携して、サポートブックを作っていけないでしょうか。

【はたらく部会】

就労・社会参加による生きがいづくりについて

・ 農福連携に向けての取組が盛り込まれてよかったと思います。

・ 障がいのある方の障害特性やニーズに応じた地域活動、文化活動が推進されるとありがた

いです。

・ 福祉的就労においては、販路、工賃等とともに「働く場の拡充」を盛り込んでいただける

とありがたいです。

・ 就労機会が増加する一方、企業への就労が難しく、就労系の通所事業所へ移行する方も増

える可能性があります。受入れ体制の充実を図り、行政・関係機関等との連携・情報共有も

必要かと思います。

【全体会】

・ 前回の障がい者福祉計画における各基本目標の具体的施策に対しての達成度を数値化して

“みえる化”してほしいです。新しいものと比べてもそれほどの変化がなく、あまり達成さ

れていないのではと感じます。アンケート結果のみの評価が主となっています。

・ 私自身としては、地域生活支援拠点の整備を進めてほしいと思っています。これまで各事

業所がそれぞれの役割を担う“面的整備”を進めていくとのことですが、具体性が示されて

おりません。各事業所の特性が活かされるよう検討する場・協議会を立ち上げてほしいです。

既に地域自立支援協議会の全体会をイメージしているのであれば、それでも構いません。

・ 今年度からはたらく部会の部会長を担ったため、就労支援等については知識が足りており

ませんので、勉強していきたいと思います。

・ コロナ対策や防災など、近年色々なことが起こり、障がい者をはじめ、家族や支援する側

にも今までどおりにはいかない状況が多々あり、ストレスを抱えています。障がい者支援に

携わる皆さんと情報共有が必要だと思います。

・ コロナ禍で対面でのサービス（医療も含めて）が受けにくくなっています。地域の医療機

関と協力して課題３にもあるように、かかりつけ医を持つことを推進する取組を続けていた

だきたいです。
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・ 「専門性を高めるための研修の実施や、多職種間の連携の推進」とありますが、具体的に

誰がどのように進めていくのかを明記すべきではないでしょうか。支援現場で個々の利用者

の特性を理解し、合理的配慮を行い、個別支援計画に落とし込んでいくことが虐待防止にも

つながると思います。あきる野市内の事業所のそれぞれの取組の事例を発表し合いながら、

研鑽を深めていくべきだと思います。

・ 災害時の避難について、地域でお仕事をしている方、住まい（地域）を離れて仕事をして

いる方でも違うと思いますが、家族それぞれ違う場所にいるので、連絡体制や家族の避難先、

本人の居場所など、職場やグループホームなどもしっかり把握できるようにしないといけな

いと感じました。

・ ヘルパーの人材育成も、実質は本当に厳しい状況のようで、何をどうしたらいいのか悩み

ます。

・ ヘルプカードの周知もお願いします。
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第６節 用語解説

【あ行】

● 愛の手帳（療育手帳）

知的障がいの判定を受けた人に交付される手帳のこと。障害の程度に応じて、１度から４度

の区分で手帳が交付される。知的障がい者に対する一貫した指導・相談を行うとともに、様々

な援助を受けやすくすることを目的としている。他道府県では、「療育手帳」と呼ばれている。

● アクセシブルな電子書籍

障害の有無にかかわらず全ての国民が等しく読書できる電子書籍のこと。

● 医療的ケア

医師の指導の下、保護者や看護師が日常的・応急的に行っている経管栄養、たんの吸引等の

医療行為のこと。

● インクルーシブ教育システム

障がいのある者と障がいのない者が可能な限り共に学ぶ仕組みのこと。

【か行】

● 学習障害 （ＬＤ）

全般的な知的発達に著しい遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する

能力の習得と使用に困難を示す障害のこと。

● グループホーム

地域社会の中にある住宅（アパート、マンション、一戸建等）において、数人の障がい者が

一定の経済的負担を負って共同で生活するもの。

障がい者が安心して生活できるよう設備・構造等が配慮されているとともに、主に夜間に相

談、入浴、排せつ又は食事の介護、その他の日常生活上の援助を受けられる。

● 権利擁護

知的障がい者、精神障がい者、認知症高齢者等の自己の権利を表明することが困難な人に対

し、代理人による支援を通して、その人の権利やニーズを表明すること。

● 高次脳機能障害

交通事故や脳血管疾患等、主に脳の損傷によって起こる障害のこと。症状は多岐にわたり、

記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害等の認知障害であり、脳の損傷部位によ

って発生する障害の症状が異なる。
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【さ行】

● 自閉症

脳機能障害を原因としてコミュニケーションの困難を示す障害。言葉の発達の遅れや対人関

係の困難さ、手順に強いこだわりを示すなどの症状がある発達障害の一種と考えられている。

● 社会モデル

「障害」は個人にあるものではなく、社会環境等の外部に存在する社会的障壁によって構築

されるものとしてとらえる考え方。

● 手話通訳者

障がい者福祉の概要や手話通訳の役割・責務等について理解ができ、手話通訳に必要な語彙、

手話表現技術及び基本技術を習得した者のこと。

● 手話奉仕員

聴覚障がい者の日常生活上の初歩的なコミュニケーションの支援、広報活動、文化活動等に

協力する者のこと。

● 障がい者就労・生活支援センター

障がい者に対し、基礎訓練、職場実習の機会の提供を含む就職支援や職場定着支援及び生活

支援を行う。働く意欲がありながら、様々な理由で仕事に就くことができない人に対して、就

労に関する悩み相談や職業相談、就労に関する講座、セミナーの紹介などを行う。

● 自立支援医療

障害の状態の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むための医療のこと。

具体的には、更生医療、育成医療、精神通院医療で構成されている。更生医療は、身体障が

い者の機能回復のための医療費を給付する。育成医療は、身体障がいのある児童に対して障害

を軽減・除去するために必要な医療費を給付する。精神通院医療は、在宅の精神障がい者の医

療の確保、継続的治療の促進、早期治療・再発防止を図るため医療費を給付する。

● 身体障がい者

先天的あるいは後天的（疾病や事故等）で身体の一部が機能しない状態のこと。身体障害者

福祉法に定める障害に該当すると認められた場合に、都知事から身体障害者手帳の交付を受け

た者をいう。①視覚障害、②聴覚又は平衡機能の障害、③音声、言語又はそしゃく機能の障害、

④肢体不自由、⑤内部（心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸又は肝臓の機能）障害、

⑥ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害に分けられる。
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● 身体障害者手帳

身体に永続的な障害があり、その障害程度が身体障害者障害程度等級表に該当する人に対し、

一貫した相談指導を行うとともに、様々な援助を受けやすくするために身体障害者福祉法に基

づき交付される手帳のこと。障害の程度に応じて、１級から６級までの手帳が交付される。

● 精神障がい者

統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精

神疾患を有する人のこと。

● 精神障害者保健福祉手帳

精神疾患を有する人のうち、長期にわたり日常生活や社会生活に制約がある人に対し、社会

復帰や自立、社会経済活動への参加を促進するため、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律に基づき交付される手帳のこと。障害の程度により１級から３級までの手帳が交付される。

● 成年後見制度

知的障がい者、精神障がい者等で判断能力が十分ではない人を保護し、不利益から守るため

の制度。家庭裁判所の審判に基づき、成年後見人、保佐人、補助人等から財産管理や日常生活

の援助を受けること及び本人が誤った判断に基づいて契約を締結した場合にそれを取り消すこ

となどができる。

【た行】

● 地域自立支援協議会

障害者総合支援法に基づき、地域における障がいのある人の生活を支えるため、相談支援事

業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす協議

の場となるもの。福祉事業者、保健・医療関係者、教育、就労等の関係機関、企業、障がい者団

体等で構成される。

● 知的障がい者

知的機能の障害がおおむね１８歳までの発達期に現れ、日常生活に支障が生じているため、

何らかの特別な援助を必要とする状態にある人。

● 注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）

年齢又は発達に不釣合いな注意力、衝動性、多動性を特徴とする行動の障害で、社会的な活

動や学業の機能に支障をきたすもの。
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【な行】

● 難病患者

原因不明で治療法未確立、後遺症を残す恐れの多い疾病に罹患した人をいう。経過が慢性に

わたり、精神的・経済的ともに負担が大きいとされ、パーキンソン病や重症筋無力症等の疾病

があてはまる。平成25年 4月から障害者総合支援法に定める障がい者（児）の対象に難病等

が加わり、障害福祉サービス、相談支援等の対象となった。

【は行】

● 発達障害

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、そ

の他これに類する脳機能の障害で、その症状が通常幼児期・児童期・青年期に発現するもの。

● バリアフリー

障がい者や高齢者が社会生活をしていく上の障壁（バリア）を除去すること。段差などの物

質的障壁や、社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的等全ての障壁の除去を行うこ

とをいう。

● 災害時要配慮者

高齢者、障がい者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する人のこと。

● ピアカウンセリング

障がい者が自らの経験を活かし、他の障がい者の相談に応じ、社会生活上必要とされる心構

えや生活能力の習得に関する問題の解決を図るもの。ピア＝仲間の意味。

● ファミリー・サポート・センター

子育ての援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いたい人（提供会員）が、地域の中で助

け合いながら子育ての相互援助活動をする拠点。活動の流れを円滑に運用するため、調整を行

い、子育てしやすい環境をつくる。

● 法定雇用率

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、全ての事業主が雇用している労働者につ

いて、当該労働者の中に占める障がい者の割合が一定率以上になるよう義務づけている雇用率

のこと。
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【ま行】

● 民生委員

民生委員法に基づき、各市町村に置かれる非常勤の地方公務員のこと。都道府県知事の推薦

により厚生労働大臣が委嘱する。市町村の区域内において、担当の区域を定めて、①住民の生

活状態を必要に応じて適切に把握すること、②相談・助言、必要な情報の提供等を行うこと、

③社会福祉事業者等と連携し、その活動を支援すること、④福祉事務所その他の関係行政機関

の業務に協力することなどを職務とする。児童福祉法による児童委員を兼務する。

【や行】

● ユニバーサルデザイン

バリアフリーは障害によりもたらされる障壁（バリア）に対処するとの考え方であるのに対

し、ユニバーサルデザインは、年齢、性別、国籍、障がいの有無等で特定の人に限定せず、すべ

ての人にとって使いやすいように配慮して、施設、建物、製品、情報、生活環境をデザイン（計

画・実施）するという考え方。

● 要約筆記

聴覚障がい者に、話の内容を要約し、その場で文字にして伝える筆記通訳のこと。手書きや、

パソコンを用いる。

● 要約筆記者

中途失聴・難聴者等の意思伝達を仲介するとともに、大会等の場において講演内容等を OHP

（頭上投影機）などを利用して要約筆記するほか、広報活動等に協力する者のこと。

【ら行】

● ライフステージ

幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期などの生涯の各時期。
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